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２０２３年１２月２１日 

北 海 道 電 力 株 式 会 社 

 

泊発電所原子力防災訓練計画説明に係る面談（５週間前）時の確認事項 

 

北海道電力泊発電所原子力防災訓練の訓練計画について、今回訓練における取り組み事項

を「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方（令和５年７月２６日 原子力規

制庁 緊急事案対策室）３．評価のための確認内容」（本資料の点線囲い部分）に沿って説

明する。 

 

全般 

○訓練計画 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度の訓練目的、達成目標  

・主な検証項目 

・実施･評価体制 

・訓練の項目･内容（防災業務計画の記載との整合）及び評価基準 

・訓練シナリオ 

－プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

－現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

・その他 

－ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳの使用 

－ＣＯＰ様式 

－即応センター、緊対所レイアウト図 

－ＥＲＣ対応ブース配席図、役割分担 

－ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧） 

○評価指標のうち、主に［Ｐ］、［Ｄ］に関する内容 

○事業者とＥＲＣの訓練コントローラ間の調整 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１：２０２３年度 泊発電所原子力防災訓練（総合訓練）実施計画書 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度の訓練目的、達成目標  

・主な検証項目 

・実施･評価体制 

・訓練の項目･内容（防災業務計画の記載との整合）及び評価基準 

・訓練シナリオ －プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

・その他 －ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳの使用 
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✓ 別紙２：２０２４年１月 泊発電所原子力防災訓練シナリオ 

・訓練シナリオ －プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

✓ 別紙３：ＣＯＰ様式 

・その他 －ＣＯＰ様式 

✓ 別紙４：原子力施設事態即応センター配置図 

・その他 －即応センター、緊対所レイアウト図 

✓ 別紙５：緊急時対策所配置図 

・その他 －即応センター、緊対所レイアウト図 

✓ 別紙６：ＥＲＣ対応ブース配席・役割分担 

・その他 －ＥＲＣ対応ブース配席図、役割分担 

✓ 別紙７：ＥＲＣ書架内の資料一覧 

・その他 －ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧） 

○訓練計画 

・訓練シナリオ －現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

今回１月の総合訓練にて、現状のプラント状態（新規制基準未適合炉）を含めた訓練を実

施することを計画している。なお、１１月実施の要素訓練にて、現状のプラント状態（新規

制基準未適合炉）において特定事象の発生を伴う訓練を実施した。 

 

指標１：情報共有のための情報フロー 

〇発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローを確認する 

・情報フローとは、次の５つの情報 

－①ＥＡＬに関する情報 

－指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦

略の進捗状況） 

－⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答 

について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的で、どのように、の観点からみ

た、情報伝達の一連の流れをいう。 

〇情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題を踏まえた改善点を確認する 

① 前回訓練で情報フローに問題がある場合 

・前回訓練での情報共有における問題が発生した事業者は、問題に対する課題の抽出、

原因分析及び対策を確認する。 

・その上で、情報フロー対策を反映したものとなっているか確認する。 

② 前回訓練で情報フローに問題がない場合 

・情報フローに対し、更なる改善点が無いか検証した結果を確認する。 

➢ 説明資料 

✓ 別紙８－１：緊急時対応情報フロー 

✓ 別紙８－２：２０２３年度 泊発電所原子力防災訓練 模擬ＥＲＣの体制について  
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指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有 

〇事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体を

俯瞰した現況について、テレビ会議システム等での発話等により説明ができたかを評価

の観点とする 

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映

する 

積極的に情報提供が行われたかという観点のみならず、ＥＲＣの各担当のニーズや要請

に応じて適切なタイミングで行われていたかという観点で評価すること 

〇要員の育成・配置について、以下を評価する。 

① 緊急事対応要員の適切な育成・配置計画が明文化されていること 

② 育成・配置計画は実発災を想定した適切なものであり、訓練時にこの計画に基づき要

員配置されていること。 

なお、育成計画の一環として訓練時に緊急参集が出来ない者の参加を否定するもの

ではないが、参加要員の３割を上回らないこと。この場合、「限定的な想定」に該当 

③ 全ての参加者が実要員の場合、「実発災を想定した配置」に該当する 

○ＥＲＣプラント班への説明について 

・事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化について、ＣＯＰやＥＲ

ＳＳ、ＥＲＣ備付け資料等を用いてプラント全体を俯瞰した説明を実施する。 

・発話者はプラントパラメータ変化等の情報をＥＲＳＳや発電所対策本部における発話

（ＴＶ会議システム）または時系列チャットにより情報収集し、手書きメモを用いてプラ

ント状況の速報情報を提供する。 

○要員の育成・配置について 

➢ 説明資料 

✓ 別紙９：ＥＲＣ対応ブース発話者・ＥＲＣリエゾンの育成・配置計画について  
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指標３：情報共有のためのツール等の活用 

3-1 プラント情報表示システムの使用 

〇使用するプラント情報表示システムを確認する（実発災時とシステムの差異も確認す

る） 

3-2 リエゾンの活動 

〇事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 

3-3 ＣＯＰの活用 

〇ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度を確認する 

3-4 ＥＲＣ備付け資料の活用 

○ＥＲＣ備付資料の更新状況を確認する 

（3-1 プラント情報表示システムの使用） 

○使用するプラント情報表示システム 

・プラント情報はＥＲＳＳ訓練モードを使用し、即応センターのＥＲＣ対応ブースと模擬Ｅ

ＲＣでＥＲＳＳの同一画面での情報共有を実施する。 

・発電所対策本部および即応センターとの情報共有としてＳＰＤＳ－ＷＥＢ（訓練モード）

を使用する。 

・なお、実発災時においてもプラントデータをＥＲＳＳにて伝送を行うことから、実発災時

と同様の情報共有方法である。 

（3-2 リエゾンの活動） 

○リエゾンの役割 

ＥＲＣに派遣するリエゾンの役割は、「原子力施設事態即応センター活動の補完・補助」

であり、「規制庁ＥＲＣと即応センターとの間で行われる情報共有の技術的・事務的フォロ

ー」を行うことである。 

① ＴＶ会議・書画装置による即応センターの説明に関し、必要に応じて補足説明を実施 

② ＥＲＣ持ち込みパソコンにより、時系列情報やＣＯＰを印刷し、ＥＲＣへ提供 

③ ＴＶ会議（マイク音量）・書画装置（ＥＲＣプラント班側からの見え方）の不調を即応セン

ターへ連絡 

④ その他ＥＲＣ要望事項・質問事項への回答または即応センターへ回答要請 

（3-3 ＣＯＰの活用） 

○ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度 

原子力災害準備体制発令後、ＣＯＰを作成する。（ＡＬ以降の３０分後を目安） 

ＣＯＰ初報の発行やＣＯＰ更新までは、即応センターにてＥＲＣ備付資料や発行済みの

ＣＯＰを手書きで更新して説明を実施する。 

各ＣＯＰ様式は以下のタイミング、頻度での作成・更新を基本とする。  

・ＣＯＰ１－１：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎および事故収束戦略の変更を伴う

プラント状況に変化があった場合。 

・ＣＯＰ１－２：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎および事故収束戦略の変更を伴う
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プラント状況に変化があった場合。 （プラント運転時を対象とした様式） 

・ＣＯＰ１－３：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎および事故収束戦略の変更を伴う

プラント状況に変化があった場合。（プラント停止時を対象とした様式の

ため本訓練では使用しない） 

・ＣＯＰ２－１：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎（各機器の運転状況に変更がない

場合は除く）。 

・ＣＯＰ２－２：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎（戦略に変更がない場合は除く）

およびプラントの戦略に変更があった場合。 

・ＣＯＰ２－３：プラントの事象進展予測後。 

・ＣＯＰ２－４：ＣＯＰの初報発行後、概ね３０分間毎（戦略に変更がない場合は除く）

およびＳＦＰの戦略に変更があった場合またはＳＦＰの事象進展予測後。 

【補足】 

 ＣＯＰ１－１：泊発電所 電源系統図 

ＣＯＰ１－２：泊発電所３号機 全体系統図（運転時） 

ＣＯＰ１－３：泊発電所３号機 全体系統図（停止時） 

ＣＯＰ２－１：ＤＢ／ＳＡ機器状況整理表 

ＣＯＰ２－２：事故対応戦略シート 

ＣＯＰ２－３：事象進展予測シート 

ＣＯＰ２－４：ＳＦＰ事故対応シート 

（3-4 ＥＲＣ備付け資料の活用） 

○ＥＲＣ備付資料の更新状況に関する説明 

ＣＯＰ様式の見直しおよび発生した事象を容易に説明できる手順や概要図の追加等によ

り、現状版および訓練用のＥＲＣ備付け資料を前回訓練（２０２３年１月２７日総合訓練）

から更新する。（２０２４年１月に実施予定の要素訓練の結果を踏まえ完成予定） 
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指標４：確実な通報・連絡の実施 

（①通報文の正確性） 

〇通報ＦＡＸ送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等があった際の対応を確認する 

〇発出したＥＡＬが非該当となった場合の対応を確認する 

〇通報に使用する通信機器の代替手段を確認する 

（②ＥＡＬ判断根拠の説明） 

○ＥＡＬ判断根拠の説明方法（情報の入手や説明資料など）を確認する 

（③１０ 条確認会議等の対応） 

〇１０条確認会議、１５条認定会議の事業者側対応予定者の職位・氏名を確認する 

（④第２５条報告） 

〇２５条報告の発出タイミングの考え方を確認する 

〇訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリオ上の２５条報告のタイミング、報告内容（発

生事象と対応の概要、プラント状況、放出見通し/状況、モニタ・気象情報など）、回数（訓

練シナリオ中にも記載されているか）を確認する 

 

なお、①及び④の通報文は、送信操作だけではなく送付先に着信していない場合は「確

実な通報・連絡の実施」に該当しない。 

（①通報文の正確性） 

○通報文のチェック体制、誤記等があった際の対応 

 通報ＦＡＸ送信前の通報文の確認は、事務局員（通報文作成者）⇒事務局長⇒対策副本部

長の順で実施。 

通報文に誤記、誤判断等があった場合は、間違えた通報文のコピーに訂正箇所および訂正

理由を明確にして再送付する。また、再送付する通報文は右上の通報番号（第○報）を見え

消しとし、新たに採番する。 

なお、複数の通報文に同じ情報の誤記等があった場合は、最新の通報文のみ訂正報を送付

する。 

○発出したＥＡＬが非該当となった場合の対応 

発出したＥＡＬが非該当になった場合は、２５条報告（特定事象に至っていない場合は、

ＡＬ発生後の経過連絡）にて非該当となった旨連絡する。 

○通信機器の代替手段 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１０：通報ＦＡＸの通信回線異常時の送信手段判断フロー  

（②ＥＡＬ判断根拠の説明） 

○ＥＡＬ判断根拠の説明方法 

ＥＡＬ発生時は、発電所がプラントパラメータおよびＥＡＬ判断フロー等で判断したＥＡ

Ｌを発電所からの情報発信を経由し、即応センターのＥＲＣ対応ブースにおいて、ＥＡＬ判

断フローを用いて説明する。 
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（③１０条確認会議等の対応） 

○１０条確認会議、１５条認定会議の事業者側対応予定者の職位・氏名 

   

（④第２５条報告） 

○２５条報告の発出タイミングの考え方 

 ２５条報告は以下のタイミングにて実施する。 

 ・最初の特定事象発生から概ね２時間間隔で定期的に報告する。 

 ・ただし、上記のタイミング以外であっても、連絡すべき重要事象（代替給電、給水の開

始等）が発生した場合は報告を実施し、次回の報告の起点は最新の報告とする。 

 また、２５条報告作成中に新たな特定事象が発生した場合は、１０条通報作成を優先する

こととし、対応後、可能な限り速やかに２５条報告を実施する。 

○シナリオ上の２５条報告のタイミング、報告内容、回数 

➢ 説明資料 

✓ 別紙２：２０２４年１月 泊発電所原子力防災訓練シナリオ 

 

指標５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 

〇訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機

能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているこ

とを確認する 

〇訓練時における当該改善策の有効性の評価・確認の方法（例えば、訓練評価者が使用す

る評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが明

確になっているもの）が作成されていることなど）を確認する 

〇課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、他発電所の訓練で対応している場合は、

その検証結果を確認する 

〇今年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その理由と検証時期の説明、中期

計画等への反映状況を確認する。また、今年度の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対

応に直ちに問題は無いことを確認する 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１１：前回訓練（２０２３年１月２７日総合訓練）の訓練課題を踏まえた訓練実

施計画等の策定 

✓ 参考資料：２０２２年度 原子力防災訓練における気付き事項等（良好事例含む）に

ついて 

  

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 
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指標６：シナリオの多様化・難度 

〇訓練シナリオのアピールポイントを確認する 

〇シナリオ多様化に関し、付与する場面設定を確認する 

○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのように与えているかを確認する 

例） 

・時間    ：要員が少ない時間帯 

・場所    ：対応が困難となる場所 

・気象    ：通常訓練で想定しない天候や組み合わせなど 

・体制    ：キーとなる要員の欠員 

・資機材   ：手順外の資機材の活用 

・計器故障 ：EAL 判断計器または重要計器故障、これに伴う代替パラメータでの確認 

・人為的ミス：操作や報告のミス 

・OFC 対応 ：要員派遣に加え、オンサイトと連携した活動 

・判断分岐 ：マルチエンディング、途中の判断分岐など 

・その他   ：複数の汚染傷病者など 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１２－１：２０２４年１月 泊発電所原子力防災訓練シナリオアピールポイント 

✓ 別紙１２－２：２０２３年度 泊発電所原子力防災訓練 判断分岐フローチャート 

 

指標７：現場実動訓練の実施  

〇現場実動訓練の実施内容を確認する 

〇事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との連携を確認する 

〇他原子力事業者評価者の受け入れ予定を確認する 

○現場実施訓練の実施内容 

可搬型代替電源車を用いた給電訓練 

○緊急時対策所の活動との連携 

シナリオと連動し、対策本部からの指示を受け、可搬型代替電源車を用いた給電訓練（給

電は模擬）を実施する。 

○他原子力事業者評価者の受け入れ予定 

他事業者を訓練評価者として受け入れ予定。 

 

指標８：広報活動  

〇評価要素①～⑤それぞれについて、対応、参加等の予定を確認する 

①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応 

ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応訓練は計画していないため、実動訓練なし。 

②記者等社外プレーヤの参加 

模擬記者会見時、新聞記者などに参加いただく。 
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③他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加 

模擬記者会見時、他事業者広報担当者に模擬記者として参加いただく。 

④模擬記者会見の実施 

本店社屋にて、模擬記者会見を行う。 

⑤情報発信ツールを使った外部への情報発信 

プレス資料を訓練用ホームページに掲載する。 
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指標９：緊急時対応組織の能力の向上  

9-1 緊急時対応組織の実効性向上に係る中期計画 

○実発災時に予め原子力事業者防災業務計画に定められた活動が網羅的に実施されるよ

う、訓練の中期計画及び年度計画が策定され、計画的に訓練に参加する組織の範囲、目的

及び実動訓練の内容等が選定されているか確認する。 

※指標9-1 については、現状、参考としての位置付けで掲載しているものであり、将来的

には中期計画に関する評価指標として独立させたうえで運用開始予定。 

9-2 緊急時対応組織の実効性向上に係る年度計画 

○年度計画は、中期計画に基づき、訓練に参加する緊急時対応組織の範囲、目標、実動訓練

の内容等が選定されているか確認する。 

9-3 緊急時対応組織の実動訓練 

○中期計画に基づき、実動訓練の参加組織あるいは参加者は実発災時の活動を想定し、広範

囲かつ適切に設定されているか確認する。 

9-4 緊急時対応組織の実効性向上に係るより現実的な実動を伴う訓練設定 

○中期計画や年度計画に示された目標やねらいに応じ、発災規模を適切に設定し、その範囲

内での活動を想定した上で、より現実的が確保された実動を伴うシナリオや状況が設定さ

れているか確認する。 

○評価要素①～③それぞれについて、具体的活動予定（特に、実動で実施する範囲を明確に

すること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するなど、複数の訓練を組み合わせて一

連の後方支援活動の訓練を実施する場合は、その内容を確認する 

○評価要素①，②それぞれについて、具体的活動予定（特に、実動で実施する範囲を明確に

すること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するなど、複数の訓練を組み合わせて一

連の後方支援活動の訓練を実施する場合は、その内容を確認する 

9-5 緊急時対応組織の実効性向上に係る支援活動の実施 

○訓練時に設定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲にわ

たる組織間において適切な連携の下、計画通りに実施されたか確認する。また、評価のため、

行動内容（計画に実施できたこと、できなかったこと及び新たに見つかった問題）の記録が

とられていることを確認する。 

指標９：緊急時対応組織の向上として、実際に支援物資の調達・輸送を予定している協定

事業者との情報連携訓練を要素訓練（２０２４年２月予定）で実施する。 

 

（指標 9-1） 

中期計画における目標設定、達成基準及び継続的改善に係る試行段階にあり評価対象外と

する。 
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（指標 9-2～9-5） 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１３：緊急時対応組織の実効性に係る泊発電所訓練時の対応 

 

なお、２０２３年９月７日要素訓練において、実際に支援物資の輸送を予定している協定

事業者と資機材の実輸送を実施した。要素訓練の内容は下記のとおり。 

① 事業者間の支援活動（実動） 

 後方支援拠点を設営して行う後方支援拠点に係る訓練に、原子力事業者間協定の日本

原燃（株）、東北電力（株）および電源開発（株）に参加いただき、訓練を実施した。 

② 後方支援拠点との連動（実動、実連絡） 

即応センター・後方支援拠点・泊発電所間の情報連携に係る訓練を実施した。合わせ

て美浜緊急事態支援センターから派遣いただく担当講師やロボット資機材等の受入れ・

確認に係る訓練、後方支援拠点での放射線管理に係る訓練を実施した。 

③ 原子力緊急事態支援組織との連動（実動） 

 美浜原子力緊急事態支援センターからの担当講師およびロボット資機材について、後

方支援拠点から泊発電所に見立てたほくでん体育館まで、当社の先導により移動し、ほ

くでん体育館にて、当社社員によるロボット操作訓練を実施した。 

  

指標１０：訓練への視察など  

（①他原子力事業者への視察） 

〇他事業者への視察実績、視察計画を確認する 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

〇自社訓練の視察受け入れ計画（即応Ｃ、緊対所それぞれの視察受入れ可能人数、募集締め

切り日、募集担当者の氏名・連絡先）を確認する 

（③ピアレビュー等の受入れ） 

〇ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビュー内容等）を確認する 

（④他原子力事業者の現場実動訓練への視察） 

〇視察又は評価者としての参加の実績、予定を確認する 

（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画 

・９月１日、福島第一、第二原子力発電所即応センターを視察（統原統による視察） 

・９月５日、東通原子力発電所即応センター・緊急時対策所を視察（ＤＶＤ等による視察） 

・９月２２日、美浜発電所即応センター・緊急時対策所を視察（ＤＶＤ等による視察） 

・１１月２４日、島根原子力発電所即応センターを視察（統原統による視察） 

・１２月６日、志賀原子力発電所緊急時対策所を現地視察 

・１２月８日、敦賀発電所即応センターを視察（統原防による視察） 

統合原子力防災ネットワークを用いた視察およびＤＶＤ等による視察を予定。 
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他原子力事業者の訓練受入れ状況に応じて参加させていただく予定。 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画 

＜原子力事業者：実用炉＞ 

受け入れ可能人数：即応センター、緊急時対策所共に各社１名を予定 

募集締め切り日：１月１２日（金） 

募集担当者： 

担当者連絡先： 

（③ピアレビュー等の受け入れ） 

○ピアレビュー等の受け入れ計画 

・社外評価者として、本店即応センター、泊発電所および模擬ＥＲＣに他原子力事業者を受

入れ予定。 

・模擬ＥＲＣ役として、関西電力から２名を受入れ予定。 

・第三者レビューとして、本店即応センターおよび泊発電所に原子力安全推進協会を受入れ

予定。 

（④他原子力事業者の現場実動訓練への視察） 

○視察または評価者としての参加の実績、予定 

・１２月６日、志賀原子力発電所の現場実動訓練を現地視察。 

他原子力事業者の訓練受入れ状況に応じて、参加させていただく予定。 

 

指標１１：訓練結果の自己評価・分析  

○訓練実施及び訓練結果の自己評価において、【Ｃ】適切に検証・評価がされ、【Ａ】評

価にしたがって改善すべき事項が抽出され、具体的な対策の方針を定めているか確認す

る。 

○課題の分析だけではなく、良好事例も含めた自己評価・分析を行う。

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 
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備考：訓練参加率  

〇発電所参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認する 

〇即応センター参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認する 

〇リエゾン予定人数を確認する 

〇評価者予定人数を確認する 

○発電所参加予定人数 

約１３０名（うち、コントローラ３０名） 

○即応センター参加予定人数 

約１００名（うち、コントローラ７名） 

○リエゾン予定人数 

４名 

○評価者予定人数 

・発電所：１１名 

・即応センター：４名 

 

備考：中期計画の見直し  

〇見直し状況、見直し内容、今年度訓練実施計画の位置づけを確認する 

〇見直し後の中期計画を確認する 

〇前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度訓練まで対応実績・スケジュール（作業フロー

など）について、以下のＰＤＣＡの観点で概要を確認する 

【観点】前回訓練の訓練報告書提出から今回訓練までと今回の訓練を踏まえた［Ｃ］及び

［Ａ］、中期計画及び原子力防災業務計画への反映［Ｐ］の時期 

［Ｃ］訓練報告書のとりまとめ時期 

［Ａ］対策を講じる時期 

－具体的な対策の検討、マニュアル等へ反映、周知・教育/訓練など（昨年度の

訓練実施結果報告書に掲げた各課題についての対応内容、スケジュールがわか

るように記載すること） 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事項・時期（定期見直し含む） 

［Ｐ］中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立案時期 

〇前回訓練実施後の面談時に確認したＰＤＣＡ計画を確認する 

○見直し状況、見直し内容、今年度の訓練実施計画の位置付け 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１：２０２３年度 泊発電所原子力防災訓練（総合訓練）実施計画書 

○見直し後の中期計画 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１４：（方針書）防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画（２０２３～

２０２４年度） 
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○前回訓練から次年度訓練までの対応実績・スケジュール 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１５：原子力防災訓練対応実績・スケジュール（２０２３年度） 

○２０２２年度訓練実施後の面談時に説明したＰＤＣＡ計画 

➢ 説明資料 

✓ 別紙１６：原子力防災訓練対応実績・スケジュール（２０２２年度） 

 

備考：シナリオ非提示型訓練の実施状況 

〇開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示するのか具体的に記載）及びその

設定理由を確認する 

○実対応に近い状況下での組織対応能力を確認するため、事故情報・事故対応に携わる全ての

発電所災害対策要員および本店対策本部要員に対し、シナリオ非提示型（ブラインド）とす

る。 

 

備考：訓練統制 

〇パラメータ設定の誤りや訓練コントローラの不適切な介入（条件付与）等のコントロー

ラの不備により、参加者において混乱が生じるなど、訓練統制上のトラブルが起きてい

ないか確認する 

○コントローラによる訓練統制は、原則として以下に限る。 

a. 訓練の開始、終了 

b. プレーヤによる緊急時対応の各活動の開始に必要な条件等を付与 

c. プレーヤ以外の緊急時対応の活動を模擬（プレーヤと連携する部分に限る） 

d. プレーヤによる緊急時対応の各活動の進行を修正（訓練の進行に必要な事項に限る） 

 

補足：事業者とＥＲＣの訓練コントローラ間の調整事項 

〇ＥＲＣ広報班との連動の有無 

〇ＴＶ会議接続先（即応センター、ＯＦＣ、緊対所） 

〇リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加タイミング 

〇訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

〇ＥＲＳＳ使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

〇事前通信確認実施の要否 

〇即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

〇ＥＲＣ対応者の職位、氏名 

〇訓練時、メールを利用したＥＲＣプラント班への資料提供の実施の有無 

〇ＥＲＣ広報班との連動の有無  

 ・ＥＲＣ広報班の参加を伴わないため、連動なし。  
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〇ＴＶ会議接続先（即応センター、ＯＦＣ、緊対所） 

 ・統合原子力防災ネットワークを用いて、以下拠点の接続。 

✓ 「北海道 本店即応センター２」 

✓ 「日本電子力発電本店即応センター（模擬ＥＲＣ）」 

✓ 「北海道 本店即応センター１」【シークレットモード】 

 ・多拠点接続のため、ＥＲＣによる接続設定をお願いしたい。（１３：３５頃接続） 

〇リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加タイミング 

 ・ＥＲＣの参加を伴わないため、対応不要。 

〇訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

 ・ＥＲＣの参加を伴わないため、対応不要。 

〇ＥＲＳＳ使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

 ・ＥＲＳＳ訓練モードの使用について、事前に情報システム室と調整済み。 

〇事前通信確認実施の要否 

 ・ＥＲＣの参加を伴わないため、実施不要。 

〇即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

 ・ＥＲＣの参加を伴わないため、対象外。 

（参考） 

〇ＥＲＣ対応者の職位、氏名 

➢ 全体統括 

 

➢ スピーカー 

 

 

 

 

〇訓練時、メールを利用したＥＲＣプラント班への資料提供の実施の有無 

・ＥＲＣの参加を伴わないため、対象外。 

 

以  上 

 

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 
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別紙１ 

２０２３年度 泊発電所原子力防災訓練（総合訓練）実施計画書 

 

１. 中期計画上での今年度訓練の位置付け 

泊発電所の訓練中期計画は、原子力防災組織として必要となる事故対応能力毎にあるべき姿を定め、

これらあるべき姿に到達するために、年度毎の達成目標を設定している。昨年度までで前回計画した

３ヵ年の期間を終え、今年度は新たな計画の最初の年にあたる。 

同計画では、下表のとおり今年度の達成目標を設定しており、本訓練においては、２．（２）に示す

達成目標を選定し、事故対応能力の向上に努める。 

事故対応能力 今年度の達成目標 

①体制構築能力 
➢ 初動対応時における、より効率的な情報連携方法を構築し、有効性を検

証する。 

②情報共有能力 

➢ 情報共有ツール（ＣＯＰ等）の充実を図るとともに分かり易い説明方法
を構築し、有効性を検証する。 

➢ 電子ホワイトボードを活用した時系列情報の共有等、社内における新た
な情報共有方法を確立し、有効性を検証する。 

③事故状況判断 
能力 

➢ 発電所外からのサポート（追加要員の派遣、故障設備の復旧資機材等）
も考慮した戦略立案方法を構築し、有効性を検証する。 

④対策実施能力 
➢ 複数箇所での火災発生時における手順に従い、確実に現場で対応でき

る。（２０２３年１２月実施の要素訓練にて確認予定） 

⑤ロジスティクス 
能力 

➢ 退避誘導および医療対応に際し、不測の事態が発生した場合においても
確実に対応できる。（２０２３年１１月実施の要素訓練にて確認済） 

➢ 原子力事業所災害対策支援拠点の運営に際し、発電所への支援に関する
自社の活動を確実に実施するとともに訓練により課題を抽出する。 
（２０２４年２月実施の要素訓練にて確認予定） 

 

２. 訓練目的、達成目標、検証項目 

（１）訓練目的 

原子力災害が発生した状況下において、発電所および本店の原子力防災組織が有効に機能する

ことを確認すると共に、事故対応能力の向上を図る。 

（２）達成目標 

a． 初動対応時における、より効率的な情報連携方法を構築し、有効性を検証すること。 

b． 情報共有ツール（ＣＯＰ等）の充実を図るとともに分かり易い説明方法を構築し、有効性を検証

すること。 

c． 電子ホワイトボードを活用した時系列情報の共有等、社内における新たな情報共有方法を確立

し、有効性を検証すること。 

d． 発電所外からのサポート（追加要員の派遣、故障設備の復旧資機材等）も考慮した戦略立案方法

を構築し、有効性を検証すること。 

e． これまでの訓練から抽出された改善事項が改善されていること。 

（３）検証項目 

a． 発電所対策本部要員が緊急時対策所へ参集するまでの間、一部要員をトラブル対策室（総合管理

事務所）に残すことで、発電所―本店間の情報連携が途切れることなく、円滑な情報共有方法と

して有効に機能していることを確認する。【訓練項目：７（１）ｂ．】 

b． ＥＲＣプラント班に対して、充実を図った情報共有ツール（ＣＯＰ等）を活用し、断片的な情報

提供とならないよう分かり易い説明方法を構築していることを確認する。 

【訓練項目：７．（２）ｂ．（ｂ）】 

c． 新たな情報共有手段として整備した電子ホワイトボードや音声会議システムを活用し、社内に

おける効率的な情報共有方法として有効に機能していることを確認する。 

【訓練項目：７．（２）ｂ．（ａ）および（ｂ）】 

d． 発電所外からのサポート（追加要員の派遣、故障設備の復旧資機材等）も考慮した戦略立案方法

を構築し有効であることを確認する。【訓練項目：７．（１）ｂ．および（２）ｂ．（ａ）】 

e． 改善事項に対する改善策が有効に機能していることを確認する。 

（a） 分かりやすい全体的な戦略説明を行うために必要となる対応の見直し 

【訓練項目：７．（２）ｂ．（ｂ）】 
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３. 訓練日時 

２０２４年１月２６日（金） １３：２０～１７：００（反省会含む） 

 

４. 訓練想定 

（１）事象発生時間帯 

平日日中での発災を想定。 

（２）プラント条件 

１号機：新規制基準適合プラント（モード外、定検停止中） 

２号機：新規制基準未適合プラント（モード外、定検停止中） 

３号機：新規制基準適合プラント（モード１、定格熱出力一定運転中） 

（３）事故想定 

（２）で示したプラント条件において、自然災害を起因としたトラブルが発生し、泊発電所にて

警戒事態、施設敷地緊急事態および全面緊急事態に至る事象を想定。 

（４）スキップの有無 

訓練中のスキップ無し。 

 

５. 訓練条件 

（１）実対応に近い状況下での組織対応能力を確認するため、事故情報・事故対応に携わる全ての発電

所災害対策要員および本店対策本部要員に対しては、シナリオ非提示型（ブラインド）とする。 
（２）プラントパラメータ情報(３号機)は、運転訓練シミュレータを基に作成し、発電所対策本部および

即応センターとの情報共有としてＳＰＤＳ－ＷＥＢ（訓練モード）を使用し、即応センターおよび

ＥＲＣプラント班との情報共有としてＥＲＳＳ（訓練モード）を使用する。 

 

６. 訓練対象者 

泊発電所：対策本部要員（事故情報収集、事故対応指示、事故情報等の発信）、各機能班（事故情

報収集、事故対応）、訓練計画事務局（条件付与） 

本  店：原子力班（プラント情報収集・情報提供活動）、各機能班（プラント状況に合わせた活

動の実施および社内外状況の報告）、訓練計画事務局（条件付与） 

東京支社：技術班（ＥＲＣへの情報提供活動） 

 

７. 訓練項目および評価基準 

（１）泊発電所 

a． 緊急時通報・連絡訓練（事務局） 

評価基準：通報・連絡に係る手順および通信回線異常時の手順に従い、発災事象の進展による警

戒事態該当事象発生連絡（続報を含む）、原災法第１０条通報および原災法第２５条

報告を実施できること。 

b． 原子力災害対策本部設置訓練（事務局） 

評価基準：発電所対策本部要員は、緊急時対策所へ参集後、緊急時対策所の運用に係る手順に従

い、緊急時対策所内のＴＶ会議システム、チャットシステム等の立上げおよび通信設

備の確認ができること。 

発電所対策本部要員は、発電所対策本部の活動に係る手順に従い、事故・プラント状

況を把握し、ＥＡＬ判断、事象進展予測、事故収束戦略の立案等の活動を実施できる

こと、また、発電所対策本部要員は、これらの情報について、チャットシステム、Ｃ

ＯＰ等を活用し、情報共有できること。【検証項目：２（３）ａ．、ｃ．およびｄ】 

c． 環境放射線モニタリング訓練（放管班） 

評価基準：環境放射線モニタリングに係る手順に従い、可搬型モニタリングポストおよび気象観

測設備の運搬・設置・測定準備ができること。 

d． 退避誘導訓練（業務支援班） 

評価基準：退避誘導に係る手順に従い発電所構内から構外への退避誘導活動を実施できること。 

e． 原子力災害医療訓練（業務支援班、放管班） 

評価基準：傷病者対応に係る手順に従い、傷病者の搬送、汚染検査、応急処置等の一連の傷病者
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対応ができること。 

f． シビアアクシデント対応訓練（技術班） 

評価基準：シビアアクシデント対応に係る手順に従い、プラント状況に応じた事象進展予測およ

び事故収束に係る対応操作の影響評価（負の影響、正の効果）を実施できること。 

g． 緊急時対応訓練 

（a）可搬型代替電源車給電訓練（運転班） 

評価基準：可搬型代替電源車による給電に係る手順に従い、可搬型代替電源車による給電を実

施できること。 

（b）緊急時対策所立上げ訓練（事務局） 

評価基準：緊急時対策所の立上げに係る手順に従い、緊急時対策所発電機の起動等が実施でき

ること。 

（c）初期消火訓練（事務局） 

評価基準：初期消火に係る手順に従い、消火活動が実施できること。 

h． 資機材輸送・取扱訓練（業務支援班、放管班） 

評価基準：資機材の搬送に係る手順に従い、可搬型モニタリングポストの運搬車両への搬入およ

び、オフサイトセンターまで運搬できること。 

（２）本店（東京支社を含む） 

a． 緊急時通報・連絡訓練 

評価基準：発電所からの通報・連絡ＦＡＸを受領し、本店対策本部へ漏れなく共有できること。 

b． 原子力災害対策本部設置訓練 

（a）本店対策本部設置訓練 

評価基準：事故・プラント状況、ＥＡＬの発生状況、事象進展予測、事故収束戦略と戦略の進

捗状況を、ＣＯＰ、チャットシステム、通報文、ＳＰＤＳ－ＷＥＢ（訓練モード）、

ＥＲＣ備え付け資料を活用して共有できること。 

【検証項目：２．（３）ｃ．、ｄ．およびｅ．（ａ）】 

（b）ＥＲＣプラント班との情報共有訓練 

評価基準：事故・プラント状況、ＥＡＬの発生状況、事象進展予測、事故収束戦略と戦略の進

捗状況を、ＣＯＰ、チャットシステム、通報文、ＥＲＳＳ（訓練モード）、ＥＲＣ備

え付け資料を活用してＥＲＣプラント班に情報提供できるとともに、質疑応答でき

ること。【検証項目：２．（３）ｂ．、ｃ．およびｅ．（ａ）】 

（c）広報活動訓練 

評価基準：プレス文を作成でき、報道関係者、他電力広報担当者を含めた模擬記者会見で状況

説明および質疑応答ができること。 

c． 原子力災害医療訓練※１ 

評価基準：発電所敷地内での医療活動が必要な事態が発生した場合に備え、公益財団法人 原子

力安全研究協会に対して、警戒事態該当事象発生時の医療スタッフ待機要請、および

原災法第１０条該当事象通報に伴う派遣要請を連絡できること。 

※１：実連絡については、２０２３年１１月に実施した要素訓練で確認済であり、本訓練では

原子力安全研究協会は想定とし、手順確認とする。 

d． 緊急時対応訓練 

（a）オフサイトセンターとの連携訓練 

評価基準：オフサイトセンターへの派遣要請に従い、派遣した要員（模擬）、発電所対策本部お

よび本店対策本部間での情報連絡ができること。 

（b）原子力事業所災害対策支援拠点（後方支援拠点）との連携訓練 

評価基準：候補地の中から、後方支援拠点を選定でき、選定した後方支援拠点設営等に関する

情報連絡（模擬）ができること。 

（c）他電力支援拠点対応訓練 

評価基準：他電力支援拠点に要員を派遣し、即応センターと他電力支援拠点間での情報連絡が

できること。 

（d）原子力事業者間協力協定に基づく連携訓練 

評価基準：原子力事業者間協力協定に基づき、泊発電所が発災した場合の幹事会社（日本原燃

株式会社）に対して、警戒事態該当事象発生時の情報連絡、および原災法第１０条
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該当事象通報に伴う協力要請を連絡できること。 

e． 原子力緊急事態支援組織対応訓練 

評価基準：原子力緊急事態支援組織（美浜町）への連絡を、社外支援要請に係る手順に従い実

施できること。 

 

８. 訓練評価 

訓練事務局が、評価者による評価チェックシートの記載、および訓練の振り返りとして訓練終了後

に実施する発電所と本店による反省会を踏まえて、評価・分析を実施する。 

 

 

以  上 
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更新

日時

275kV泊幹線（西野変電所へ）66kV泊支線

３号
主変圧器

３号
所内変圧器

３号発電機

３号
予備変圧器

常用系
機器へ

１、２号
予備変圧器

① ②

275kV後志幹線（西双葉開閉所へ）

安全系
機器へ

3A-D/G 3B-D/G

安全系
機器へ

3-代替
非常用発電機

接続口

３号負荷
開閉器

2-代替
非常用発電機

A

B

③
③ ③

３号
後備
変圧器

可搬型代替電源車

２号
主変圧器

２号
所内変圧器

常用系
機器へ

１号
起動変圧器

安全系

機器へ

1B-D/G1A-D/G

① ①

接続口

1-代替
非常用発電機

A

B

１号発電機

１号
主変圧器

１号
所内変圧器

可搬型代替電源車

安全系

機器へ

号機間連絡
接続口

号機間連絡
接続口

COP1-1 （泊発電所 電源系統図）

G

GGG

G

G

【凡例】
無印：待機中
○：運転中
△：準備中
×：故障により使用不可

×サ：サポート系機能喪失
により使用不可

常用系
機器へ

２号
起動変圧器

安全系

機器へ

2B-D/G2A-D/G

② ②

接続口

A

B

２号発電機

可搬型代替電源車

安全系

機器へ

号機間連絡
接続口

G

G

G

1号線 2号線 2号線 1号線 1号線 2号線

別紙３
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更新

日時

代替CSP

再生
熱交換器

RCP

加圧器

可搬型バッテリ A ・ B

主蒸気安全弁

主蒸気逃がし弁
A ・ B ・ C

可搬型窒素
ガスボンベ A ・ B加圧器逃がし弁

主蒸気隔離弁

タービンへ

B－M/D－ AFWP

T/D－ AFWP

SG直接給水用高圧ポンプ

アニュラス
空気浄化ファン

A ・ B

アニュラス空気浄化
フィルタユニット

RWSP

格納容器水素イグナイタ

A－ CSP

M

AFWP

Ｓ

M

M

排気筒へ

R/V

蓄圧タンク
A ・ B ・ C

C/V再循環サンプ

A－M/D－ AFWP

B－ CSP
（自己冷却）

A－RHRP

B－RHRP

A－ SIP
（海水冷却）

B－ SIP
M

A－CHP

B－CHP
（自己冷却）

C－CHP

M

M

VCT

M

③

③

④

④

M

①A

②A

BIT
M

M

M

M

②B

①A

②A

①B

②B

①B

CCWP

A B C D

SWP

A B C D

可搬型大型
送水ポンプ車

可搬型大型
送水ポンプ車

F

M

M

M

M

M

M

M
M

M

COP1-2 （泊発電所３号機 全体系統図（運転時））

原子炉補機冷却水

サージタンク
可搬型窒素

ガスボンベ

Ｃ,Ｄ－原子炉格納
容器再循環ユニット

可搬型大型
送水ポンプ車

加圧器
逃がしタンクF

F

F

F

F

F

F

電 動 ：

ディーゼル駆動：

A-T/D-FWP：

B-T/D-FWP：

M/D-FWP ：

【凡例】
無印：待機中
○：運転中
△：準備中
×：故障により使用不可

×サ：サポート系機能喪失により使用不可

消火ポンプ

主給水系

水源確保：

系統送水：

水源確保：

系統送水：
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更新

日時

低圧抽出ライン

再生
熱交換器

RCP

加圧器 主蒸気安全弁

主蒸気逃がし弁
A ・ B ・ C

加圧器逃がし弁

主蒸気隔離弁

タービンへ

B－M/D－ AFWP

T/D－ AFWP

SG直接給水用高圧ポンプ

アニュラス
空気浄化ファン

A ・ B

アニュラス空気浄化
フィルタユニット

RWSP

格納容器水素イグナイタ

A－ CSP

M

AFWP

M

M

排気筒へ

R/V

C/V再循環サンプ

A－M/D－ AFWP

B－ CSP
（自己冷却）

A－RHRP

B－RHRP

A－ SIP
（海水冷却）

B－ SIP
M

A－CHP

B－CHP
（自己冷却）

C－CHP

M

M

VCT

M

③

③

④

④

M

①A

②A

BIT
M

M

M

M

②B

①A

②A

①B

②B

①B

CCWP

A B C D

SWP

A B C D

F

M

M

M

M

M

M

M
M

M

COP1-3 （泊発電所３号機 全体系統図（停止時））

原子炉補機冷却水

サージタンク
可搬型窒素

ガスボンベ

Ｃ,Ｄ－原子炉格納
容器再循環ユニット

加圧器
逃がしタンクF

F

F

F

F

F

F

加圧器安全弁
取付 ・ 取外

常用AL 非常用AL

開放 閉止 開放 閉止

機器ハッチ

開放 閉止

M
⑥A

⑥B
M

⑥A

⑥B

代替CSP

⑤

⑤（Aループより）

⑤（Bループより）

【凡例】
無印：待機中
○：運転中
△：準備中
×：故障により使用不可

×サ：サポート系機能喪失により使用不可

可搬型大型
送水ポンプ車

電 動 ：

ディーゼル駆動：

A-T/D-FWP：

B-T/D-FWP：

M/D-FWP ：

消火ポンプ

主給水系

可搬型大型
送水ポンプ車

可搬型大型
送水ポンプ車

水源確保：

系統送水：

水源確保：

系統送水：

蓄圧タンク
A ・ B ・ C
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北海道電力（株）
泊発電所１号機 COP2-1　（ＤＢ/ＳＡ機器状況整理表）

更新
日時

準備開始
時刻

準備完了
時刻

運転開始
時刻

想定準備
時間(H:M)

運転状況 特記事項

・■は、使用不可設備を示す

・運転状況【○：運転中、×：故障により使用不可(点検中含む）、×サ：サポート系機能喪失により使用不可、△：準備中、

　　　　　　　 Ｓ：待機中（保管場所に配備され不具合が確認されていない設備、系統構成等の準備が未完了な設備を含む）】

ＤＢ ＳＡ※１

【記載例】

機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ． 設備

2 　泊幹線２号線（275kV） 62 Ｂ 00:15

Ａ 00:151 　泊幹線１号線（275kV） 61
　代替非常用発電機

9
Ｄ/Ｇ

3 　後志幹線１号線（275kV） 63 　可搬型代替電源車 02:15

5   泊支線１号線(66KV) 65 　他号機 Ｄ/Ｇ（開閉所設備経由） 03:30

4 　後志幹線２号線（275kV） 64 　他号機 Ｄ/Ｇ（号機間連絡ケーブル） 01:50

6   泊支線２号線(66KV)

7 　２号機発電機（275kV）　

8 　３号機発電機（275kV）　

Ａ

10 Ｂ

直
流
電
源

11 　Ａ－充電器

　予備充電器

交
流
電
源

12 　Ａ－蓄電池
67

　可搬型直流電源用発電機
　（可搬型直流変換器含む）

66 　後備蓄電池 00:05

02:45
13 　Ｂ－充電器

14 　Ｂ－蓄電池

15

補
機
冷
却
水

16

　ＳＷＰ

Ａ

Ｄ

20

　ＣＣＷＰ

17 Ｂ

18 Ｃ

19

68 　可搬型大容量海水送水ポンプ車 15:00

23 Ｄ

Ｓ
Ｆ
Ｐ

24 　Ａピット水位計

Ａ

21 Ｂ

22 Ｃ

28 　Ａ－ＳＦＰポンプ

30 　エリアモニタ（Ｒ－５）

32 　ＳＦＰの漏洩の有無

25 　Ｂピット水位計 70 　可搬型水位計(L-662)

69 　可搬型水位計(L-652) 02:00

02:00

26 　Ａピット温度計 71 　可搬型エリアモニタ、　監視カメラ冷却装置 02:00

27 　Ｂピット温度計 72 　ＲＷＳT水　 00:35

73 　脱塩水（ＤＷ） 00:30

29 　Ｂ－ＳＦＰポンプ 74 　脱気水（ＰＭ） 00:25

75
　消火ポンプ

電動 00:30

31 　監視カメラ 76 ディーゼル 00:30

77   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

02:00

78   原水槽 03:35

79   海水 04:00

00:40

122   脱塩水（ＤＷ） 00:25

121 　2次系純水タンクへの水源切替

  原水槽

125   海水 04:10

03:45

02:10

127
　脱気水（ＰＭ)

SFP浄化ライン 00:55

燃料取替用水ピット

126   ほう酸混合器（ほう酸&脱気水)

129 　脱塩水（ＤＷ） SFP浄化ライン

128  PRTライン 00:35

00:30

01:05

130
　消火ポンプ

電動 00:30

131 ディーゼル 00:30

02:10

133   原水槽 03:45

132   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

134   海水 04:10

水
源
の
確
保

補助給水ピット 123   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

124

ＤＢ ＳＡ※１
機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ． 特記事項

Ｓ
Ｇ
除
熱

33

　FWP

Ａ 80
　主蒸気逃がし弁　手動

Ａ

設備
準備開始

時刻
準備完了

時刻
運転開始

時刻
想定準備
時間(H:M)

運転状況

35 Ｃ

00:30

34 Ｂ 81 Ｂ

00:20

00:30

00:20

36
  Ｍ/Ｄ－ＡＦＷＰ

Ａ 83 Ｂ

82
　主蒸気逃がし弁　ボンベ

Ａ

00:30

38   Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ 85 　Ｓ／Ｇ直接給水用高圧ポンプ 01:00

37 Ｂ 84 　Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ(潤滑油供給器）

39
　主蒸気逃がし弁

Ａ 86

40 Ｂ 87   原水槽 04:55

  代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

03:50

41 　タービンバイパス弁 88   海水 05:20

炉
心
注
水

42
  ＳＩＰ

Ａ 89 　加圧器逃がし弁　ボンベ
         (F&B)

Ａ 00:35

00:50

　加圧器逃がし弁　バッテリー
         (F&B)

43 Ｂ 90 Ｂ 00:35

44
  ＲＨＲＰ

Ａ 91

45 Ｂ 92 Ｂ

Ａ 00:50

46

  ＣＨＰ

Ａ 93 　Ｂ－ＣＳＰ 00:25

47 Ｂ 94 　代替ＣＳＰ 00:35

48 Ｃ 95 　Ｂ－ＣＨＰ（自己冷却） 00:40

49
  蓄圧タンク

Ａ 96 　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却） 00:50

50 Ｂ 97
　消火ポンプ

電動 00:40

98 ディーゼル 00:40

99   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

02:10

101   海水 04:10

100   原水槽 03:45

Ｃ
Ｖ
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

51
  ＣＳＰ

Ａ 103 　加圧器逃がし弁　ボンベ
       (DCH)

Ａ

102 　Ａ－ＳＩＰ（海水による代替再循環） 04:45

00:35

00:50

52 Ｂ 104 Ｂ 00:35

105 　加圧器逃がし弁　バッテリー
       (DCH)

Ａ

107 　代替ＣＳＰ 00:30

106 Ｂ 00:50

ディーゼル 00:35

109
　消火ポンプ

電動 00:35

110

108 　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却） 00:45

02:50

112   原水槽 04:30

111   代替給水ピット 可搬型大型
送水ポンプ車

×

２台113   海水 04:55

水
素
爆
発
防
止

53 　アニュラス空気
　浄化ファン

Ａ 116 　格納容器水素イグナイタ

　ガス分析計

114   格納容器自然対流冷却(CCWS加圧) 01:05

115 　格納容器自然対流冷却(海水) 04:35

　ＳＰ信号

54 Ｂ 117 　Ｂ－アニュラス空気浄化ファン（代替空気） 00:25

118 　可搬型格納容器水素濃度計測装置 01:10

119

59

01:25

そ
の
他

55
　制御棒挿入

ＳＢ 135 　原子炉容器水位（％）

120 　アニュラス水素濃度計測装置 01:10

57
　ＳⅠ信号

Ａトレン 137 　外部への放射線影響の有無

02:00

※１：３号機技術的能力に記載の設備・時間を準用して記載

60 Ｂトレン 140 　放水砲　海水

56 ＣＢ 136 　炉心損傷の有無

58 Ｂトレン 138 　汚染水流出経路構築、呑込み口切替

04:00

Ａトレン 139 　シルトフェンス 06:00

26262626



使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況
使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

備考

炉
心
注
水

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

燃料
取替
用水
ピット
(RWSP

)

戦略に関する
特記事項

更新
日時

機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備
機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備

対応手段 対応手段

北海道電力（株）
泊発電所１号機 　　　　　　　COP2-2　（事故対応戦略シート） 大方針

S
G
除
熱

電
源

備考

水
源
の
確
保

補助
給水
ピット

(AFWP
)

備考

備考

備考

備考

そ
の
他

備考

27272727



起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

予測実施日時 予測実施日時 予測実施日時

　　北海道電力（株）
　　泊発電所１号機 COP2-3　（事象進展予測シート） 更新

日時

事象進展予測 １ 事象進展予測 ２ 事象進展予測 ３

項目 予想 実績

ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト

項目 予想 実績 項目 予想 実績

燃料頂部露出

Ｒ/Ｖ破損

炉心損傷

Ｒ/Ｖ破損

燃料頂部露出

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

格納容器水位
6100m3到達

参考としたAMGシーケンス

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

格納容器水位
6100m3到達

格納容器水位
6100m3到達

Ｒ/Ｖ破損

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

参考としたAMGシーケンス 参考としたAMGシーケンス

炉心損傷 炉心損傷

燃料頂部露出

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

28282828



使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

沸騰日時

GE到達日時
（T.P.25.40m）

予測結果 実績

備考

水位（T.P.＿m）
(NWL:T.P30.86m)

SFP事象進展予測

更新
日時

確認時刻

電
源

温度（℃）

項目 予測実施日時

北海道電力（株）
泊発電所１号機 COP2-4　（SFP事故対応シート）

SFP水位・
温度監視

Ａピット Ｂピット
機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備

対応手段

TAF到達日時
（T.P.23.40m）

予測実施
前提条件

備考

S
F
P
冷
却
・
注
水

SE到達日時
（T.P.27.40m）

AL到達日時
（T.P.29.51m）

29292929



水
源
の
確
保

補助給水ピット

02:10

133   原水槽 03:45

132   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

134   海水 04:10

00:35

00:30

01:05

130
　消火ポンプ

電動 00:30

131 ディーゼル 00:30

127
　脱気水（ＰＭ)

SFP浄化ライン 00:55

燃料取替用水ピット

126   ほう酸混合器（ほう酸&脱気水)

129 　脱塩水（ＤＷ） SFP浄化ライン

128  PRTライン

03:45

04:10

123   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

02:10

124

02:00

00:40

122   脱塩水（ＤＷ） 00:25

121 　2次系純水タンクへの水源切替

  原水槽

125   海水

78   原水槽 03:35

00:30

32 　ＳＦＰの漏洩の有無 77   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

79   海水 04:00

75 　消防車（連結送水口） 00:30

31 　監視カメラ 76 　消防車（間欠注水）

73 　ＲＷＳT水 00:35

29 　Ｂ－ＳＦＰポンプ 74 　消火水（エンジン） 00:25

02:00

27 　Ｂピット温度計 72 　脱塩水（ＤＷ） 00:30

25 　Ｂピット水位計 70 　可搬型水位計(L-662)

69 　可搬型水位計(L-652) 02:00

02:00

26 　Ａピット温度計 71 　可搬型エリアモニタ、　監視カメラ冷却装置

Ｓ
Ｆ
Ｐ

24 　Ａピット水位計

　ＣＣＷＰ

Ａ

21 Ｂ

22 Ｃ

23

28 　Ａ－ＳＦＰポンプ

30 　エリアモニタ（Ｒ－５）

17 Ｂ

18 Ｃ

19 Ｄ

　可搬型大容量海水送水ポンプ車 15:00

Ｄ

補
機
冷
却
水

16

　ＳＷＰ

Ａ 68

20

13 　Ｂ－充電器

14 　Ｂ－蓄電池

15

直
流
電
源

11 　Ａ－充電器

　予備充電器

交
流
電
源

12 　Ａ－蓄電池
67

　可搬型直流電源用発電機
　（可搬型直流変換器含む）

66 　後備蓄電池 00:05

02:45

6   泊支線２号線(66KV)

7 　1号機発電機（275kV）　

8 　３号機発電機（275kV）　

Ａ

10 Ｂ

5   泊支線１号線(66KV) 65 　他号機 Ｄ/Ｇ（開閉所設備経由） 03:30

4 　後志幹線２号線（275kV） 64 　他号機 Ｄ/Ｇ（号機間連絡ケーブル） 01:50

3 　後志幹線１号線（275kV） 63 　可搬型代替電源車 02:15

2 　泊幹線２号線（275kV） 62 Ｂ 00:15

Ａ 00:151 　泊幹線１号線（275kV） 61
　代替非常用発電機

9
Ｄ/Ｇ

北海道電力（株）
泊発電所２号機 COP2-1　（ＤＢ/ＳＡ機器状況整理表）

更新
日時

準備開始
時刻

準備完了
時刻

運転開始
時刻

想定準備
時間(H:M)

運転状況 特記事項

・■は、使用不可設備を示す

・運転状況【○：運転中、×：故障により使用不可(点検中含む）、×サ：サポート系機能喪失により使用不可、△：準備中、

　　　　　　　 Ｓ：待機中（保管場所に配備され不具合が確認されていない設備、系統構成等の準備が未完了な設備を含む）】

ＤＢ ＳＡ※１

【記載例】

機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ． 設備

04:00

Ａトレン 139 　シルトフェンス 06:00

※１：３号機技術的能力に記載の設備・時間を準用して記載

60 Ｂトレン 140 　放水砲　海水

56 ＣＢ 136 　炉心損傷の有無

58 Ｂトレン 138 　汚染水流出経路構築、呑込み口切替

57
　ＳⅠ信号

Ａトレン 137 　外部への放射線影響の有無

02:00

59

01:25

そ
の
他

55
　制御棒挿入

ＳＢ 135 　原子炉容器水位（％）

120 　アニュラス水素濃度計測装置 01:10

　ＳＰ信号

54 Ｂ 117 　Ｂ－アニュラス空気浄化ファン（代替空気） 00:25

118 　可搬型格納容器水素濃度計測装置 01:10

119

114   格納容器自然対流冷却(CCWS加圧) 01:05

115 　格納容器自然対流冷却(海水) 04:35

水
素
爆
発
防
止

53 　アニュラス空気
　浄化ファン

Ａ 116 　格納容器水素イグナイタ

　ガス分析計

02:50

112   原水槽 04:30

111   代替給水ピット 可搬型大型
送水ポンプ車

×

２台113   海水 04:55

109
　消火ポンプ

電動 00:35

110

108 　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却） 00:45

106 Ｂ 00:50

ディーゼル 00:35

52 Ｂ 104 Ｂ 00:35

105 　加圧器逃がし弁　バッテリー
       (DCH)

Ａ

107 　代替ＣＳＰ 00:30
Ｃ
Ｖ
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

51
  ＣＳＰ

Ａ 103 　加圧器逃がし弁　ボンベ
       (DCH)

Ａ

102 　Ａ－ＳＩＰ（海水による代替再循環） 04:45

00:35

00:50

02:10

101   海水 04:10

100   原水槽 03:45

00:50

50 Ｂ 97
　消火ポンプ

電動 00:40

98 ディーゼル 00:40

99   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

49
  蓄圧タンク

Ａ 96 　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却）

00:35

48 Ｃ 95 　Ｂ－ＣＨＰ（自己冷却） 00:40

Ａ 00:50

46

  ＣＨＰ

Ａ 93 　Ｂ－ＣＳＰ 00:25

47 Ｂ 94 　代替ＣＳＰ

43 Ｂ 90 Ｂ 00:35

44
  ＲＨＲＰ

Ａ 91

45 Ｂ 92 Ｂ

88   海水 05:20

炉
心
注
水

42
  ＳＩＰ

Ａ 89 　加圧器逃がし弁　ボンベ
         (F&B)

Ａ 00:35

00:50

　加圧器逃がし弁　バッテリー
         (F&B)

39
　主蒸気逃がし弁

Ａ 86

40 Ｂ 87   原水槽 04:55

  代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

03:50

41 　タービンバイパス弁

00:30

38   Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ 85 　Ｓ／Ｇ直接給水用高圧ポンプ 01:00

37 Ｂ 84 　Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ(潤滑油供給器）

36
  Ｍ/Ｄ－ＡＦＷＰ

Ａ 83 Ｂ

82
　主蒸気逃がし弁　ボンベ

Ａ 00:30

00:2034 Ｂ 81 Ｂ

00:20

特記事項

Ｓ
Ｇ
除
熱

33

　FWP

Ａ 80
　主蒸気逃がし弁　手動

Ａ

設備
準備開始

時刻
準備完了

時刻
運転開始

時刻
想定準備
時間(H:M)

運転状況

35 Ｃ

00:30

ＤＢ ＳＡ※１
機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ．
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使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況
使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

北海道電力（株）
泊発電所２号機 　　　　　　　COP2-2　（事故対応戦略シート）

燃料
取替
用水
ピット
(RWSP

)備考
備考

炉
心
注
水

戦略に関する
特記事項

備考

更新
日時

準備・待機中設備

大方針

S
G
除
熱

電
源

機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備
機能
区分

使用中設備

対応手段 対応手段

水
源
の
確
保

補助
給水
ピット

(AFWP
)

備考

備考

そ
の
他

備考

備考

31313131



Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

参考としたAMGシーケンス 参考としたAMGシーケンス

炉心損傷 炉心損傷

燃料頂部露出

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

参考としたAMGシーケンス

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

格納容器水位
6100m3到達

格納容器水位
6100m3到達

Ｒ/Ｖ破損

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

格納容器水位
6100m3到達

Ｒ/Ｖ破損

炉心損傷

Ｒ/Ｖ破損

燃料頂部露出燃料頂部露出

項目 予想 実績

ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト

項目 予想 実績 項目 予想 実績

予測実施日時 予測実施日時 予測実施日時

　　北海道電力（株）
　　泊発電所２号機 COP2-3　（事象進展予測シート） 更新

日時

事象進展予測 １ 事象進展予測 ２ 事象進展予測 ３

起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

32323232



使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

GE到達日時
（T.P.23.40m）

SE到達日時
（T.P.25.40m）

SFP水位・
温度監視

Ａピット Ｂピット

確認時刻

予測結果 実績

S
F
P
冷
却
・
注
水

TAF到達日時
（T.P.23.40m）

項目 予測実施日時

機能
区分

使用中設備

AL到達日時
（T.P.27.40m）

沸騰日時

準備・待機中設備

対応手段

温度（℃）

電
源

水位（T.P.＿m）
(NWL:T.P30.86m)

予測実施
前提条件

備考

SFP事象進展予測

北海道電力（株）
泊発電所２号機 COP2-4　（SFP事故対応シート） 更新

日時

備考

33333333



北海道電力（株）
泊発電所３号機 COP2-1　（ＤＢ/ＳＡ機器状況整理表）

更新
日時

【記載例】

想定準備
時間(H:M)

運転状況 特記事項

・■は、使用不可設備を示す

・運転状況【○：運転中、×：故障により使用不可(点検中含む）、×サ：サポート系機能喪失により使用不可、△：準備中、

　　　　　　　 Ｓ：待機中（保管場所に配備され不具合が確認されていない設備、系統構成等の準備が未完了な設備を含む）】

ＤＢ ＳＡ
機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ． 設備

交
流
電
源

1 　泊幹線１号線（275kV） 61
　代替非常用発電機

準備開始
時刻

準備完了
時刻

運転開始
時刻

5 　１号機発電機（275kV）　 65 　他号機 Ｄ/Ｇ（号機間連絡ケーブル）

7
Ｄ/Ｇ

Ａ

8

2 　泊幹線２号線（275kV） 62 Ｂ 00:15

Ａ 00:15

3 　後志幹線１号線（275kV） 63 　可搬型代替電源車 02:15

4 　後志幹線２号線（275kV） 64 　３号非常用受電設備（66kV） 01:00

01:50

6 　２号機発電機（275kV）　 66 　他号機 Ｄ/Ｇ（開閉所設備経由） 03:30

Ｂ

02:45

00:0567 　後備蓄電池

68
11 　Ｂ－充電器

12 　Ｂ－蓄電池

　可搬型直流電源用発電機
　（可搬型直流変換器含む）

10 　Ａ－蓄電池

13 　予備充電器

補
機
冷
却
水

14

　ＳＷＰ

Ａ

直
流
電
源

9 　Ａ－充電器

20 Ｃ

21 Ｄ

15 Ｂ

 

16 Ｃ

17

69 　可搬型大容量海水送水ポンプ車 15:00

Ｄ

18

　ＣＣＷＰ

Ａ

19 Ｂ

Ｓ
Ｆ
Ｐ

22 　Ａピット水位計

23 　Ｂピット水位計 71 　可搬型水位計(L-662)

70 　可搬型水位計(L-652) 02:00

02:00

24 　Ａピット温度計 72 　可搬型エリアモニタ、　監視カメラ冷却装置 02:00

25 　Ｂピット温度計 73 　ＲＷＳＰ水 00:35

02:00

27 　Ｂ－ＳＦＰポンプ 75 　脱気水（ＰＭ） 00:25

26 　Ａ－ＳＦＰポンプ 74 　脱塩水（ＤＷ） 00:30

00:3028 　エリアモニタ（Ｒ－５） 76
　消火ポンプ

電動

29 　監視カメラ 77 ディーゼル 00:30

03:35

80 　海水 04:00

30 　ＳＦＰの漏洩の有無 78   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

79 　原水槽

00:40

82   脱塩水（ＤＷ） 00:25

81 　2次系純水タンクへの水源切替

  原水槽

83   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

02:10

84 03:45

85   海水 04:10

87
　脱気水（ＰＭ)

SFP浄化ライン 00:55

86   ほう酸混合器（ほう酸&脱気水) 00:30

89 　脱塩水（ＤＷ） SFP浄化ライン 01:05

88  PRTライン 00:35

00:30

ディーゼル 00:30

90
　消火ポンプ

電動

02:10

93   原水槽 03:45

92   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

94   海水 04:10

水
源
の
確
保

補助給水ピット

燃料取替用水ピット

91

ＤＢ ＳＡ
機能
区分

Ｎｏ． 設備 運転状況 Ｎｏ． 特記事項

Ｓ
Ｇ
除
熱

31
　T/D-FWP

Ａ 95

　主蒸気逃がし弁　手動

Ａ

設備
準備開始

時刻
準備完了

時刻
運転開始

時刻
想定準備
時間(H:M)

運転状況

00:20

32 Ｂ 96 Ｂ 00:20

33 　M/D-FWP 97 Ｃ 00:20

34
  Ｍ/Ｄ－ＡＦＷＰ

Ａ 98

35 Ｂ 99 Ｂ 00:30　主蒸気逃がし弁　ボンベ

Ａ 00:30

36   Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ 100 Ｃ 00:30

37

　主蒸気逃がし弁

Ａ 101 　Ｔ／Ｄ－ＡＦＷＰ(潤滑油供給器） 00:30

38 Ｂ 102 　Ｓ／Ｇ直接給水用高圧ポンプ 01:00

39 Ｃ 103   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

03:50

40 　タービンバイパス弁 104 　原水槽 04:55

105 　海水 05:20

炉
心
注
水

41
  ＳＩＰ

Ａ 106 　加圧器逃がし弁　ボンベ
         (F&B)

Ａ

109 Ｂ

112 　Ｂ－ＣＨＰ（自己冷却）

116   代替給水ピット

可搬型大型
送水ポンプ車

00:35

42 Ｂ 107 Ｂ 00:35

43
  ＲＨＲＰ

Ａ 108

44 Ｂ 00:50

　加圧器逃がし弁　バッテリー
         (F&B)

Ａ 00:50

45

  ＣＨＰ

Ａ 110 　Ｂ－ＣＳＰ 00:25

46 Ｂ 111 　代替ＣＳＰ 00:35

47 Ｃ 00:40

48

  蓄圧タンク

Ａ 113 　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却） 00:50

49 Ｂ 114
　消火ポンプ

電動 00:40

50 Ｃ 115 ディーゼル 00:40

02:10

117 　原水槽 03:45

119  Ａ－ＳＩＰ（海水による代替再循環） 04:45

118 　海水 04:10

52 Ｂ 121 Ｂ

　加圧器逃がし弁　ボンベ
       (DCH)

Ａ 00:35

00:35

51
  ＣＳＰ

Ａ 120

123

124

Ｂ 00:50

122 　加圧器逃がし弁　バッテリー
       (DCH)

Ａ 00:50

125

126

　Ｂ－ＣＳＰ（自己冷却） 00:45

　代替ＣＳＰ 00:30

127 ディーゼル 00:35
　消火ポンプ

電動 00:35

02:50

129 　原水槽 04:30

128   代替給水ピット 可搬型大型
送水ポンプ車

×

２台130 　海水 04:55

131   格納容器自然対流冷却(CCWS加圧) 01:05

水
素
爆
発
防
止

53 　アニュラス空気
　浄化ファン

Ａ 133 　格納容器水素イグナイタ

132 　格納容器自然対流冷却(海水) 04:35

Ｃ
Ｖ
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

54 Ｂ 134 　Ｂ－アニュラス空気浄化ファン（代替空気） 00:25

135 　可搬型格納容器水素濃度計測装置 01:10

136 　ガス分析計 01:25

そ
の
他

55
　制御棒挿入

ＳＢ 138 　原子炉容器水位（％）

137 　アニュラス水素濃度計測装置 01:10

56 ＣＢ 139 　炉心損傷の有無

58 Ｂトレン 141 　汚染水流出経路構築、呑込み口切替

57
　ＳⅠ信号

Ａトレン 140 　外部への放射線影響の有無

59 　シルトフェンス 06:00

60 Ｂトレン 143 　放水砲　海水

02:00

04:00
　ＳＰ信号

Ａトレン 142

34343434



使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況
使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

北海道電力（株）
泊発電所３号機

更新
日時

使用中設備

対応手段

　　　　　　　COP2-2　（事故対応戦略シート）

準備・待機中設備
機能
区分

機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備

対応手段

備考

S
G
除
熱

炉
心
注
水

備考

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

備考

水
源
の
確
保

補助
給水
ピット

(AFWP
)

燃料
取替
用水
ピット
(RWSP

)
備考

備考

戦略に関する
特記事項

備考

電
源

備考

大方針

そ
の
他

35353535



予測実施日時 予測実施日時 予測実施日時

　　北海道電力（株）
　　泊発電所３号機 COP2-3　（事象進展予測シート） 更新

日時

事象進展予測 １ 事象進展予測 ２ 事象進展予測 ３

項目 予想 実績

ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト ＳＧドライアウト

項目 予想 実績 項目 予想 実績

燃料頂部露出

Ｒ/Ｖ破損

炉心損傷

Ｒ/Ｖ破損

燃料頂部露出

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

格納容器水位
6100m3到達

参考としたAMGシーケンス

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

予測評価の
前提条件

　

格納容器水位
6100m3到達

格納容器水位
6100m3到達

Ｒ/Ｖ破損

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

Ｃ/Ｖ２Ｐｄ到達
（566KPa)

参考としたAMGシーケンス 参考としたAMGシーケンス

炉心損傷 炉心損傷

燃料頂部露出

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

Ｃ/Ｖ１Ｐｄ到達
（283KPa)

起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

起点とした時刻

起点とする条件

36363636



使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

TAF到達日時
（T.P.25.23m）

備考

GE到達日時
（T.P.27.23m）

SFP水位・
温度監視

COP2-4　（SFP事故対応シート）

予測実施
前提条件

機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備

対応手段

電
源

SE到達日時
（T.P.29.23m）

予測結果項目

温度（℃）

予測実施日時

備考

S
F
P
冷
却
・
注
水

更新
日時

Ａピット

北海道電力（株）
泊発電所３号機

AL到達日時
（T.P.31.31m）

沸騰日時

確認時刻

SFP事象進展予測

実績

水位（T.P.＿m）
(NWL:T.P32.66m)

Ｂピット

37373737



【記載例】・使用開始※は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

機能
区分

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

No1

No2

No3

No1

No2

No3

燃料取
替用水
ピット

(RWSP)

補助
給水
ピット

(AFWP)

北海道電力（株）
泊発電所３号機

更新
日時

使用中設備

対応手段

　　　　　　　COP2-2　（事故対応戦略シート）

戦略優先
順位根拠

大方針

戦略決定時刻

戦略対応待機・準備状況
機能
区分

備考

備考

備考

No3

No3

No2

No1

No1

No2

No3

No1

No2

No3

備考

備考

備考

No2

No1

電
源

炉
心
注
水

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

水
源
の
確
保

S
G
除
熱

S
G
除
熱

炉
心
注
水

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

水
源
の
確
保

電
源

旧ＣＯＰ２－２

事故対応戦略シート（COP2-2）およびSFP事故対応シート（COP2-4）の改正について

2022年度の総合訓練で抽出された課題等を踏まえ、様式を変更※した。
課 題：戦略に関する情報は、全体的な戦略を分かりやすく説明する必要がある。
改善策：全体的な戦略が把握しやすいよう見やすさ・分かりやすさを考慮してCOPの見直しを図る。

①レイアウトの変更（縦→横）
②不要な項目の削除

※ COP2-4の変更内容はCOP2-2と同様。

②不要な項目を削除

①レイアウトを横向き
に変更

使用開始欄の「※」は、トラブル発生前から使用中であることを示す。

使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況
使用
開始

優先
順位

対応手段
準備
開始

完了
想定

準備
完了

状況

大方針

そ
の
他

備考

電
源

備考

水
源
の
確
保

補助
給水
ピット

(AFWP
)

燃料取
替用水
ピット
(RWSP

)
備考

備考

戦略に関する
特記事項

C
V
ス
プ
レ
イ
・
冷
却

備考

S
G
除
熱

炉
心
注
水

備考

北海道電力（株）
泊発電所３号機

更新
日時

使用中設備

対応手段

　　　　　　　COP2-2　（事故対応戦略シート）

準備・待機中設備
機能
区分

機能
区分

使用中設備 準備・待機中設備

対応手段

備考

新ＣＯＰ２－２

38383838



原子力施設事態即応センター配置図 別紙４

　

立地
班

立地
班

立地
班

立地
班

立地
副班長

統合防災

NWﾗｯｸ

統合防災
TV会議端末

[北電即応C１]

大型マルチモニター

SPDS

ﾗｯｸ
IP-FAX

(地上

IP-FAX

(衛星

FAX

(NTT/ﾄｰﾙ)

白黒コピー

プリンタ

統合防災

NWﾗｯｸ

収納

ラック

収納
ロッカー

SPDS

Web

ｻｰﾊﾞｰ

配電

班長

ノートPC（SPDS-Webの表示端末）

ノートPC（全社PC； NRA利用者用）

マイクスピーカー（社内TV会議 , 兼 , 即応C内ブリーフィング用）

マイク（統合防災TV会議）

ノートPC（全社PC； モニタ表示用）

社内

LAN

IP-FAX

(地上系)

工務

班長

衛星電話 （インマルサット），衛星携帯電話（イリジウム）

共通モニタ
(大型マルチモニタを分配)

または
（原子力班任意の画面表示）

IWB

統
合
防
災

T
V
会
議
端

末

IP-FAX

(地上系)
カラーコピー

スキャナｰ

ＥＲＣ対応チーム

報道モニタ各局TV放送)

広報
班

広報
班

広報
班

広報
班

広報

副班長

社内TV
会議端末

カラーコピー

プリンター

カ
ラ
ー
コ
ピ
ー

ス
キ
ャ
ナ
ー

マイク切替

音声通話装置

FAX(NTT)

白黒コピー

ＩＰ電話（統合防災；地上系）事業者用

ＩＰ電話 （統合防災；衛星系）

ＩＰ電話（統合防災；地上系）政府用

図
書
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

社内TV会議端末
[OFC他]

（モニタなし）

（端末・カメラのみ）

プレス対応チーム

プラント情報収集・

技術支援チーム

放射線

予測

傷病者

対応

映像音声調整

チーム

通報FAX

配布チーム

NRA利用

エリア

モニタ
(プラント情報共有表示)

時計

FAX(NTT)

カラーコピー
カラーコピー

スキャナー

マルチモニター切替

情通
班

お客さま
対応班長

総務
班長

発電所との電話会議端末（ＴＶ会議のバックアップ）

TV会議
イヤホン視聴

[OFC他]

スピーカー（社内TV会議 , 兼 , 即応C内ブリーフィング用）

社内ＰＨＳ（NTT／トール）

資材
班長

総括
班長

配電
班

工務
班

情通
班

総括
班

総括
班

共通モニタ
(ERSS／SPCDSｰWebモニタ画面表示）

共通モニタ
(大型マルチモニタを分配)

または
（流通部門任意の画面表示）

共通モニタ
(大型マルチモニタを分配)

または
（業務部門任意の画面表示）

ホワイトボード［原子力班］
プラント対応状況
（現況・戦略・見通し）
・ １号機 電源
・ １号機 ＳＦＰ
・ ２号機 電源
・ ２号機 ＳＦＰ
・ ３号機 ① 電源
・ ３号機 ② 原子炉
・ ３号機 ③ 格納容器
・ ３号機 ④ ２次系冷却
・ ３号機 ⑤ １次系注水
・ ３号機 ⑥ ＳＦＰ
・ ３号機 補機冷却
・ ３号機 事象進展予測

※原則、COPを掲示する。
ただし、COPが発行できない場合に

は、手書きにて使用する。

ホワイトボード
［立地班］

ホワイトボード
［総括・総務・資
材・人労・経理班］

ホワイトボード
［配電・情通班］

ホワイトボード
［工務班］

ホワイトボード
・北海道地図

・即応Cレイアウト

・略語・系統図

プロジェクタ投影（書画カメラ映像）

お客さま
対応班

評価者

支援拠点連絡対応チーム

ホワイトボード
外部要請事項対応状
況

評価者

資材班

広報
班

即応C01

即応C02

評価者

情通
班

EAL発信一覧（壁面）

FAX

(NTT/ﾄｰﾙ)

カラーコピー

音声通話装置

音声通話装置

会議作成用端末

社内TV会議

スピーカまたは

イヤホン視聴

共通モニタ
(大型マルチモニタを分配)または(原子力班任意の画面表示）

プリンタ

プリンタ

図
書
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

書画
ｶﾒﾗ

W
B

広報

班長

立地

班長

広報
班

広報
班

お客さま
対応班

情通通信

班長

経理
班長

総務
班

原子力班長

補佐チーム

書画

カメラ
ブリーフィング

エリア

ノートPC（ERSS-Webの表示端末）

NRA利用

エリア

衛星携帯電話

衛星電話
FAX機能付

収納

ラック

本部長 副本部長原子力
班長

経理
班

評価者

TV会議
イヤホン視聴

[泊緊対所]

書画
ｶﾒﾗ

39393939



チェンジングエリア

事務局員 事務局員 放管班員

規制庁 規制庁

規制庁 規制庁 技術班員

電気工作

班員（制御）

技術班員

（他3名）

電気工作

班員（制御）

技術班

副班長

電気工作

電気工作

班員（電気）

土木建築

工作班長

事務局員 事務局員 事務局員 事務局員

事務局幹事

機械工作 ３号機 戦略入力 情報連絡 2号機 １号機

事務局員 班長 炉主任 担当者 　責任者 責任者 炉主任

事務局員

事務局員

事務局員

事務局員 事務局長 　　　本部長 3号機 ３号機 電気工作 　　　本店対応① 時系列

責任者 運転班長 班長 チャット①

3号機運転班副班長

時系列

チャット②

原子力防災ＮＷ機器（ＦＡＸ）

放管班副班長

　　運転班長 土建工作班員

　　（ＳＡＴ） 　　　（他1名）

　　　

業務支援班 業務支援班 　　土建工作班

　　　　班員 　　　　班員 　　運転副班長  　  副班長

　　（ＳＡＴ）

業務支援班 業務支援班

　　　　班員 　　　　副班長 　　運転班員　

　　　工作班長

機械工作班員

　　(チャット) 　　　（他1名）

業務支援

班長 　　　放管班長     1,2号機運転 班員（電気）

    副班長 機械工作班

　　　　副班長

ＥＲＣ対応者 　　　土木建築

ＥＲＣ対応者

事務局員

１，２号機 １号機

技術班長 運転班長 責任者

副本部長 2号機

炉主任

電気工作副班長

ＴＶ会議システム

（指揮所⇔待機所）

デ
ー

タ
表

示
Ｉ－

Ｗ
Ｂ

カラー

プリンタ通
信

機
器

通
信

機
器

通
信

機
器

通信機器 通信機器
放管機器

社
内

Ｔ
Ｖ

会
議

シ
ス

テ
ム

防
災

Ｎ
Ｗ

Ｔ
Ｖ

会
議

シ
ス

テ
ム

耐
火

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト

耐
火

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト

ＳＰＤＳ ＴＳＣＰ

変圧器盤

分電盤

変圧器

盤

分電盤

分電盤

変圧器

盤

ロスナイ

ＰＣ

ＰＣ ＰＣＰＣ
ＰＣ

ＰＣ

ＰＣ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

ＰＣ
ＰＣ

ＰＣ
ＰＣ

ＰＣ ＰＣ ＰＣ

ＰＣ

ＮＷ

ラック

ＮＷ

ラック

資機材置き場

トイレ

火災

報知

機盤

グリッドマップ等ホワイトボード

3号機EAL等WB/2号機WB

ＰＣ

情報入手用ＴＶ

Ｐ
Ｃ

分電盤

ホワイトボード

ス
ピ

ー

カ
ー

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

3号機 SPDS画面 １号機 SPDS画面２号機 SPDS画面

Ｐ
Ｃ

書
画

緊急時対策所配置図

【本部席凡例】

：発話用マイク

：ボイスポイント

3号機 Ｉ－ＷＢ

別紙５

SPDS

ＰＣ

SPDS

ＰＣ

SPDS

ＰＣ

SPDS SPDS

SPDS

SP
D
S

Ｐ
Ｃ

ＰＣ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

Ｐ
Ｃ

1号機WB

ホワイトボード
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別紙６ 
 

＊１ 号機毎に配置している各担当は、役割を明確にするための分担としているが、各号機のプラント状況に応じて担当号機以外

の応援も臨機に実施 

＊２ ＥＲＣプラント班からの問い合わせのうち、チャットシステムに情報がないもの、機器仕様や運転要領等に関する事項 

ＥＲＣ対応ブースの配席・役割分担 

 

１．ＥＲＣ対応ブース配席 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ＥＲＣ対応ブース役割分担＊１ 

① ：チームリーダー（ＥＲＣ対応責任者）→１０条確認会議・１５条認定会議時責任者 

② ：サブリーダー（ＥＲＣ対応副責任者・情報収集統括者） 

→本店対策本部からの情報収集統括および本店対策本部へのＥＲＣ対応状況の報告 

③④：メインスピーカー（ＥＲＣプラント班への説明） 

→プラント状況、ＣＯＰ、ＥＡＬ等の説明 

⑤⑥：サブスピーカー（ＥＲＣプラント班への説明補助） 

→ＣＯＰ管理（ＣＯＰへの手書き作業含む）および説明資料（手順）の準備 

⑦ ：発電所ホットライン（情報収集・メモ作成およびＥＲＣ対応上早期に確認を要する質問事項＊

２の問い合わせ） 

→泊発電所情報連絡責任者との通話装置を活用した戦略やプラント状況等についての情報収

集およびＥＲＣからの質問に対する発電所への問い合わせ結果のＥＲＣ対応ブース内での

情報共有 

⑧ ：ホワイトボード記載（発話の常時聞き取りおよびＩホワイトボード入力） 

⑨⑩：ＥＡＬ判断フロー作成（ＥＡＬ管理・判断フロー作成） 

→備え付け資料等の説明資料準備およびＥＲＳＳ（ＳＰＤＳ）主要データ監視 

⑪⑫：メモ作成（発話の常時聞き取りおよびメモ作成） 

⑬⑭：不具合リスト管理（設備の不具合管理およびＱＡリスト作成） 

→ＥＲＣ対応上確認を要する質問事項＊２のＱＡリスト作成およびＱＡ問い合わせ窓口 

⑮ ：リエゾンカウンターパート（ＥＲＣリエゾンからのＱＡリスト作成） 

⑯ ：リエゾンカウンターパート補助（ＥＲＣリエゾンとの連絡およびＣＯＰ等の資料連携） 

防
災
Ｎ
Ｗ
テ
レ
ビ
会
議 

3号機用Ｉホワイトボード 

Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｓ 

 

⑧  

⑭ 

⑥

+ 

⑤

+ 
⑬ 

③ 

④ 

⑨ 

 

 

⑯ 

⑮ 

書

画 

1,2号機用Ｉホワイトボード 

書

画 

⑩ 

⑪ 

1,2号機対応 

3号機対応 

① 

② 

⑦ 

⑫ 

41414141



別紙７ 

ＥＲＣ書架内の資料一覧 

資       料       名 

１．泊発電所サイト周辺地図 

   （１）サイト周辺地図（１／２５，０００） 

   （２）サイト周辺地図（１／５０，０００） 

２．泊発電所サイト周辺航空写真パネル 

３．泊発電所気象観測データ 

   （１）統計処理データ 

   （２）毎時観測データ 

４．泊発電所周辺環境モニタリング関連データ 

   （１）空間線量モニタリング配置図 

   （２）環境試料サンプリング位置図 

   （３）環境モニタリング測定データ 

５．泊発電所周辺人口関連データ 

   （１）方位別人口分布図 

   （２）集落の人口分布図 

   （３）市町村人口表 

６．泊発電所主要系統模式図 

７．泊発電所原子炉設置許可申請書 

８．泊発電所系統図及びプラント配置図 

   （１）発電所系統図 

   （２）プラント配置図 

９．泊発電所プラント関係プロセス及び放射線計測配置図 

１０．泊発電所プラント主要設備概要 

１１．泊発電所原子炉安全保護系ロジック一覧表 

１２．規定類 

   （１）泊発電所原子炉施設保安規定 

   （２）泊発電所原子力事業者防災業務計画 

１３．その他資料 

（１） 原子力災害発生時の対応資料集 
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中央制御室

トリガー
情報連絡責任者 ﾌﾟﾗﾝﾄ情報収集戦略入力者 主要時系列確認者 ＥＲＣ質問対応者 本部長 原子力班長ＩＷＢ入力者

別紙８－１
北海道電力株式会社　泊発電所　緊急時対応情報フロー　（１／３）

発電所対策本部（緊急時対策所、代替緊急時対策所、トラブル対策室） 本店対策本部（原子力施設事態即応センター）
ＥＲＣプラント
班リエゾン ＥＲＣプラント班

発電課長（当直） 運転班長 炉主任 号機責任者 本部長 ERC対応副本部長 事務局長 各班班長 主要時系列入力者

事象発見

事象判断

ＥＡＬ条件

成立判断

プラント状況

ＥＡＬ条件成立

報告

プラント状況

ＥＡＬ条件成立

報告受領

3WAYにより発電所

対策本部内に周知

警報,監視,

測定,報告等

音声会議システム

ＥＡＬ条件

成立確認

ＥＡＬ該当

判断

体制発令※1

発話聞き取り

通報ＦＡＸ

作成

通報ＦＡＸの

確認依頼

通報ＦＡＸ

の確認

通報ＦＡＸ

の確認連絡

通報ＦＡＸ

の送信

プラント状況を

主要時系列

に入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

発話聞き取り

ＥＡＬ番号,判断

時間,判断根拠

,体制発令時間
※１等を主要時

系列に入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

マイク

防災ＮＷＴＶ会議

ＩＰ電話（地上系、衛星系）

衛星電話設備

通報ＦＡＸ

受領

プラント状況

機器の動作,準

備状況の確認

ＤＢ／ＳＡ機器

状況整理表、ＳＦＰ

事故対応シート（Ｃ

ＯＰ２）にプラント状

況、機器の動作状

況、準備状況を入

力

（社内ＰＣ（情報共

有サイト））

運転班員

ＦＡＸ

・加入電話設備

・統合防災ＮＷ（地上系、衛生系）

・衛星電話設備

・電力保安通信用電話

事務局員

事務局員

事務局員

プラント状況の

連絡

社内ＰＣ（情報共有サ

イト）、ＷＢ/ＩＷＢにて

主要時系列を確認

ＥＡＬ判断フ

ローマーカー記

入

ＥＡＬ判断の

連絡

防災ＮＷＴＶ会議

ＩＰ電話（地上系、衛星系）

衛星電話設備

ﾌﾟﾗﾝﾄ状況報告

内容,主要時系

列の内容確認

ＥＡＬに関する

報告,主要時系

列の内容確認

社内ＰＣ（情報共有サ

イト）、ＷＢ/ＩＷＢにて

主要時系列を確認

スピーカ

スピーカ

チーム員

チーム員

スピーカ

チーム員

スピーカ

発話聞き取り

口頭連絡、ＷＢに

記載（1，2号）

チーム員

チーム員

発話聞き取り
マイク

発話聞き取り

口頭連絡、ＷＢに

記載（1，2号）

チーム員

チーム員

発話聞き取りマイク

ＥＡＬ判断フ

ローマーカー記

入

ＥＡＬ番号,判断

時間,判断根拠

,体制発令時間
※１等を主要時

系列に補足入

力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

ＥＡＬ判断

の説明

プラント状況を

主要時系列

に補足入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

音声通話装置（２回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

マイク

プラント状況の

主要時系列

への入力を確

認

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

口頭

音声通話装置（２回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

ＥＡＬ番号,判断

時間,判断根拠

,体制発令時間
※１等の

主要時系列

への入力を確

認

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

口頭

昨年度からの変更点

更なる改善

①発電所ー本店間の時系列情報共有にＩＷＢを活用することに変更。（３

号機のみ）

②当直からの重要情報（ＥＡＬ条件成立）を速やかに本部内で共有する

ため、音声会議システムを導入。

通報ＦＡＸ

受領,配布
ＦＡＸ担当

ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ

ＥＲＳＳ

社内ＰＣ（情報共有サイト）
プラント状況

変化

（ＥＡＬ含む）

②

発電所（緊急時対策所） IWB

連携

プラント状況を

ＩＷＢに入力

ＥＡＬ番号,判断

時間,判断根拠,

体制発令時間※

１等を

ＩＷＢに入力

発話聞き取り

①

43434343



中央制御室

トリガー

　
　　　　

　

別紙８－１

情報連絡責任者 ＥＲＣ質問対応者 本部長 原子力班長戦略入力者 主要時系列確認者 ＩＷＢ入力者 ﾌﾟﾗﾝﾄ情報収集 ERC対応

北海道電力株式会社　泊発電所　緊急時対応情報フロー　（２／３）
発電所対策本部（緊急時対策所、代替緊急時対策所、トラブル対策室） 本店対策本部（原子力施設事態即応センター）

ＥＲＣプラント
班リエゾン ＥＲＣプラント班

発電課長（当直） 運転班長 炉主任 号機責任者 本部長 副本部長 事務局長 各班班長 主要時系列入力者

対応状況報告

受領

対応状況報告
口頭

マイク

発話聞き取り

対応状況を主要時

系列に入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

対応状況の

確認

マイク

プラント状況、機

器の動作,準備

状況の確認、運

転要領等の手順

に基づく対応操

作,設備状況確

認

対応状況報告

対応状況確認

社内ＰＣ（情報共有

サイト）、ＷＢ/ＩＷＢ

にて主要時系列を

確認

運転班員

ＰＨＳ

衛星電話設備

ＤＢ／ＳＡ機器状

況整理表、ＳＦＰ

事故対応シート

（ＣＯＰ２）にプラ

ント状況、機器の

動作状況、準備

状況を入力

（社内ＰＣ（情報

共有サイト））

発話聞き取り

口頭連絡、ＷＢ

に記載（1，2

チーム員

チーム員

発話聞き取り

ＣＯＰ印刷

昨年度からの変更点

更なる改善

①発電所ー本店間の時系列情報共有にＩＷＢを活用することに変更。（３号機のみ）

②COP説明性向上のため、リエゾンよりERCプラント班へCOP配布確認後に説明を行うことに変更。

対応状況

を主要時系列に

補足入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

マイク

音声通話装置（２回線目）

ＰＨＳ

対応状況の

主要時系列

への入力を確認

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

口頭

防災ＮＷＴＶ会議

ＩＰ電話（地上系、衛星系）

衛星電話設備

マイク

各設備の故障およ

び補修状況,構内道

路の状況および補

修状況,

放射線の状況,事象

進展予測等の報告

説明前手渡し

※１：新たな体制の発令がある場合に限る

発電所―本店 ブリーフィング

発話聞き取り

各設備の故障およ

び補修状況,構内

道路の状況および

補修状況,放射線

の状況,

事象進展予測等を

主要時系列に入力

（社内ＰＣ（情報共

有サイト））

発話聞き取り

取り得る事故

収束対応戦略

の確認

取り得る事故

収束対応戦略

の報告

プラント状況,ＥＡＬ発信

状況事故収束のための

プラントの方向性の報告

系統・機器状況、

進展予測と事

故収束対応戦

略、戦略の進

捗状況を説明

事故収束対応戦略

を事故対応戦略

シート（ＣＯＰ２）に入

力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

発話聞き取り

ＷＢ記載（1，2号）、

メモ作成

発話聞き取り

マイク

マイク

音声通話装置（１回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

発話聞き取り

取り得る事故

収束対応戦略

の確認

取り得る事故

収束対応戦略

の報告

口頭

マイク

事象進展予測等の結

果を事象進展予測

シート、ＳＦＰ事故対応

戦略シート（ＣＯＰ２）に

入力し、連絡

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

ＣＯＰ１自動作

成

（社内ＰＣ（情報

共有サイト））

発話聞き取り

COP更新状況

確認

発話聞き取り

COP発行・印刷

COP受領

COP配布確認

発電所情報確

認・メモ作成

メモ作成、説明

資料準備・マー

カー

系統・機器状況、

進展予測と事

故収束対応戦

略、戦略の進

捗状況を説明

説明資料準備・

マーカー

説明資料準備・

マーカー

チーム員

スピーカ

チーム員

ホットライン

チーム員

チームリーダー

チーム員

チーム員

チーム員

連絡・手渡し

チーム員
チーム員

ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ

ＥＲＳＳ

社内ＰＣ（情報共有サイト）

携帯電話

②

発電所（緊急時対策所） IWB

連携

対応状況を

ＩＷＢに入力

発話聞き取り

発話聞き取り

各設備の故障およ

び補修状況,構内

道路の状況および

補修状況,放射線

の状況,

事象進展予測等を

ＩＷＢに入力

①
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中央制御室

トリガー

別紙８－１
北海道電力株式会社　泊発電所　緊急時対応情報フロー　（３／３）

発電所対策本部（緊急時対策所、代替緊急時対策所、トラブル対策室） 本店対策本部（原子力施設事態即応センター）
ＥＲＣプラント
班リエゾン ＥＲＣプラント班

発電課長（当直） 運転班長 炉主任 号機責任者 本部長 副本部長 事務局長 各班班長 主要時系列入力者 情報連絡責任者 ﾌﾟﾗﾝﾄ情報収集 ERC対応戦略入力者 主要時系列確認者 ＥＲＣ質問対応者 本部長 原子力班長ＩＷＢ入力者

ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ

社内ＰＣ（情報共有サイト）

ＥＲＣプラント班

の状況を観察し、

事業者からの情

報で不足してい

る情報等の提供

依頼

不足している情

報等の受領

即答可

質問

質問への回答

発電所へ質問

質問管理表に

回答を記入

関係班への

問合せ

主要時系列に

不足している

情報入力

（社内ＰＣ（情

報共有サイト））

Ｙｅｓ

Ｎｏ

質問管理表に

質問記入

防災ＮＷＴＶ会議

ＩＰ電話（地上系、衛星系）

防災ＮＷＴＶ会議

ＩＰ電話（地上系、衛星系）

衛星電話設備

ＰＨＳ

衛星電話設備

ＰＨＳ

衛星電話設備

リエゾン対応

＊１ 本店対策本部から発電所対策本部への問合せについても、プラント情報

収集から同様のラインで実施

即応性が必要

・事故収束戦略対応

に関する質問

Ｎｏ

提案受領

回答受領・メモ

作成

音声通話装置（１回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

音声通話装置（１回線目）

ＰＨＳ

音声通話装置（２回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

不足している情

報の報告

提案／質問を判断

情報収集統括者、

ＱＡ、ホットライン
本店対策本部

席への提案連

絡
情報収集統括者

発電所対策本

部へ提案を連

絡

本店からの提案検討・決定
発電所への提案・発電所決定の確認／

ＥＲＣ対応チームからの提案受領

質問

提案

ＥＲＳＳ

Ｎｏ

質問受領

音声通話装置（１回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

本店対策本部

席へ質問

情報収集統括者

即答可

※１

※２

発電所へ質問

質問管理表に

質問を記入

発電所／本店活動

に対する質問

質問受領

即答可

質問管理表に

回答を記入

関係班への

問合せ

質問管理表に

回答を記入 回答受領
質問管理表に

回答を記載

関係班への

問合せ

主要時系列追

記（修正）済連

絡

質問受領

質問管理表に

追記（修正）済

を記入（ＥＲＣか

らの質問）

発電所への

主要時系列

以外の質問

発電所へ質問

質問対応依頼

発電所へ提案

質問受領

即答可即答可即答可

質問への回答

発電所対策本

部への問合せ

提案・質問への

回答

回答受領

質問への回答

※２

※１

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

ホットライン

Ｙｅｓ

ホットライン

ＱＡ

ＱＡ

不足している情

報等の連絡受

領
リエゾン対応

携帯電話

音声通話装置（２回線目）

ＰＨＳ

衛星電話設備

発電所へ質問

本店対策本部

への回答

＊１

＊１

＊１

テレビ会議【ブリーフィング】

情報収集統括者、

ＱＡ、ホットライン

ＱＡ

ホットライン

ＱＡ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

発電所

本店

スピーカ

スピーカ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

45454545



1

２０２３年度 泊発電所防災訓練 模擬ＥＲＣの体制について

本店 ERC対応ブース

社内評価者

社外評価者※

ERC説明者
（プレーヤ）

通報文の送付・確認（FAX・電話）

統原防NWによる情報共有

ＥＲＣプラント班（模擬）
日本原電 本店 即応センタ―

社外評価者※

ERCプラント班
（関西電力殿）

ERCリエゾン
（プレーヤ）

ERCリエゾン
（プレーヤ）

ERCリエゾン
（プレーヤ）

技術説明
質問対応

資料配布

資料印刷
（COP等）

ERCリエゾン
（プレーヤ）

補助者
資料（COP等）送付

発電所 緊急時対策所

社内評価者

社外評価者※

発電所対策本部要員
（プレーヤ）

・ERCプラント班については、関西電力殿から模擬ERC役として２名
を配置する。
・ERCリエゾンについては、4名をプレーヤとして配置する。
・評価者については、本店対策本部、発電所、模擬ERCにそれぞれ
配置する※。
※評価を依頼した他原子力事業者から選定する（人数・割当は
調整中）。

・TV会議
（ERSS画面共有、
書画装置）

・FAX、電話

別紙８－２
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枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 

 

 

ＥＲＣ対応ブース発話者・ＥＲＣリエゾンの育成・配置計画について 

 

１ はじめに 

訓練評価指標において、2023 年度訓練より新たに「要員の育成・配置」が設定され、以下の観

点で評価されることとなった。 

指 標 
基  準 

評価対象の考え方など 
Ａ Ｂ Ｃ 

2-4 

要員の育成・ 

配置 

要員の育成

計画が適切

に策定され

ており、実発

災を想定し

た配置で訓

練を実施し

た。 

要員の育成

計画が適正

に策定され

ており、限定

的な想定の

配置で訓練

を実施した。 

要員の育成 

計画が策定 

されていな 

い。 

①緊急時対応要員の適切な育成・配

置計画が明文化されていること。 

②育成・配置計画は実発災を想定し

た適切なものであり、訓練時にこ

の計画に基づき要員配置されてい

ること。なお、育成計画の一環と

して訓練時に緊急参集が出来ない

者の参加を否定するものではない

が、参加要員の３割を上回らない

こと。この場合、「限定的な想定」

に該当。 

③全ての参加者が実要員の場合、

「実発災を想定した配置」に該当

する。 

これを踏まえ、当社の対応状況を整理した。 

なお、2023 年度～2024 年度のＥＲＣ対応ブース発話者およびＥＲＣリエゾンの育成・配置計

画を別添に示す。 

 

２ 要員の育成・配置計画 

【ＥＲＣ対応ブース発話者】 

・ 要員は必要な要員数 4名に交代要員を考慮して 8名確保することを目標とする。 

・ 候補者は本店勤務の原子力事業統括部の要員（実発災を想定した要員）とし、事故時の対

応手順や事象進展に係る知識を有する者の中から選定する。 

・ ＥＲＣ対応ブース発話者（候補者）に対し、以下の対応により育成を行う。 

✓ 机上教育（抽出された課題への対策および他社良好事例等） 

✓ 自社訓練/他社訓練の映像（ＤＶＤ等）視聴 

✓ ＥＲＣプラント班業務説明会への参加 

✓ 原子力防災訓練（総合訓練/要素訓練）への参加 

・ 総合訓練のＥＲＣ対応ブース発話者の配置（対応者の選定）にあたり、実発災を想定した

要員の中から選定することとする。なお、極力経験のない者を優先させ、メインスピーカー

の要員を拡充していく。 

別紙９ 
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【ＥＲＣリエゾン（プラント班および広報班）】 

（プラント班） 

・ 要員は 2名以上確保することを目標とする。 

・ 候補者は、東京支社の要員（実発災を想定した要員）とし、プラントに関する知識を有し

ている副支社長（技術）および技術グループ員から選定する。 

・ ＥＲＣプラント班リエゾン（候補者）に対し、以下を実施することにより育成を行う。 

✓ 机上教育の実施 

✓ 他社訓練の視察 

✓ ＥＲＣプラント班業務説明会への参加 

（広報班） 

・ 要員は 2名以上確保することを目標とする。 

・ 候補者は、東京支社の要員（実発災を想定した要員）とし、副支社長（総務）および総務

グループ員から選定する。 

・ ＥＲＣ広報班リエゾン（候補者）に対し、以下を実施することにより育成を行う。 

✓ 机上教育の実施 

 

３ 検討内容（基本的な方針） 

【ＥＲＣ対応ブース発話者】 

・ 体制はメインスピーカー2名、サブスピーカー2名の 4名であるため、要員の交代を考慮し

て 8名確保することを目標とする。 

・ ＥＲＣ対応ブース発話者の候補者は、実発災時に本店即応センターに参集可能な原子力事

業統括部の要員（本店勤務者）を対象とする。 

・ 候補者の選定にあたっては、プラント挙動に応じた運転操作や、事象進展予測およびそれ

らに基づく重大事故等対処設備等を用いた先を見据えた対策（二の矢・三の矢）等について、

ＥＲＣプラント班へ適確に社の判断を説明出来ることが求められることから、事故時の対応

手順や事象進展に係る知識を有する者として、運転業務や解析業務および安全評価に関する

教育受講経験などから選定する。 

なお、選任にあたっては説明能力などの適性も考慮する。 

・ ＥＲＣ対応ブース発話者（候補者）に対し、以下の対応により育成を行う。 

✓ 机上教育（抽出された課題への対策および他社良好事例等） 

✓ 自社訓練/他社訓練の映像（ＤＶＤ等）視聴 

✓ ＥＲＣプラント班業務説明会への参加 

✓ 原子力防災訓練（総合訓練/要素訓練）への参加 

・ 出張、傷病、人事異動等を考慮した予備要員の確保が必要であることから、継続的に、教

育訓練による要員育成を行い、更なる体制の強化を図っていく。 

・訓練におけるＥＲＣ対応ブース発話者育成に関する基本的な考え方は以下の通り。 

≪サブスピーカー≫ 

✓経験がない要員から選定し、要素訓練にてメインスピーカーがＥＲＣ対応している状況

を体感させるとともに、メインスピーカーがＥＲＣに説明するために必要な情報を収集

できるようサブスピーカーを経験させる。 

484848



✓要素訓練の結果を踏まえ、要員の適性も考慮した上で総合訓練を経験させる。 

 

≪メインスピーカー≫ 

✓サブスピーカー経験者から選定し、要素訓練にてＥＲＣへ迅速かつ分かり易い説明がで

きるよう経験させる。 

✓要素訓練の結果を踏まえ、要員の適性も考慮した上で総合訓練を経験させる。 

・総合訓練のＥＲＣ対応ブース発話者の配置（対応者の選定）にあたり、実発災を想定した要

員の中から選定することとする。なお、極力経験のない者を優先させ、メインスピーカーの

要員拡充を図っていく。 

 

【ＥＲＣリエゾン】 

（プラント班） 

・ ＥＲＣプラント班への補足説明、質問対応、ＦＡＸ・ＣＯＰの配布等の対応を行うための

要員が必要であり、2名以上確保することを目標とする。 

・ ＥＲＣプラント班リエゾンは、実発災時にＥＲＣに参集可能であること、かつ、ＥＲＣプ

ラント班に対し本店即応センターが説明するプラント状況等について補足するなどの対応

が必要であることから、プラントに関する知識を有している東京支社勤務の副支社長（技術）

および技術グループ員を対象とする。 

・ ＥＲＣプラント班リエゾン（候補者）に対し、以下を実施することにより育成を行う。 

✓ 机上教育の実施 

✓ 他社訓練の視察 

✓ ＥＲＣプラント班業務説明会への参加 

・ 実発災時に事象の長期化が想定される場合は、要員の交代を考慮し、本店から応援要員を

ＥＲＣに派遣することを検討する。 

（広報班） 

・ＥＲＣ広報班及び本店即応センターとの連携等の対応を行うため、2名以上確保することを

目標とする。 

・ ＥＲＣ広報班リエゾンは、実発災にＥＲＣに参集可能な東京支社勤務の副支社長（総務）

および総務グループ員を対象とする。 

・ ＥＲＣ広報班リエゾン（候補者）に対し、以下を実施することにより育成を行う。 

✓ 机上教育の実施 

・ 実発災時に事象の長期化が想定される場合は、要員の交代を考慮し、本店から応援要員を

ＥＲＣに派遣することを検討する。 

 

以 上 
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別 添 

 

ＥＲＣ対応ブース発話者およびＥＲＣリエゾンの育成・配置計画 

（2023年度～2024年度） 

 

１．ＥＲＣ対応ブース発話者（メインスピーカ、サブスピーカ） 

➢ 現状、必要人数の８名（メイン２名＋サブ２名 × ２班）を満足しているものの、人事異

動や不測の事態に備え、計画的に要員の拡充を図る。 

➢ 下記計画の通り、新規育成候補者の中から 2023 年度および 2024 年度の原子力防災訓練に

おけるＥＲＣ対応ブース発話者（メインスピーカ、サブスピーカ）を、それぞれ２名経験さ

せる。 

なお、新規育成候補者は別表に示す。 

氏 名 現所属 
ERC 対応 

可否 

実績・計画（年度） 

2018 2019 2020 2020(再) 2021 2022 2023 2024 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力事業統括部 

ＧＬ 
❶ ❶        

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
❶ ❶ ❶  ❶ ❶    

泊発電所 

発電室 発電課長(当直) 
×  ❶       

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
❶   ❶      

出向 

電気事業連合会 
×   ❶      

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
❶    ❶ ❶ ❶   

泊発電所 

防災安全対策室 副長 
× ❷ ❷       

原子力事業統括部 

原子力業務Ｇ 
 ❷ ❷ ❷ ❷      

原子力事業統括部 

原子力運営Ｇ 
❶❷    ❷ ❷ ❶ ❶  

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
①❷      ❷ ❷ ① 

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
①❷      ❷ ① ❶ 

原子力事業統括部 

原子力安全推進Ｇ 
 ②       ② ❷ 

原子力事業統括部 

原子力運営Ｇ 
 ②        ② 

 2022 年度末 2023 年度末 2024 年度末 備 考 

要員数 

❶（❶❷） ４名（１名） ４名（２名） ４名（３名）  

❷ ３名 ３名 ３名 

計 ８名 ９名 １０名 

＜凡例＞ ❶①：メインスピーカー 、❷②：サブスピーカー 

❶❷：対応可能（経験済）、①②：未経験（訓練にて経験予定）、×：対応不可（他部署へ異動等） 

 

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開  
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２．ＥＲＣリエゾン 

（１）ＥＲＣプラント班リエゾン 

➢ 現状、必要人数の２名以上を満足しているものの、人事異動による要員交代時は未経験者を

優先的に訓練に参加させ、必要要員の維持を図る。 

氏 名 現所属 
ERC ﾘｴｿﾞﾝ 

対応可否 

実績・計画（年度） 

2018 2019 2020 2020(再) 2021 2022 2023 2024 

 退職 × ● ●       

東京支社 

副支社長（技術） 
● ●  ● ● ● ●   

原子力事業統括部 

プルサーマル推進ＧＬ 
×  ● ● ● ●    

泊発電所 

防災安全対策室 主任 
× ● ● ● ● ●    

泊発電所 

発電室 副長 
× ●        

出向 

日本電気協会 
×  ●       

退職 ×  ●       

泊発電所 

防災安全対策室 副長 
×    ●     

東京支社 

技術ＧＬ 
●      ● ● ● 

東京支社 

技術Ｇ 
●      ● ● ● 

東京支社 

技術Ｇ 
●      ●注 ● ● 

経営企画室 

電源計画Ｇ 
×     ● ●   

東京支社 

技術Ｇ 
〇       〇 ● 

 2022 年度末 2023 年度末 2024 年度末 備考 

要員数 ４名 ５名 ５名 注：広報班リエゾンとし

て参加。 

＜凡例＞ ●：対応可能（経験済）、〇：未経験（訓練にて経験予定）、×：対応不可（他部署へ異動等） 

 

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 

 

  

515151



 

（２）ＥＲＣ広報班リエゾン 

➢ 現状、必要人数の２名以上を満足しているものの、人事異動による要員交代時は未経験者を

優先的に訓練に参加させ、必要要員の維持を図る。 

氏 名 現所属 
ERC ﾘｴｿﾞﾝ 

対応可否 

実績・計画（年度） 

2018 2019 2020 2020(再) 2021 2022 2023 2024 

 

 

 

 

 

 

 

東京支社 

副支社長（総務） 
※         

東京支社 

総務ＧＬ 
※         

北海道電力ﾈｯﾄﾜｰｸ 

流通総務部総務Ｇ 
×  ● ●      

北海道電力ﾈｯﾄﾜｰｸ 

室蘭支店お客さまサー

ビスＧ総括主任 
×  ● ●  ●    

東京支社 

総務Ｇ 
●     ● ●  ● 

東京支社 

技術Ｇ 
●      ●注   

東京支社 

総務Ｇ 
〇        〇 

 2022 年度末 2023 年度末 2024 年度末 備考 

要員数 ４名 ４名 ５名 
注：プラント班リエゾン

要員から派遣 

＜凡例＞ ●：対応可能（経験済）、〇：未経験（訓練にて経験予定）、×：対応不可（他部署へ異動等） 

※ 東京支社副支社長（総務）および総務グループリーターは、ＥＲＣ広報班リエゾンとして十分

な力量を有しており、実発災時において、ＥＲＣへ派遣可能であることから、育成計画の対象外と

する。 

 

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 

 

 

以 上  
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別 表 

 

2023年度 ＥＲＣ対応ブース新規育成発話者リスト 

 

現所属 ・ 氏 名 

これまでの経験 新規育成候補者 

メイン サ ブ 

事故時の対応手順や事象進展 

に係る知識を有する者 
 

運転業務経験者 

（NTC 初期訓練 

受講者） 

解析業務 

経験者 

安全評価 

教育受講者 

原子力事業統括部 

原子力業務 G 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ●     

原子力事業統括部 

原子力業務 G 
  ●       

原子力事業統括部 

原子力業務 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力企画 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力企画 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力運営 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力運営 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力運営 G 
      ●   

原子力事業統括部 

原子力運営 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力運営 G 
    ●     

原子力事業統括部 

原子力安全推進 G 
        ● 

原子力事業統括部 

原子力安全推進 G 
        ● 

原子力事業統括部 

原子力安全推進 G 
  ● ●     

原子力事業統括部 

原子力安全推進 G 
 ● ●     

原子力事業統括部 

原子力安全推進 G 
   ●     

原子力事業統括部 

原子力リスク管理 G 
    ●     

 

以 上 

枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 
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別紙１０ 

 

通報ＦＡＸの通信回線異常時の送信手段判断フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社内規定につき非公開 
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  別紙１１ 

前回訓練（2023/1/27総合訓練）の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 
Ｎｏ． 前回訓練時の問題・課題 原因 改善策 改善策の有効性検証 

① 

原子力災害発生時に遅滞なく情報共有を

行うために必要となる備付け資料の充実

＜本店＞ 

 

【問題】 

a.ＥＲＣ対応要員がＥＲＣへ説明する

際、発生した事象（主蒸気管漏えい）

の概要説明を容易に行うための資料が

備付け資料に含まれていなかった。 

 

【課題】 

a.発生した事象を容易に説明するために

必要となるプラント概要図等の資料

は、備付け資料として整備する必要が

ある。 

 

 

 

a.今回発生した主蒸気管漏えいに関す

る事象については、現状整備している

備付け資料やＣＯＰへの手書きに加

え、プラントの詳細系統図も活用して

説明できると考えていたことから、概

要説明を容易に行える資料を準備し

ていなかった。 

 

 

 

a.備付け資料には、発生した事象を容易

に説明できるプラント概要図等を整

備し、教育・訓練により有効性を確認

することで、充実を図っていく。 

 

《検証可能性：〇》 

・中期的な訓練シナリオ計画に伴い、総

合訓練で検証はできないが、社内で実

施する要素訓練（２０２３年１２月予

定）にて検討可能。 

 

《評価項目》 

・備付け資料として発生した事象を容易

に説明するために新たに追加した手順や

概要図を活用することで簡潔に説明がで

きること。 

 

《確認方法》 

・発生した事象を容易に説明するために

備付け資料を活用することで簡潔に説明

ができることを確認する。 
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  別紙１１ 

前回訓練（2023/1/27総合訓練）の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 
Ｎｏ． 前回訓練時の問題・課題 原因 改善策 改善策の有効性検証 

② 

分かりやすい全体的な戦略説明を行うた

めに必要となる対応の見直し＜本店＞ 

 

【問題】 

a.戦略に関するＣＯＰの説明において、変

更箇所の説明が中心となってしまい、全

体的な戦略説明が不足した。 

 

【課題】 

a.戦略に関する情報は、全体的な戦略を分

かりやすく説明する必要がある。 

 

a.全てのＣＯＰについては、ＥＲＣ対応

要員と本店対策要員の説明内容に齟

齬が発生しないよう、原則手書きによ

る情報更新は実施しない活用方法と

していた。また、戦略に関するＣＯＰ

の情報更新は、戦略変更に合わせて行

うため、更新・発行の頻度が多く、Ｅ

ＲＣへの説明に使用していないもの

があった。そのため、前回説明した内

容からの変更箇所を把握するのに時

間が掛かり、全体的な戦略説明の時間

が確保できなかった。 

b.ＥＲＣへの情報提供は、書画装置によ

り画面共有しながら行うことで説明

性を向上させる運用としていたが、戦

略に関するＣＯＰは記載されている

情報量が多く文字が小さいことから、

説明箇所毎に拡大して表示する必要

があり、戦略の全体像を視覚的に示し

ながら説明することができず、分かり

にくい説明となった。 

 

a.戦略に関するＣＯＰは、定期的な発行

に頻度を見直し、全体的な戦略説明を

行う際に活用する。また、ＥＲＣへの

情報提供が必要な場合には、手書きで

ＣＯＰの情報を更新し、変更箇所のみ

を説明する。 

 

 

 

b.戦略に関するＣＯＰを説明する際に

は、書画装置に戦略の優先順位と対応

手段を表示し、戦略の選定根拠は口頭

で補足する等、説明方法を検討すると

ともに、全体的な戦略が把握しやすい

よう見やすさ・分かりやすさを考慮し

てＣＯＰの見直しを図る。 

 

《検証可能性：○》 

・原子力災害対策本部設置訓練（ＥＲＣ

プラント班との情報共有訓練を含む）

を行うため検証可能。 

 

《評価項目》 

・ＥＲＣ対応要員は、定期的な発行に頻

度を見直した戦略に関するＣＯＰ（Ｃ

ＯＰ２－２）を活用し、ＥＲＣプラン

ト班へ全体的な戦略説明ができるこ

と。また、必要に応じ手書きでＣＯＰ

を更新し、変更箇所の説明ができるこ

と。 

・ＥＲＣ対応要員は、戦略に関するＣＯ

Ｐを説明する際に、書画装置を有効に

活用するとともに、必要に応じ口頭で

補足説明できること。また、戦略に関

するＣＯＰが全体的な戦略を把握しや

すいよう見直されていること。 

 

《確認方法》 

・ＥＲＣ対応要員は、定期的な発行に頻

度を見直した戦略に関するＣＯＰを活

用し、ＥＲＣプラント班へ全体的な戦

略説明ができることを確認する。また、

必要に応じ、手書きでＣＯＰを更新し、

変更箇所の説明ができることを確認す

る。 

・ＥＲＣ対応要員は、戦略に関するＣＯ

Ｐを説明する際に、書画装置を有効に

活用するとともに、必要に応じ口頭で

補足説明できることを確認する。また、

戦略に関するＣＯＰが全体的な戦略を

把握しやすいよう見直されていること

を確認する。 
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２０２４年１月 泊発電所原子力防災訓練シナリオアピールポイント 

 

 

１．令和５年度評価指標抜粋 

指標 評価対象などの考え方 

シ
ナ
リ
オ
の
多
様
化
・
難
度 

 対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度の高い課題

を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。 

 事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻

度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要

員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要員派遣

と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判

断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シ

ナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認する。 

【補足説明】 

   発災を想定する号機（複数又は全号機） 

①  能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか 

・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措置として実施する事故対処の能力向上

に資する現場実働、プラント状態の把握を困難とする想定等、実効性を高める工夫が図れてい

るか 

②  ＥＡＬ判断（複数の異なるＥＡＬ番号） 

・原子力防災管理者の判断を要しないＥＡＬ（地震、津波など）は評価外 

③  場面設定等（５つ以上の付与） 

・時間、場所、気象、体制、資機材、計器故障、人為的ミス、ＯＦＣ対応、判断分岐、その他の

区分で確認 

・毎年全く同じ場面設定等とした場合、訓練プレーヤが容易に予見可能であり、対応能力向上の

幅を広げること及び訓練の緊張感維持することができないことから、多様化に努めていると

は言えない 

   評価：すべてでＡ、３つ又は２つでＢ、他はＣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１２―１ 

57575757



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58585858



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59595959



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
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２０２３年度 泊発電所 原子力防災訓練 判断分岐フローチャート
別紙１２－２

訓練シナリオ情報を含むため非公開

61616161



２０２３年度 泊発電所 原子力防災訓練 判断分岐フローチャート
別紙１２－２

訓練シナリオ情報を含むため非公開

62626262



２０２３年度 泊発電所 原子力防災訓練 判断分岐フローチャート
別紙１２－２

訓練シナリオ情報を含むため非公開

63636363



２０２３年度 泊発電所 原子力防災訓練 判断分岐フローチャート
別紙１２－２

訓練シナリオ情報を含むため非公開

64646464



 

別紙１３ 

緊急時対応組織の実効性に係る泊発電所訓練時の対応 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など 
Ａ Ｂ Ｃ 

9-2 緊急時対応組織の実効 

性向上に係る年度計画 

①目標設定 

②達成基準 

③継続的改善 

（効果的な向上） 

緊急時対応組織の実効性の

向上の観点から、年度計画

について、以下の項目を全

て満足する。 

① 適度な難易度で設定さ

れた中期計画の目標に

基づき、年度の目標が

適切に設定されてい

る。 

② 年度の目標に対する達

成基準が具体的、かつ

明確に設定されてい

る。 

③ 継続的改善に係る仕組

みが効果的に機能して

いる。 

（限定的な向上） 

緊急時対応組織の実 

効性の向上の観点から、年

度計画について、以下の項

目が１つ以上ある。 

① 容易な難易度で設定さ

れた中期計画の目標に

基づき、年度の目標が

設定されている。 

② 年度の目標に対する達

成基準の一部が具体的

でない、あるいは、不明

確である。 

③ 継続的改善に係る仕組

みが十分に機能してな

い。 

（Ａ，Ｂ以外） 

緊急時対応組織の実効 

性の維持が目標となってい

る等。 

年度計画は、中期計画に基づき、訓練に参加

する緊急時対応組織の範囲、目標、実動訓練

の内容等が選定されていることについて、例

えば以下を確認する。 

・中期計画に基づき、緊急時対応組織の能力

の維持及び能力の向上に資する目標が設定

されているか（①目標設定に係る確認）。 

・上記目標の達成基準が具体的に設定されて

いるか確認する（②達成基準に係る確 認）。 

・継続的改善に係る仕組みについて、社外の

組織からの意見や提言の活用など、改善の余

地がないか（③継続的改善に係る確認）。 ま

た、毎年度全ての緊急時対応組織の実動訓練

が実施できない場合は、中期計画において、

各緊急時対応組織の重要性等を考慮して適

切に実施頻度が設定されていることを確認

する。  

⓪ 目的 

・発電所の支援要請に対する対応能力向上 

・支援物資の調達に係る対応能力向上（協定事業者への調達は一般災害時対応訓練に準拠するため、調達要請は想定とする） 

・協定事業者と連携した支援物資の輸送に係る対応能力向上 

①目標の設定 

・発電所の支援要請を確実に実施できること 

・実際に支援物資の調達・輸送を予定している協定事業者（調達する事業者については想定）と連携し、要請事項「支援物資品目、受渡し箇所、輸送量及び現地輸送ま

での移動ルート」の情報伝達を確実に実施できること 

・協定事業者からの確認・質問に対し、適切に回答ができること 

②達成基準 

・発電所から即応センターへの支援要請に伴い、発電所、即応センター、後方支援拠点（模擬）及び協定事業者間により、発電所まで支援物資の輸送を行うための検討

及び情報連携ができることを確認するものとし、初めての対応であるため難易度は中とする 

③継続的改善に係る仕組み 

訓練終了後、訓練評価シート及び社外訓練参加者との意見交換による確認結果を整理し、訓練課題を抽出する 
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別紙１３ 

緊急時対応組織の実効性に係る泊発電所訓練時の対応 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など 
Ａ Ｂ Ｃ 

9-3 緊急時対応組

織の実動訓練 

 

 

（フル実動訓練） 

中期計画に基づく

当該年度計画 

で実動とした緊急

時対応組織の全て

が実動する計画で

ある。 

（一部実動訓練） 

中期計画に基づく

当該年度計画で実

動とした緊急時対

応組織のうち一部

が実動する計画で

ある。 

（Ａ，Ｂ以外） 

緊急時対応組織の

実動訓練を実施し

ない計画など。 

中期計画に基づき、実動訓練の参加組織あるいは参加者は、実発災時の活動を想

定し、広範囲かつ適切に設定されているか確認する。 「広範囲かつ適切に」とは、

緊急時対応組織について、中期計画及び年度計画で設定した目標のため、必要な

組織が選定され、各組織の参加する範囲及び活動内容が設定されていることをい

う。「全てが実動する計画である」の確認に当たり、社外組織については、この限

りではない。 

 

【緊急時対応組織の実動訓練の例】 

① 原子力事業所災害対策支援拠点における自社の活動 

② 緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）における自社の活動  

③ 他の原子力事業所（自社の原子力事業所を含む。）との連携に係る自社の活動 

④ 原子力緊急事態支援組織との連携に係る自社の活動 

⑤ 実動省庁（防衛省・自衛隊、警察、消防）との連携に係る自社の活動 

⑥ その他、必要な社内外組織との連携に係る自社の活動 

 

実動訓練は、実発災時の活動を想定し、訓練に参加する組織及び参加者とその規

模、模擬とする部分等が適切に設定され、訓練全体として、現実性（リアリティ

ー） が確保されていることを確認する。なお、実動省庁との連携等、実発災時の

活動の想定が困難なものについては、訓練シナリオ上の仮定が必要になることか

ら、この限りではない。  

〇参加規模は広範囲に設定 

支援物資の輸送訓練では以下の関係者が参加する予定。 

〔プレーヤ〕 

（社内）本店  即応センター（原子力班 2名、総括班 2名、総務班 1名、資材班 1名）： 6名、模擬後方支援拠点（原子力班）：1名 

発電所 緊急時対策所（号機責任者 1名、業務支援班 1名）：2名 

（社外）協定事業者：1名（輸送協定事業者） 

〔コントローラ〕 

（社内）本店  即応センター1名、模擬後方支援拠点 1名 

発電所 緊急時対策所 1名 

〔評価者〕 

（社内）本店  即応センター1名、模擬後方支援拠点 1名  
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別紙１３ 

緊急時対応組織の実効性に係る泊発電所訓練時の対応 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など 
Ａ Ｂ Ｃ 

9-4 緊急時対応組織の

実効性向上に係る

より現実的な実動

を伴う訓練設定 

 

（臨機応変な対応能力

の向上） 

より現実的な実動を伴

うシナリオや状況設定

となっており、緊急時

対応組織の活動の全て

がシナリオ非提示型訓

練となっている。 

（型通りの対応能力の

維持） 

より現実的な実動を伴

うシナリオや状況設定

となっており、緊急時

対応組織の活動の全て

又は一部がシナリオ提

示型訓練となってい

る。 

（Ａ，Ｂ以外） 

当該年度の目標とは関

係ないシナリオが設定

されている等。 

中期計画や年度計画に示された目標やねらいに応じ、発災規

模を適切に設定し、その範囲内での活動を想定した上で、より

現実的が確保された実動を伴うシナリオや状況が設定されて

いるか確認する。 ここで、「現実的なシナリオ」には連携する

組織間において、上位組織等の意思決定プロセスも含むこと

とする。 ただし、時間的な制約などにより、現実的な連携シ

ナリオが設定できない場合は、 部分的な実動訓練を要素訓練

として、実施しても良い。 

 

なお、シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地

震等の起因事象等と いった訓練の前提条件は含まない）が事

前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示

とする。 

 

例えば、手順書、設備、要員等について、柔軟な活用を期待す

る状況設定や現場等での指揮者の臨機応変な判断を伴うシナ

リオで、かつ、シナリオ非提示型訓練の場合、「臨機応変な対

応能力の向上」に該当する。  

 

〇より現実的なシナリオ 

・要素訓練において、原子力災害時における発電所への支援物資輸送の実施 

・原子力班及び総括班（本店）は、発電所より非常食（飲料水含む）に不足が発生した情報を取得 

・原子力班、総括班、総務班及び資材班（本店）と連携し、発電所への支援物資の係る計画の策定・手順の検討・協定事業者への要請準備（支援物資の確認・輸送量・

輸送手段等）を開始 

・協定事業者への要請訓練 

・支援物資輸送訓練の開始／終了時刻は、13時 10分～15時 30分とする 

支援物資輸送の実働は 2023年 9月 7日の後方支援拠点対応訓練時に別途実施しているため、支援物資の輸送に伴う協定事業者への要請および協定事業者からの要請

受諾までと、後方支援拠点からの支援物資の輸送に関する情報連絡を訓練対象とする 
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別紙１３ 

緊急時対応組織の実効性に係る泊発電所訓練時の対応 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など 
Ａ Ｂ Ｃ 

9-5 緊急時対応

組織の実効

性向上に係

る支援活動

の実施 

（すべて実施） 

全て、当初の計

画通りに活動が

実施された。 

（概ね実施） 

概ね、当初の計

画通りに活動

が実施された。 

（Ａ，Ｂ以外） 

当初の計画通り

に活動が実施さ

れなかった。 

・コントローラ

の介入などに

より、訓練の中

断を要する場

合等 

訓練時に設定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲にわ

たる組織間において適切な連携の下、計画通りに実施されたか確認する。 

 

・評価のため、行動内容（計画に実施できたこと、できなかったこと及び新たに見つ か

った問題）の記録がとられていることを確認する。 

 

ここで、「適切な連携」とは、予め定められた指揮命令系統に基づき、組織内及び組織間

が予め定められた手順通りの対応が出来ることをいう。また、手順を超える対応につい

ては、期待する行動や連携ができることをいう。 

本指標については、事業者防災訓練（総合訓練）のみならず、要素訓練を含めることが

できる。複数回の訓練が実施される場合の評価は、各訓練が年度計画に設定され た目標

の達成基準を全て満たしていれば、「すべて実施」に該当する。したがって、 指標９－

２の確認段階において達成基準が、例えば定量的に設定されるなど明確に示されている

か確認する。  

 

・訓練時に設定した発災規模の範囲内で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲にわたる組織間において適切な連携の下、計画通りに実施できたことを確認する 

「適切な連携」とは下記体系図のとおり、予め定めた連絡経路に基づき、要請や連絡・調整（説明や質問への回答を含む）を行う 

・評価にあたっては、訓練評価シート及び社外訓練参加者との意見交換による確認を実施する 

 

【支援物資輸送訓練の体系図】 

 

 

 

 

  

 

泊発電所

後方支援拠点

即応センター

調達先事業者（想定）

輸送事業者調達先事業者

協定事業者

＜凡例＞
要請フロー

連絡・調整フロー
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枠囲みの範囲は個人情報のため非公開 様式－１－１

方針書

■ 新規 □ 改訂（前回整理番号： ）

方-23-047

号機 共通 件名

概要

検討結果

防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画（2023～
2024年度）

起案日 2023年9月26日

　防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画を策定するにあたり，事故対応能力を
「①体制構築能力」，「②情報共有能力」「③事故状況判断能力」，「④対策実施能
力」，「⑤ロジスティクス能力」の５つに分類し，対応能力毎に“あるべき姿”（将来の
達成目標）を設定している。
　これまでの原子力防災訓練では，2020～2022年度の3か年計画として定めた「方-22-044
防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画（改訂3）」（以下，「前回方針書」とい
う。）に従い，対応能力毎の維持・向上に取り組んできた。
　前回方針書は至近で対応すべき課題を3ヵ年後となる2022年度までに達成するための計画
であることから，5つの事故対応能力毎に設定した達成目標や，“あるべき姿”と現状の
ギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）に対する総合的な評価を行い，その結果等
を踏まえた2023年度以降の新たな達成目標を設定するとともに，達成に向けた防災組織と
しての事故対応能力の継続的向上計画を検討した。

整理番号　：

　新たな発電所および本店における事故対応能力の継続的向上計画は，前回方針書と同様
に設定した防災組織として必要な事故対応能力毎の“あるべき姿”に対して，“あるべき
姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）の中から至近で取り組む課題
と，それらの課題に対する達成目標をベースに策定した。
　なお，現在原子力規制庁と原子力事業者での訓練あり方検討において，原子力事業者防
災業務計画の他に，保安規定や核物質防護規定に予め定められる緊急時対応に係る活動・
組織を網羅した新たな中期計画の策定に向けて議論が進められており，2025年度に運用開
始予定となる。よって，本計画は3ヵ年後の達成目標を2ヵ年で達成できるように年度毎の
目標を設定し，2ヵ年経過後である2025年度に，2024年度までに実施した訓練の達成度合い
等を総合的に評価する。
　事故対応能力の“あるべき姿”および至近で取り組む課題に対する達成目標と年度展開
を以下に示す。本計画の詳細は，添付資料を参照のこと。

【事故対応能力の継続的向上計画】
①体制構築能力
≪あるべき姿≫
・要員の招集，体制の発令等，事故対応に必要な体制を遅滞なく構築して滞りなく運営で
きる。
≪達成目標≫
・初動対応時においても確実な情報連携体制を構築することで，発電所内および発電所－
本店間の情報連携を強化し，より確実な運営ができる。
≪年度展開≫
・2023年度：初動対応時における，より効率的な情報連携方法を構築し，有効性を検証す
る。
・2024年度：前年度構築した情報連携方法が定着していることを確認する。
②情報共有能力
≪あるべき姿≫
・社内外と情報を遅滞なく正確に共有できる。
≪達成目標≫
・事象進展や対応戦略に関するERCへの説明において，分かり易い説明方法を構築すること
で，本店－ERC間の情報共有が遅滞なく実施できる。
・社内における情報共有について，新たな方法を確立することで，より効率的な情報共有
が正確に実施できる。
≪年度展開≫
・2023年度：
(1)_情報共有ツール（COP等） の充実を図るとともに分かり易い説明方法を構築し，有効
性を検証する。
(2)_電子ホワイトボードを活用した時系列情報の共有等、 社内における新たな情報共有方
法を確立し，有効性を検証する。
・2024年度：
(1)_前年度構築した課題を踏まえて改善した説明方法が定着し，ERCへの説明方法が定着し
ていることを確認する。
(2)_前年度構築した情報共有方法が定着していることを確認する。

③事故状況判断能力
≪あるべき姿≫
・事故状況，事象進展予測等から，最善の戦略を判断して立案できる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・発電所または本店において，発電所外からのサポートも考慮した戦略を立案できる。
≪年度展開≫
・2023年度：発電所外からのサポート（追加要員の派遣，故障設備の復旧資機材等）も考
慮した長期的な 戦略立案方法を構築し，有効性を検証する。
・2024年度：前年度構築した戦略立案方法が定着していることを確認する。
④対策実施能力
≪あるべき姿≫
・現場からの情報が正確かつ遅滞なく対策本部に伝達できるとともに，対策本部で決定し
た対策が現場で確実に実行できる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・複数箇所での火災発生時においても確実に対応できる。
≪年度展開≫
・2023年度：複数箇所での火災発生時における手順に従い，確実に現場で対応できる。
・2024年度：複数箇所での火災発生時において，不測の事態が発生した場合でも，確実に
現場で対応できる。
⑤ロジスティクス能力
≪あるべき姿≫
・退避誘導，医療対応等，直接的にプラントの事故収束に係らない対応を確実に実施でき
る。
・社外組織との連携を確実に図ることができる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・プラントへ直接影響しない発電所内での対応（退避誘導および医療対応）に際し，不測
の事態が発生した場合においても確実に対応できる。
・原子力事業所災害対策支援拠点の運営について，社外組織との連携訓練に向けて課題を
抽出し，マニュアル等の充実を図る。
≪年度展開≫
・2023年度：
(1)_退避誘導および医療対応に際し，不測の事態が発生した場合においても確実に対応で
きる。
(2)_原子力事業所災害対策支援拠点の運営に際し，発電所への支援に関する自社の活動を
確実に実施するとともに訓練により課題を抽出する。
・2024年度：
(1)_退避誘導および医療対応に際し，不測の事態が複数発生した場合においても確実に対
応できる。
(2)_前年度抽出した課題を踏まえて改善を行い原子力事業所災害対策支援拠点における発
電所への支援に関する自社の活動が定着している。
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備　考

添付資料等 防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画（2023～2024年度）

方針の承認

（合議） 泊発電所長（原子力防災管理者）

原子力業務ｸﾞﾙｰﾌﾟ

　　　　 写しにより、合議済み（2023年9月29日）

通知

担　当

検討結果

承認者 審　査　者 確　認　者 原子力業務ＧＬ

　新たな発電所および本店における事故対応能力の継続的向上計画は，前回方針書と同様
に設定した防災組織として必要な事故対応能力毎の“あるべき姿”に対して，“あるべき
姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）の中から至近で取り組む課題
と，それらの課題に対する達成目標をベースに策定した。
　なお，現在原子力規制庁と原子力事業者での訓練あり方検討において，原子力事業者防
災業務計画の他に，保安規定や核物質防護規定に予め定められる緊急時対応に係る活動・
組織を網羅した新たな中期計画の策定に向けて議論が進められており，2025年度に運用開
始予定となる。よって，本計画は3ヵ年後の達成目標を2ヵ年で達成できるように年度毎の
目標を設定し，2ヵ年経過後である2025年度に，2024年度までに実施した訓練の達成度合い
等を総合的に評価する。
　事故対応能力の“あるべき姿”および至近で取り組む課題に対する達成目標と年度展開
を以下に示す。本計画の詳細は，添付資料を参照のこと。

【事故対応能力の継続的向上計画】
①体制構築能力
≪あるべき姿≫
・要員の招集，体制の発令等，事故対応に必要な体制を遅滞なく構築して滞りなく運営で
きる。
≪達成目標≫
・初動対応時においても確実な情報連携体制を構築することで，発電所内および発電所－
本店間の情報連携を強化し，より確実な運営ができる。
≪年度展開≫
・2023年度：初動対応時における，より効率的な情報連携方法を構築し，有効性を検証す
る。
・2024年度：前年度構築した情報連携方法が定着していることを確認する。
②情報共有能力
≪あるべき姿≫
・社内外と情報を遅滞なく正確に共有できる。
≪達成目標≫
・事象進展や対応戦略に関するERCへの説明において，分かり易い説明方法を構築すること
で，本店－ERC間の情報共有が遅滞なく実施できる。
・社内における情報共有について，新たな方法を確立することで，より効率的な情報共有
が正確に実施できる。
≪年度展開≫
・2023年度：
(1)_情報共有ツール（COP等） の充実を図るとともに分かり易い説明方法を構築し，有効
性を検証する。
(2)_電子ホワイトボードを活用した時系列情報の共有等、 社内における新たな情報共有方
法を確立し，有効性を検証する。
・2024年度：
(1)_前年度構築した課題を踏まえて改善した説明方法が定着し，ERCへの説明方法が定着し
ていることを確認する。
(2)_前年度構築した情報共有方法が定着していることを確認する。

③事故状況判断能力
≪あるべき姿≫
・事故状況，事象進展予測等から，最善の戦略を判断して立案できる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・発電所または本店において，発電所外からのサポートも考慮した戦略を立案できる。
≪年度展開≫
・2023年度：発電所外からのサポート（追加要員の派遣，故障設備の復旧資機材等）も考
慮した長期的な 戦略立案方法を構築し，有効性を検証する。
・2024年度：前年度構築した戦略立案方法が定着していることを確認する。
④対策実施能力
≪あるべき姿≫
・現場からの情報が正確かつ遅滞なく対策本部に伝達できるとともに，対策本部で決定し
た対策が現場で確実に実行できる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・複数箇所での火災発生時においても確実に対応できる。
≪年度展開≫
・2023年度：複数箇所での火災発生時における手順に従い，確実に現場で対応できる。
・2024年度：複数箇所での火災発生時において，不測の事態が発生した場合でも，確実に
現場で対応できる。
⑤ロジスティクス能力
≪あるべき姿≫
・退避誘導，医療対応等，直接的にプラントの事故収束に係らない対応を確実に実施でき
る。
・社外組織との連携を確実に図ることができる。
≪至近で取り組む課題に対する達成目標≫
・プラントへ直接影響しない発電所内での対応（退避誘導および医療対応）に際し，不測
の事態が発生した場合においても確実に対応できる。
・原子力事業所災害対策支援拠点の運営について，社外組織との連携訓練に向けて課題を
抽出し，マニュアル等の充実を図る。
≪年度展開≫
・2023年度：
(1)_退避誘導および医療対応に際し，不測の事態が発生した場合においても確実に対応で
きる。
(2)_原子力事業所災害対策支援拠点の運営に際し，発電所への支援に関する自社の活動を
確実に実施するとともに訓練により課題を抽出する。
・2024年度：
(1)_退避誘導および医療対応に際し，不測の事態が複数発生した場合においても確実に対
応できる。
(2)_前年度抽出した課題を踏まえて改善を行い原子力事業所災害対策支援拠点における発
電所への支援に関する自社の活動が定着している。

承認日： 2023年10月4日
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防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画（2023～2024 年度） 

 

１．はじめに 

防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画を策定するにあたり，「①体制構築能力」，「②情報

共有能力」，「③事故状況判断能力」，「④対策実施能力」，「⑤ロジスティクス能力」の５つに分類し，

対応能力毎に“あるべき姿”（将来の達成目標）を設定している。 

これまでの原子力防災訓練では，2020～2022 年度の 3 ヵ年計画として定めた「方-22-044 防災組

織としての事故対応能力の継続的向上計画（改訂 3）」（以下，「前回方針書」という。）に従い，対応能

力毎の維持・向上に取り組んできた。 

前回方針書は至近で対応すべき課題を 3 ヵ年後となる 2022 年度までに達成するための計画である

ことから，5 つの事故対応能力毎に設定した達成目標や，“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるた

めにやるべきこと（課題）に対する総合的な評価を行い，その結果等を踏まえた 2023 年度以降の新た

な達成目標を設定するとともに，達成に向けた防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画を検

討した。 

 

２．検討結果 

新たな発電所および本店における事故対応能力の継続的向上計画は，防災組織として必要な事故対

応能力毎の“あるべき姿”に対して，“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課

題）の中から至近で取り組む課題と，それらの課題に対する達成目標をベースに表１のとおり策定し

た。 

なお，現在原子力規制庁と原子力事業者での訓練のあり方検討（以下，「訓練あり方検討」という。）

において，原子力事業者防災業務計画の他に，保安規定や核物質防護規定に予め定められる緊急時対

応に係る活動・組織を網羅した新たな中期計画（以下，「緊急時対応組織の”新”中期計画」という。）

の策定に向けて議論が進められており，2025 年度に運用開始予定となる。よって，本計画は 3 ヵ年後

の達成目標を 2 ヵ年で達成できるように年度毎の目標を設定し，2 ヵ年経過後である 2025 年度に，

2024 年度までに実施した訓練における達成度合い等を総合的に評価する。 

 

表１：事故対応能力の継続的向上計画 

事故対応能力 あるべき姿 至近で取り組む課題に対する達成目標 

①体制構築能力 

・要員の招集，体制の発令
等，事故対応に必要な体制
を遅滞なく構築して滞り
なく運営できる。 

➢ 初動対応時においても確実な情報連携体制を構築
することで，発電所内および発電所－本店間の情
報連携を強化し，より確実に運営できる。 

②情報共有能力 

・社内外と情報を遅滞なく
正確に共有できる。 

➢ 事象進展や対応戦略に関する ERC への説明にお
いて，分かり易い説明方法を構築することで，本店
－ERC 間の情報共有が遅滞なく実施できる。 

➢ 社内における情報共有について，新たな方法を確
立することで，より効率的な情報共有が正確に実
施できる。 
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事故対応能力 あるべき姿 至近で取り組む課題に対する達成目標 

③事故状況判断 
能力 

・事故状況，事象進展予測等
から，最善の戦略を判断し
て立案できる。 

➢ 発電所または本店において，発電所外からのサポ
ートも考慮した戦略を立案できる。 

④対策実施能力 

・現場からの情報が正確か
つ遅滞なく対策本部に伝
達できるとともに，対策本
部で決定した対策が現場
で確実に実行できる。 

➢ 複数箇所での火災発生時においても確実に対応で
きる。 

⑤ロジスティク
ス能力 

・退避誘導，医療対応等，直
接的にプラントの事故収
束に係らない対応を確実
に実施できる。 

・社外組織との連携を確実
に図ることができる。 

➢ プラントへ直接影響しない発電所内での対応（退
避誘導および医療対応）に際し，不測の事態が発生
した場合においても確実に対応できる。 

➢ 原子力事業所災害対策支援拠点の運営について，
社外組織との連携訓練に向けて課題を抽出し，マ
ニュアル等の充実を図ることができる。 

 

３．検討内容 

本計画の検討にあたっては，前回方針書で設定した 5 つの事故対応能力毎の達成目標や，“あるべき

姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）に対する総合的な評価を行い，その評価結

果から未達成・未実施の課題を整理するとともに，昨年度の訓練実績，他社ベンチマーク結果や訓練

あり方検討等から新たに取り込むべき課題を整理した。それらの課題の中から緊急性や重要性等を踏

まえ，至近で取り組む課題を選定し，選定した課題に対する達成目標を設定した。 

設定した達成目標については，段階的に対応能力向上が図れるよう，年度毎の達成目標を設定した。 

なお，設定した達成目標は年度毎に達成度合い等を評価し，適宜，計画の見直しを図るとともに，2

ヵ年経過後である 2025 年度には，2024 年度までに実施した訓練の総合的な評価を行うことで，防災

組織としての事故対応能力の継続的向上を図ることとする。 

また，３.（１）および３．（２）で示す表 2～5 も含めた検討内容の概要について図 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：検討内容の概要 

 

（１）前回方針書に対する総合的な評価結果について 

前回方針書に対する総合的な評価は，5 つの事故対応能力毎に設定した 3 年後の達成目標に対する

達成度を踏まえて，前回方針書で掲げた“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこ

と（課題）に対する達成度を確認することで実施し，評価結果から未達成・未実施の課題を整理した。 

 

達成目標 

【達成度は 

表 2に示す】 

前回方針書で掲げた課題 

設定 

未達成・未 

実施の課題 

【表 4に示す】 

新たな 

達成目標 

【表 1に示す】 

今回方針書で整理した課題 

新たに取り込む 

べき課題 

【表 5に示す】 

取り込み 

 

取り込み 

 

次回検討

も同様に

実施 

総合的な評価【表 3に示す】 

未実施の課題 

未達成 

の課題 

 

 

設定 

72727272



 

 3 / 9 

 

3 年後の達成目標に対する達成度を表 2 に，総合的な評価（課題に対する達成度）を表 3 に，これ

らの評価結果から未達成・未実施の課題を表 4 にそれぞれ示す。 

なお，前回方針書に対する総合的な評価の詳細については別添資料１に示す。表 2： 3 年後の達成目

標に対する達成度 

事故対応能力 3 年後の達成目標※1 目標に対する達成度 

①体制構築能力 
➢ 発電所対策本部の運営が，交代要員でも，支

障なく実施できる。 
➢ 問題点の抽出はなく，交代要員

でも支障なく実施できた。 

②情報共有能力 

➢ ERC対応要員と発電所対応要員は，戦略や対
応手段に関する情報を齟齬なく共有できる。 

➢ 発電所と本店間で事故の進展予測および収
束対応戦略に関する基本的な共通認識を深
め，情報共有ツール（COP，チャットシステ
ム）を活用することにより，ERC への情報提
供が遅滞なく行える。 

➢ ERCからの質問事項に対し，情報共有ツール
（COP，チャットシステム）の活用では情報
が不足している場合においても，発電所から
正確な情報を引き出し，適切に回答できる。 

➢ ERSS を使用して ERC と情報共有できる。 

➢ 発電所と本店との情報連携に
おいて齟齬なく共有できた。 

➢ 本店と ERC との情報連携にお
いて ERSS を使用して適切に
共有できた。 

➢ 原子炉への注水戦略に影響す
る設備の機能喪失に関する情
報など，一部の情報共有が遅れ
たことや，事故収束に向けた全
体的な戦略説明が不足したと
いう問題点を抽出した。 

③事故状況判断 
能力 

➢ 不測の事態（“関連するパラメータの複数計
器の故障”，“人為的ミス”，キーマン不在等）
が発生した場合に的確に状況を把握し，戦略
を立案できる。 

➢ 問題点の抽出はなく，不測の事
態が発生した場合にも戦略を
立案できた。 

④対策実施能力 

➢ 現場において不測の事態が発生した場合で
も，確実に対応できる。 

➢ 問題点の抽出はなく，現場にお
いて不測の事態が発生した場
合にも確実に対応できた。 

⑤ロジスティク
ス能力 

➢ オフサイトセンターにおける合同対策協議
会等の会議体へ適切に情報提供ができる。 

➢ 問題点の抽出はなく，オフサ
イトセンターでの会議体へ適
切に情報提供できた。 

※1 前回方針書に記載している内容を転記。 

 

表３：総合的な評価結果（課題に対する達成度） 

事故対応能力 総合的な評価結果（課題に対する達成度） 

①体制構築能力 
➢ 正の要員が欠員となった場合の対応能力を向上させることができた。 
➢ 3 年後の達成目標に取り込めなかった未実施の課題がある。※2 

②情報共有能力 

➢ 10 条確認会議・15 条認定会議への迅速な対応の更なる向上や ERSS を使用した
情報共有について定着を図ることができた 

➢ 原子炉への注水戦略に影響する設備の機能喪失に関する情報など，一部の情報共
有が遅れたことや，事故収束に向けた全体的な戦略説明が不足したという問題点
を抽出した。 

➢ 3 年後の達成目標に取り込めなかった未実施の課題がある。※2 

③事故状況判断 
能力 

➢ 戦略立案方法の構築の他，複数計器の故障や人為的ミス等が発生した場合におけ
る対応能力を向上させることができた。 

➢ GE に至らない訓練に取り組んだことにより，設備の復旧を見据えた戦略の立案
能力を向上させることができた。 

➢ 3 年後の達成目標に取り込めなかった未実施の課題がある。※2 

④対策実施能力 
➢ 現場と本部との相互連携能力や現場における不測の事態等に対する対応能力を

向上させることができた。 
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事故対応能力 総合的な評価結果（課題に対する達成度） 

⑤ロジスティク
ス能力 

➢ オフサイトセンターと即応センターあるいは発電所間の連携能力や合同対策協議会等の会議体への
対応能力を向上させることができた。 

➢ 広報活動における模擬記者からのプラント状況や住民避難等の厳しい質問への
対応能力を向上させることができた。 

➢ 原子力災害医療および他電力からの資機材等の融通についての連携能力等につ
いて継続的に向上を図る必要がある。 

➢ 3 年後の達成目標に取り込めなかった未実施の課題がある。※2 

※2 未実施の課題については表 4 を参照。 

 

表 4：評価結果から未達成・未実施の課題 

事故対応能力 評価結果から未達成・未実施の課題※3 

①体制構築能力 

➢ 緊急時対策所，即応センター参集時における，より確実な情報連携体制の構築を
図る必要がある。 

➢ 構外からの参集方法やプルーム通過時の要員の動き等の実効性を確認する必要
がある。 

➢ 長期化体制の実効性を確認する必要がある。 

②情報共有能力 

➢ 情報共有ツール（COP，チャットシステム）が使えない場合や情報共有に係るキ
ーマン不在時等の不測の事態に備えた情報共有能力の向上を図る必要がある。 

➢ ERC への事故・プラント現状等の説明能力について，更なる向上を図る必要があ
る。 

➢ 事態の長期化を見据え，ERC 対応要員の更なる多重化を図る必要がある。 

③事故状況判断 
能力 

➢ 放射性物質の放出等による公衆への影響も考慮した上で，最善の戦略を立案でき
る能力を向上させる必要がある（例：2018 年度Ⅰ型訓練シナリオ）。 

➢ 作業員の線量限度を考慮した戦略の立案能力を向上させる必要がある。 
➢ 事象の長期化を見据えた発電所外からのサポートを含めた戦略の立案能力を向

上させる必要がある。 

④対策実施能力 －（残件無し。） 

⑤ロジスティク
ス能力 

➢ メーカーとの連携能力を向上させる必要がある。 
➢ 原子力災害医療における連携能力を向上させる必要がある。 
➢ 複数の傷病者発生時における対応能力を向上させる必要がある。 
➢ 他電力からの資機材等の融通について，連携能力を向上させる必要がある。 
➢ 対策実施能力同様に，医療対応や退避誘導活動等についても，本部との連携能力

の向上を図る必要がある。 
➢ 広報活動において誤った情報発信をしてしまった場合の対応の能力等の向上を

図る必要がある。 
➢ 大規模な構外退避時の退避方法や安定ヨウ素剤の配付・服用方法等の実効性を確

認する必要がある。 

※3 前回方針書に記載している内容を転記。 

 

（２）昨年度の訓練実績，他社ベンチマーク結果や訓練あり方検討等から新たに取り込むべき課題につい

て 

昨年度の訓練実績，他社ベンチマーク結果および訓練あり方検討等から新たに取り込むべき課題を

表 5 のとおり検討した。 

なお，原子力規制庁が示す原子力事業者防災訓練の評価指標については，毎年度見直しが行われる

ため，年度毎に策定する訓練計画にて検討することとし，本検討の対象外とする。 

表 5：昨年度の訓練実績，他社ベンチマーク結果や訓練あり方検討等から新たに取り込むべき課題 
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検討項目 新たに取り込むべき課題 

昨年度の 
訓練実績 

➢ 本店対策本部での発電所支援に係る戦略検討等の対応について，維持向上を図る
必要がある。【④対策実施能力】 

➢ 国や自治体と連携した広報活動について，外部への情報発信を円滑に実施するた
め，更なる向上を図る必要がある。【⑤ロジスティックス能力】 

他社ベンチ 
マーク結果 

➢ 複数箇所での火災発生時における対応能力を向上させる必要がある。【④対策実
施能力】 

訓練あり方 
検討 

➢ 広範囲な支援組織との連携について，訓練での実動により実効性を確認する必要
がある。【④対策実施能力および⑤ロジスティックス能力】 

その他 
➢ 対策実施能力同様に，医療対応や退避誘導活動等についても，不測の事態等に対

する対応能力の向上を図る必要がある。【⑤ロジスティックス能力】 

 

（３）至近で取り組む課題について 

至近で取り組む課題は，３．（１）および３．（２）で検討した “あるべき姿”と現状のギャップを埋

めるためにやるべきこと（課題）の中から，緊急性や重要性等を踏まえて 3 ヵ年後の達成を目標に

中期的な視点で選定した。 

至近で取り組む課題の選定にあたっては，今後の再稼働ユニットを考慮して現状の緊急時対策所を

中心とした事故対応能力の向上に向けた課題とし，全号機再稼働（同時発災）時における事故対応方

法の確立・改善については，長期的な課題として今後対応能力の向上を図っていく。 

なお，今回選定できなかった課題は，年度毎の評価結果や次回の計画策定において改めて検討する。 

また，防災組織に必要な事故対応に係る“あるべき姿”は，“いつ”，“どんな事態”であっても，それ

ぞれの事故対応能力がどのように発揮される必要があるかという観点で，JANSI 作成の「原子力発

電所の緊急時対応とシビアアクシデントマネジメントエクセレンスガイドライン」（以下，「エクセレ

ンスガイドライン」という。）等を参考に定期的に見直しの要否を検討し，表 6 のとおり設定した。 

 

① 体制構築能力 

≪あるべき姿≫ 

➢ 要員の招集，体制の発令等，事故対応に必要な体制を遅滞なく構築して滞りなく運営できる。 

≪“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）≫ 

➢ 緊急時対策所，即応センター参集時において，通信手段を考慮したより確実な情報連携体制の構

築を図る必要がある。 

➢ 構外からの参集方法やプルーム通過時の要員配置等の実効性を確認する必要がある。 

➢ 長期化体制の実効性を確認する必要がある。 

≪至近で取り組む課題≫ 

➢ 緊急時対策所への移動中において，他社の良好事例を参考とし，発電所と本店との通信手段を

考慮したより確実な情報連携体制の構築を図る必要がある。 

 

② 情報共有能力 

≪あるべき姿≫ 

➢ 社内外と情報を遅滞なく正確に共有できる。 

≪“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）≫ 
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➢ 情報共有ツール（COP，チャットシステム）が使えない場合や情報共有に係るキーマン不在時

等の不測の事態に備えた情報共有能力の向上を図る必要がある。 

➢ ERC への事故・プラント現状等の説明能力について更なる向上を図る必要がある。 

➢ 事態の長期化を見据え，ERC 対応要員の更なる多重化を図る必要がある。 

≪至近で取り組む課題≫ 

➢ 事象進展や対応戦略に関する ERC への説明において，要員の効率的な育成を実施するため，分

かり易い説明方法を構築する必要がある 

➢ 発電所と本店間の情報共有において，他社の良好事例を参考とし，より効率的な共有方法を確立

する必要がある。 

 

③ 事故状況判断能力 

≪あるべき姿≫ 

➢ 事故状況，事象進展予測等から，最善の戦略を判断して立案できる。 

≪“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）≫ 

➢ 放射性物質の放出等による公衆への影響も考慮した上で，最善の戦略の立案できる能力を向上

させる必要がある。（例：2018 年度Ⅰ型訓練シナリオ） 

➢ 作業員の線量限度を考慮した戦略の立案能力を向上させる必要がある。 

➢ 事象の長期化を見据えた発電所外からのサポートを含めた戦略の立案能力を向上させる必要が

ある。 

≪至近で取り組む課題≫ 

➢ 事態の長期化を見据え，発電所外からのサポートも考慮した幅広い戦略を立案できる能力の向

上を図る必要がある。 

 

④ 対策実施能力 

≪あるべき姿≫ 

➢ 現場からの情報が正確かつ遅滞なく対策本部に伝達できるとともに，対策本部で決定した対策

が現場で確実に実行できる。 

≪“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）≫ 

➢ 本店対策本部での発電所支援に係る戦略検討等の対応について，維持向上を図る必要がある。 

➢ 広範囲な支援組織との連携について，訓練での実動により実効性を確認する必要がある。（汚染

拡大防止，消火活動に関する活動） 

➢ 複数箇所での火災発生時における対応能力を向上させる必要がある。 

≪至近で取り組む課題≫ 

➢ 複数箇所での火災発生時において，火災による影響やプラント状況に応じた要員派遣等，対応

能力の向上を図る必要がある。 

 

⑤ ロジスティックス能力 

≪あるべき姿≫ 

➢ 退避誘導，原子力災害医療等，直接的にプラントの事故収束に係らない対応を確実に実施でき
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る。 

➢ 社外組織との連携を確実に図ることができる。 

≪“あるべき姿”と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）≫ 

➢ メーカーとの連携能力を向上させる必要がある。 

➢ 原子力災害医療における連携能力を向上させる必要がある。 

➢ 複数の傷病者発生時における対応能力を向上させる必要がある。 

➢ 他電力からの資機材等の融通について，連携能力を向上させる必要がある。 

➢ 対策実施能力同様に，医療対応や退避誘導活動等についても，本部との連携能力の向上を図る必

要がある。 

➢ 広報活動において誤った情報発信をしてしまった場合の対応の能力等の向上を図る必要がある。 

➢ 大規模な構外退避時の退避方法や安定ヨウ素剤の配付・服用方法等の実効性を確認する必要が

ある。 

➢ 国や自治体と連携した広報活動について，外部への情報発信を円滑に実施するため，更なる向上

を図る必要がある。 

➢ 広範囲な支援組織との連携について，訓練での実動により実効性を確認する必要がある。（汚染

拡大防止，消火活動を除く活動） 

➢ 対策実施能力同様に，医療対応や退避誘導活動等についても，不測の事態等に対する対応能力の

向上を図る必要がある。 

≪至近で取り組む課題≫ 

➢ プラントへ直接影響しない発電所内での対応（退避誘導および医療対応）について，不測の事態

が発生した場合における対応能力の向上を図る必要がある。 

➢ 広範囲な支援組織との連携に向けて，実動訓練による対応能力の向上を図る必要がある。 

 

表 6：５つの事故対応能力と“あるべき姿” 

事故対応
能力分類 

防災組織に要求される主な対応事項 あるべき姿 

①体制構
築能力 

・防災体制の発令 
・発電所対策本部の設置，運営※4 
・要員招集 

・要員の招集，体制の発令等，
事故対応に必要な体制を遅
滞なく構築して滞りなく運
営※4できる。 

②情報共
有能力 

・通報様式の作成，FAX 機器等による送付，通報様式送付後の
着信確認 

・社内外との情報共有（COP の活用等） 
・通信設備の取扱い 
・通信回線の確保 

・社内外と情報を遅滞なく正
確に共有できる。 

③事故 
状況判断 
能力 

・事故状況の把握 
・戦略立案 
・EAL 判断 
・事象進展予測等のシビアアクシデント対応 
・放射能放出予測，放出放射能量の推定，環境への放射能影響
予測 

・事故状況，事象進展予測等
から，最善の戦略を判断し
て立案できる。 
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事故対応
能力分類 

防災組織に要求される主な対応事項 あるべき姿 

④対策 
実施能力 

・事故拡大防止措置（故障した設備等の応急の復旧，その他応
急の復旧対策に必要な事項） 

・汚染場所の汚染拡大防止措置 
・消火活動 

・現場からの情報が正確かつ
遅滞なく対策本部に伝達で
きるとともに，対策本部で
決定した対策が現場で確実
に実行できる。 

⑤ロジス
ティクス
能力 

・原子力災害医療 
・退避誘導 
・防災資機材の調達，支援要請 
・広報活動 
・北海道，オフサイトセンター等への要員派遣，資機材貸与 
・安定ヨウ素剤服用の指示・配布 
・他原子力事業者，原子力緊急事態支援組織への応援要請 
・協力会社およびメーカーへの応援要請 

・退避誘導，医療対応等，直
接的にプラントの事故収
束に係らない対応を確実
に実施できる。 

・社外組織との連携を確実に
図ることができる。 

※4 運営とは，発電所対策本部内での指揮命令や緊急時対策所内の活動ルール（「（R-30-212-5）泊発電所原
子力災害等対応要則 添付-1（1）本部運営に関する心得」）に従った対応を指す。 

 

（４）事故対応能力の継続的向上計画と年度展開について 

３．（３）で選定した至近で取り組む課題について，能力向上を図るべく事故対応能力の継続的向

上計画を策定する。 

現在原子力規制庁と原子力事業者での訓練のあり方検討において，緊急時対応組織の”新”中期計画

の策定に向けて議論が進められており，2025 年度に運用開始予定となる。よって，本計画は 3 ヵ年

後の達成目標を 2 ヵ年で達成できるように目標設定する。また，至近で取り組む課題に対する達成

目標に対して，段階的に対応能力向上が図れるよう年度毎の達成目標を設定し，事故対応能力の継続

的向上計画と達成に向けた年度展開を別添資料２に示す。 

なお，緊急時対応組織の”新”中期計画策定に向けたスケジュール（案）を別添資料３に示す。 

 

（５）シナリオ想定に係る年度展開について 

訓練シナリオについては，発電所の発災を想定するうえで基本となる事象，付随する事象および発

生条件（時間帯，気象条件等）をベースに，別途定める『方針書「重大事故等を含む訓練中期計画に

ついて（総合訓練，要素訓練の基本実施計画）」に基づく年度展開（2023～2025 年度）について』（以

下，「シナリオ想定の中期計画」という。）にて策定する。 

ただし，事故対応能力の継続的向上計画を実行する上で，訓練シナリオの見直しが必要な場合には，

基本となる事象等が年度毎に偏らないよう考慮したうえで，シナリオ想定の中期計画を見直すこと

とする。 

 

（６）評価・見直しについて 

年度展開については，毎年度，訓練実績，他社ベンチマーク結果等から達成度合い等を評価し，適

宜，計画の見直しを図る。 

各年度の達成度合い等の評価にあたっては，訓練実績の他に当社訓練を評価した他電力からの提言

および他電力訓練視察で得た良好事例等を反映し，計画の見直しを行うこととする。また，至近で取

り組む課題に対する達成目標についても，見直した年度展開に沿うよう併せて見直しを行う。 

また，2 ヵ年経過後である 2025 年度には，2024 年度までに実施した訓練の総合的な評価を行い，
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達成度合いに対して不足があった場合には，次年度以降の事故対応能力の継続的向上計画に取り込

むことを検討する。 

 

４．別添資料 

➢ 別添資料 1：2020～2022 年度 防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画の達成度評価 

➢ 別添資料 2：事故対応能力の継続的向上計画と年度展開 

➢ 別添資料 3：緊急時対応組織の”新”中期計画策定に向けたスケジュール（案）【他社面談資料抜粋】 

 

 

以 上 
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別添資料 1 

 

「2020～2022 年度 防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画」の達成度評価 

 

 2020 年度に作成した「防災組織としての事故対応能力の継続的向上計画」（以下、「能力向上計画」と

いう。）について、作成から３年が経過したことから、達成目標に対する達成度を評価した。なお、評価

に際しては、以下に示す通り、幾つかの STEP に分けて評価を実施した。 

 評価の結果、達成できていない項目、または、未実施の項目を抽出し、2023 年度からの新規能力向上

計画（中期計画）に取り込む項目の候補として整理した。 

 

１．STEP1：３年後の達成目標に対する達成度の評価 

  ３年後の達成目標に対する達成度の評価に際しては、2020～2022 年度のそれぞれの原子力防災訓

練報告書における評価結果を利用し、単年度ごとに掲げた達成目標に対する評価結果を順番に確認

していくことで、３年後の達成度合いを評価した。STEP1 の評価結果を添付１に示す。 

 

２．STEP2：STEP1（３年後の達成目標に対する達成度の評価）の結果を踏まえた“あるべき姿とのギャ

ップ”との確認による達成度評価 

  STEP1 の評価結果を起点として、まずは“至近で対応すべき課題”として掲げた項目に対する達成度

を確認した。次に、“あるべき姿”として掲げた項目に対する達成度を確認することで、最終的に、能

力向上計画に対する達成度を評価した。STEP２の評価結果を添付２に示す。 

 

３．2023 年度の新規能力向上計画（中期計画）に取り込む項目の候補 

STEP1、STEP2 の評価結果から、2020～2022 年度の能力向上計画における“あるべき姿”として、

達成できていない項目、または未実施の項目を抽出し、以下に整理した。これらが、2023 年度からの

新規能力向上計画（中期計画）に取り込む項目の候補となる。 

 

能
力 

№ あるべき姿と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題） 

①
体
制
構
築
能
力 

1 
緊急時対策所、即応センター参集時における、より確実な情報連携体制の構築を図る必

要がある。 

2 構外からの参集方法やプルーム通過時の要員の動き等の実効性を確認する必要がある。 

3 長期化体制の実効性を確認する必要がある。 

②
情
報
共
有
能
力 

4 
情報共有ツール（ＣＯＰ、チャットシステム）が使えない場合や情報共有に係るキーマ

ン不在時等の不測の事態に備えた情報共有能力の向上を図る必要がある。 

5 ＥＲＣへの事故・プラント現状等の説明能力について、更なる向上を図る必要がある。 

6 事態の長期化を見据え、ＥＲＣ対応要員の更なる多重化を図る必要がある。 

  

80808080



別添資料 1 

能
力 

№ あるべき姿と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（課題） 

③
事
故
状
況
判
断
能
力 

7 
放射性物質の放出等による公衆への影響も考慮した上で、最善の戦略を立案できる能力

を向上させる必要がある（例：2018 年度Ⅰ型訓練シナリオ）。 

8 作業員の線量限度を考慮した戦略の立案能力を向上させる必要がある。 

9 
事象の長期化を見据えた発電所外からのサポートを含めた戦略の立案能力を向上させる

必要がある。 

④
対
策
実
施
能
力 

－ 残件無し 

⑤
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
能
力 

10 メーカーとの連携能力を向上させる必要がある。 

11 原子力災害医療における連携能力を向上させる必要がある。 

12 複数の傷病者発生時における対応能力を向上させる必要がある。 

13 他電力からの資機材等の融通について、連携能力を向上させる必要がある。 

14 
対策実施能力同様に、医療対応や退避誘導活動等についても、本部との連携能力の向上

を図る必要がある。 

15 
広報活動において誤った情報発信をしてしまった場合の対応の能力等の向上を図る必要

がある。 

16 
大規模な構外退避時の退避方法や安定ヨウ素剤の配付・服用方法等の実効性を確認する

必要がある。 

 

 

以  上 

81818181



添付１ 

STEP1：３年後の達成目標に対する達成度の評価 
≪評価方法、凡例≫ 

■①⇒②⇒③⇒④：評価・確認の順番。各年度の防災訓練報告書における評価結果を利用。   

■青字、青→、青〇：達成済み。対応完了。 ■赤字、赤→、赤×、△、未達：達成できず。残件。未実施。 

 

 事故対応 

能力 

①2020年度 

達成目標 

評価 ②2021年度 

達成目標 

評価 ③2022年度 

達成目標 

評価 ④3年後の 

達成目標 

評価 

１ 
体制構築 

能力 

発電所対策本部における各

本部要員の活動内容を整理

した本部要員活動表を用い

て、発電所対策本部内の対

応が行えること。 

〇 昨年度整理した本部要員活動

表（発電所対策本部の各本部

要員の活動内容を整理した

表）を活用した対応方法が定

着していること。 

〇 本部要員活動表（発電所対策本

部の各本部要員の活動内容を

整理した表）を活用し、交代要

員でも対応できること。 

ＥＲＣ対応者を拡充し、対応で

きること。 

〇 発電所対策本部の運営が、

交代要員でも、支障なく実

施できる。 

〇 

２ 
情報共有 

能力 

    戦略や対応手段に関するＥＲ

Ｃ対応要員と発電所対策本部

要員との発話ルールを検討、確

立すること。 

〇 ＥＲＣ対応要員と発電所対

応要員は、戦略や対応手段

に関する情報を齟齬なく共

有できる。 

〇 

見直したＥＲＣ対応ブース

の要員配置および役割分担

により定めたＥＲＣ対応手

順で、必要な情報共有が行

えること。 

〇   ＥＲＣからの質問事項の伝達

ルート・処理方法を検討、運用

することにより、発電所を含め

た対応箇所へ確実に伝達し、適

切に回答できること。 

〇   

【抽出した改善点】 

説明が断片的で戦略や対策

がタイムリーに情報提供で

きなかった。 

また、当初の役割分担と異

なり、ＥＲＣ対応副責任者

がブース内の業務を統括

し、メインスピーカーのサ

ポートもしていたが、優先

すべき情報の選別ができ

ず、ＥＡＬ判断時刻の訂正

もできなかったため、改善

点として抽出する。 

 

 

× 

 

 

× 

【対策の検証】  

〇 

82828282



添付１ 

 事故対応 

能力 

①2020年度 

達成目標 

評価 ②2021年度 

達成目標 

評価 ③2022年度 

達成目標 

評価 ④3年後の 

達成目標 

評価 

２ 
情報共有 

能力 

情報共有ツールおよび情報

連絡体制の見直しにより、

情報共有能力の向上が図ら

れること。 

〇 昨年度の総合訓練後に実施し

た検証訓練（２０２１年２～

３月実施）および再訓練（２

０２１年４月実施）で定型化

した情報共有ツール（ＣＯＰ、

チャットシステム）を活用し

た情報提供が定着しているこ

と。 

〇 発電所と本店間で事故の進展

予測および収束対応戦略に関

する基本的な共通認識を深め、

情報共有ツール（ＣＯＰ、チャ

ットシステム）の充実を図り、

極力発電所に確認することな

く、ＥＲＣへの情報提供が遅滞

なく行えること。 

〇 発電所と本店間で事故の進

展予測および収束対応戦略

に関する基本的な共通認識

を深め、情報共有ツール（Ｃ

ＯＰ，チャットシステム）を

活用することにより、ＥＲ

Ｃへの情報提供が遅滞なく

行える。 

  

 

〇 

 

 

× 

【抽出した課題】 

ＣＯＰ１はタイムリーに発

出されておらず、ＣＯＰを

活用したＥＲＣプラント班

への情報提供が少なかった

ため、改善点として抽出す

る。 

 

× 

【対策の検証】 

 

〇   ＥＲＣからの質問事項に対

し、情報共有ツール（ＣＯ

Ｐ，チャットシステム）の活

用では情報が不足している

場合においても、発電所か

ら正確な情報を引き出し、

適切に回答できる。 

 

 

 

 

 

〇 

【抽出した課題】 

ＣＯＰ２については戦略の対

応手段や完了想定時刻の記載

内容が伝わりにくいものであ

ったことから、改善点を抽出

した。 

 

× 

【対策の検証】 

 

 

〇 

【抽出した課題】 

原子炉への注水戦略に影響す

る設備の機能喪失に関する情

報など、一部の情報共有が遅れ

たことや、事故収束に向けた全

体的な戦略説明が不足したと

いう問題点を抽出した。 

 

 

    原災法第１５条事象に係る通

報について、適切かつ迅速に実

施できること。 

原災法第１５条事象認定会議

において、適切かつ簡潔に説明

できること。 

〇 

2部 

 

 

 

 

 

 

ＥＲＣ対応者を拡充し、対応で

きること。 

〇  

  ＥＲＳＳを使用した情報共有

（ＥＲＣ－本店）が行えるこ

と。 

 

 

〇 ＥＲＳＳを使用した情報共有

（ＥＲＣ－本店）が定着してい

ること。 

〇 ＥＲＳＳを使用してＥＲＣ

と情報共有できる。 

〇 

83838383



添付１ 

 

３年経過後、達成できなかった項目（次回の中期計画へ持ち越す項目） 
 ■ＣＯＰ等を活用することにより、ＥＲＣへの情報提供が遅滞なく行える。 

⇒ ＣＯＰ等を活用したが、ＥＲＣへの情報提供が遅滞する状況が見られた。 

 

 

以  上                                                                     

 事故対応 

能力 

①2020年度 

達成目標 

評価 ②2021年度 

達成目標 

評価 ③2022年度 

達成目標 

評価 ④3年後の 

達成目標 

評価 

３ 
事故状況 

判断能力 

戦略立案方法（戦略立案の

考え方）により、本店―発電

所間において戦略決定方針

の共通認識が図られるこ

と。 

〇 

 

昨年度構築した戦略立案方法

（戦略立案の考え方）による

戦略立案が定着しており、本

店－発電所間において戦略決

定方針の共通認識が図られる

こと。 

〇 

 

 

 

 不測の事態（“関連するパラ

メータの複数計器の故障”、

“人為的ミス”、キーマン不

在等）が発生した場合に的

確に状況を把握し、戦略を

立案できる。 

 

 

〇 

【抽出した課題】 

ＣＯＰ２に記載される戦略

選定の根拠等、事象収束の

肝となる情報をＥＲＣプラ

ント班に提供することがで

きなかったため、改善点と

して抽出する。 

 

× 

【対策の検証】  

〇 

 

  事故状況の判断に係る不測の

事態（計器の故障、人為的ミ

ス等）が発生した場合に対応

できること。 

〇 戦略に影響する不測の事態（計

器の故障、人為的ミス等）が発

生した場合に対応できること。 

〇 

４ 
対策実施 

能力 

手順に従い、確実に現場で

対応できること。 

 

〇 現場において不測の事態が発

生した場合に、確実に現場で

対応できること（現場マルフ

ァンクション）。 

〇 

要素 

現場において不測の事態（複数

の現場マルファンクション）が

発生した場合に対応できるこ

と。 

〇 現場において不測の事態が

発生した場合でも、確実に

対応できる。 

〇 

５ 
ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 

能力 

オフサイトセンターにおけ

る合同対策協議会等の会議

体用のプラント状況説明資

料を作成できること。 

〇 オフサイトセンターにおける

合同対策協議会等の会議体を

模擬し、適切に情報提供がで

きること。 

〇 オフサイトセンターにおける

関係自治体および規制当局と

の連携または連携を想定し、合

同対策協議会等の会議体へ適

切に情報提供ができること。 

〇 オフサイトセンターにおけ

る合同対策協議会等の会議

体へ適切に情報提供ができ

る。 

〇 

84848484



添付２ 

STEP2：3年後の達成目標に対する達成度の評価を踏まえた“あるべき姿とのギャップ”との確認による達成度評価 

≪評価方法、凡例≫ 

■④⇒⑤⇒⑥：評価・確認の順番。 

■青字、青→、青〇：達成済み。対応完了。 ■赤字、赤→、赤×、△、未：達成できず。残件。未実施。 

■最終的に⑥において、赤字、「未」、「×」の項目が、次回中期計画へ持ち越すべき項目。 

 事故対応 

能力 

現状 ④3年後の 

達成目標 

評価 ⑤至近で対応すべき課題 評価 ⑥あるべき姿と現状の 

ギャップを埋めるために 

やるべきこと 

評価 

１ 体制構築 

能力 

発 災 時 間 帯

（日中・夜間、

平日・休日）を

考慮した、要

員招集等の訓

練において、

概ね体制構築

能力は確保さ

れていること

を確認してい

る。 

発電所対策本部の運営が、交代

要員でも、支障なく実施でき

る。 

〇 現在の新型コロナウィルス感染拡

大状況や人事異動等による要員の

入れ替えを考慮すると、限られた要

員だけではなく、対応可能要員の裾

野を広げておくことが必要である

と考えられることから、不測の事態

等により、正の要員が欠員となった

場合においても、交代要員にて発電

所対策本部の運営が行えるよう対

応能力を向上させる必要がある。 

 

 

〇 不測の事態等により、正の要員が

欠員となった場合の対応能力を

向上させる必要がある。 

〇 

    緊急時対策所、即応センター参集

時における、より確実な情報連携

体制の構築を図る必要がある。 

 

 

未 

    構外からの参集方法やプルーム

通過時の要員の動き等の実効性

を確認する必要がある。 

 

 

未 

    長期化体制の実効性を確認する

必要がある。 

 

 

 

未 

85858585



添付２ 

 事故対応 

能力 

現状 ④3年後の 

達成目標 

評価 ⑤至近で対応すべき課題 評価 ⑥あるべき姿と現状の 

ギャップを埋めるために 

やるべきこと 

評価 

２ 情報共有 

能力 

通常の体制、

通信手段が確

保されている

状況において

は、通報ＦＡ

Ｘの対応やＥ

ＲＣへの情報

共 有 に つ い

て、改善の余

地はあるもの

の、基本的な

対応能力は有

している。 

ＥＲＣ対応要員と発電所対応

要員は、戦略や対応手段に関す

る情報を齟齬なく共有できる。 

〇 戦略や対応手段に関するＥＲＣ対

応要員と発電所対策本部要員との

発話は、発話者が伝えるべき内容の

意図を理解した上で、主語・目的等

を明確に伝達する必要がある。 

〇 情報共有ツール（ＣＯＰ、チャッ

トシステム）が使えない場合や情

報共有に係るキーマン不在時等

の不測の事態に備えた情報共有

能力の向上を図る必要がある。 

未 

 

未 

 

 

 

 

 ＥＲＣからの質問事項は、一部のＥ

ＲＣ対応要員に処理が偏らないよ

うに内容を整理し、発電所へ確実に

伝達できるルート・処理方法を検討

する必要がある。 

〇 

発電所と本店間で事故の進展

予測および収束対応戦略に関

する基本的な共通認識を深め、

情報共有ツール（ＣＯＰ，チャ

ットシステム）を活用すること

により、ＥＲＣへの情報提供が

遅滞なく行える。 

 

〇 

 

 

× 

ＤＢ設備運転時における対応手段

の示し方や入力フォーマットの見

直し等、ＣＯＰ２の運用性を向上さ

せる必要がある。 

 

〇 ＥＲＣへの事故・プラント現状等

の説明能力や 10 条確認会議・15

条認定会議への迅速な対応につ

いて更なる向上を図る必要があ

る。 

 

 

〇 

× 

ＥＲＣからの質問事項に対し、

情報共有ツール（ＣＯＰ，チャ

ットシステム）の活用では情報

が不足している場合において

も、発電所から正確な情報を引

き出し、適切に回答できる。 

 

 

 

 

〇 

他電力訓練から得られる知見を活

用し、ＥＲＣプラント班に提供すべ

き情報の整理を行い、提供内容やタ

イミングについて再検討する必要

がある。 

（2022年度訓練にて対策検証済み） 

 

 

〇 

  

    事態の長期化を見据え、ＥＲＣ対

応要員の更なる多重化を図る必

要がある。 

未 

ＥＲＳＳを使用してＥＲＣと

情報共有できる。 

 

〇 概ね基本的な情報共有能力は有し

ていると考えられることから、その

習熟度を向上させていく必要があ

る。また、ＥＲＳＳを使用した情報

共有についても定着を図る必要が

ある。 

〇 ＥＲＳＳを使用しＥＲＣと情報

共有を行うことが主流となりつ

つあり、ＥＲＳＳを使用した情報

共有について定着を図る必要が

ある。 

〇 

86868686



添付２ 

 事故対応 

能力 

現状 ④3年後の 

達成目標 

評価 ⑤至近で対応すべき課題 評価 ⑥あるべき姿と現状の 

ギャップを埋めるために 

やるべきこと 

評価 

３ 事故状況 

判断能力 

各ＥＡＬをベ

ースとした事

象に対して、

プ ラ ン ト 状

況、発電所内

のリソース配

分等から、事

故収束に向け

た戦略を概ね

立案すること

が で き て い

る。 

不測の事態（“関連するパラメ

ータの複数計器の故障”、“人為

的ミス”、キーマン不在等）が発

生した場合に的確に状況を把

握し、戦略を立案できる。 

〇 これまでの各ＥＡＬ事象への対応

をベースとして、戦略立案方法を構

築した上で、さらに多様な状況を考

慮し、事故状況判断能力を向上させ

ていくことが必要であることから、

至近の課題として戦略立案方法の

構築とする。 

〇 発電所と本店で認識の齟齬が出

ないように、また、対応する要員

によって立案する戦略にバラつ

きがでないよう、戦略立案方法

（戦略決定の考え方）を構築する

ことが必要である。 

〇 

  また、関連するパラメータの複数計

器の故障や人為的ミス等が発生し

た場合の、臨機の状況把握能力は戦

略の立案に必要であることから、戦

略立案方法の構築とともに次のス

テップとして向上させていく必要

がある。 

〇 関連するパラメータの複数計器

の故障や人為的ミス等が発生し

た場合における対応能力を向上

させる必要がある。 

〇 

    放射性物質の放出等による公衆

への影響も考慮した上で、最善の

戦略の立案できる能力を向上さ

せる必要がある。（例：2018年度

Ⅰ型訓練シナリオ） 

未 

    設備の復旧を見据えた戦略の立

案能力を向上させる必要がある。 

（GEに至らない訓練で実施） 

 

〇 

    作業員の線量限度を考慮した戦

略の立案能力を向上させる必要

がある。 

 

未 

    事象の長期化を見据えた発電所

外からのサポートを含めた戦略

の立案能力を向上させる必要が

ある。 

未 
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添付２ 

 事故対応 

能力 

現状 ④3年後の 

達成目標 

評価 ⑤至近で対応すべき課題 評価 ⑥あるべき姿と現状の 

ギャップを埋めるために 

やるべきこと 

評価 

４ 対策実施 

能力 

本部からの指

示を受け、各

種手順を実施

できる。 

現場において不測の事態が発

生した場合でも、確実に対応で

きる。 

〇 2019年度の総合訓練等において、現

場でのマルファンクション含む訓

練を実施し、更なる改善事項を抽出

できたことから、現場において不測

の事態が発生した場合の対応能力

について向上を図る余地があるこ

とが確認できた。そのため、2019年

度に実施した手順以外においても、

対応能力の向上を図っていく必要

がある。 

〇 現場と本部との相互連携能力に

ついて向上を図る必要がある。

（現場における不測の事態の連

携等） 

 

〇 

 

 

〇 

 現場における不測の事態等に対

する対応能力の向上を図る必要

がある。 

５ ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 

能力 

オフサイトと

の連携に係る

活動について

は、主として

自治体主催の

訓 練 に 参 加

し、要員や資

機材の派遣、

オフサイトセ

ンター内での

活動に主眼を

おいて、能力

の向上を図っ

てきた。 

また、美浜支

援センターと

の連携等によ

り、ロボット

操作等の能力

向上を図って

きた。医療機

関や消防等に

オフサイトセンターにおける

合同対策協議会等の会議体へ

適切に情報提供ができる。 

〇 2019年度から、事業者主催の訓練に

おいてもオフサイトセンターでの

活動について訓練を実施したが、対

応内容が限定的（＝模擬や想定を多

く設定）であったことから、本店や

発電所との連携や合同対策協議会

等の会議体への対応能力の向上を

図ることが必要であるため、至近で

対応すべき課題である。 

〇 オフサイトセンターと即応セン

ターあるいは発電所間の連携能

力について向上を図る必要があ

る。 

〇 

    オフサイトセンターにおける合

同対策協議会等の会議体への対

応能力の向上を図る必要がある。 

〇 

    メーカーとの連携能力を向上さ

せる必要がある。 

未 

    原子力災害医療における連携能

力を向上させる必要がある。 

△ 

    複数の傷病者発生時における対

応能力を向上させる必要がある。 

未 

    他電力からの資機材等の融通に

ついて、連携能力を向上させる必

要がある。 

 

△ 
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添付２ 

 事故対応 

能力 

現状 ④3年後の 

達成目標 

評価 ⑤至近で対応すべき課題 評価 ⑥あるべき姿と現状の 

ギャップを埋めるために 

やるべきこと 

評価 

ついても、実

連携を行うこ

とで、連携能

力の向上を図

ってきた。 

    対策実施能力同様に、医療対応や

退避誘導活動等についても、本部

との連携能力の向上を図る必要

がある。 

△ 

    広報活動において誤った情報発

信をしてしまった場合の対応の

能力等の向上を図る必要がある。 

未 

    広報活動における模擬記者から

の厳しい質問や住民目線を取り

入れた対応能力の向上を図る必

要がある。 

〇 

    大規模な構外退避時の退避方法

や安定ヨウ素剤の配付・服用方法

等の実効性の確認する必要があ

る。 

未 

 

2023年度の中期計画に取り込む項目の候補 

≪⑤で「×」の項目≫⇒最優先！ 

 ⇒無し（全て対応済みと判断）。 

 

≪⑥で「×」or「未」or「△」の項目≫ 

【１：体制構築能力】 

 ■緊急時対策所、即応センター参集時における、より確実な情報連携体制の構築を図る必要がある。 

 ■構外からの参集方法やプルーム通過時の要員の動き等の実効性を確認する必要がある。 

 ■長期化体制の実効性を確認する必要がある。 

 

【２：情報共有能力】 

 ■情報共有ツール（ＣＯＰ、チャットシステム）が使えない場合や情報共有に係るキーマン不在時等の不測の事態に備えた情報共有能力の向上を図る必要がある。 

 ■ＥＲＣへの事故・プラント現状等の説明能力や 10条確認会議・15条認定会議への迅速な対応について更なる向上を図る必要がある。 

 ■事態の長期化を見据え、ＥＲＣ対応要員の更なる多重化を図る必要がある。 

 

【３：事故状況判断能力】 
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添付２ 

 ■放射性物質の放出等による公衆への影響も考慮した上で、最善の戦略の立案できる能力を向上させる必要がある。（例：2018年度Ⅰ型訓練シナリオ） 

 ■作業員の線量限度を考慮した戦略の立案能力を向上させる必要がある。 

 ■事象の長期化を見据えた発電所外からのサポートを含めた戦略の立案能力を向上させる必要がある。 

 

【４：対策実施能力】 

 ⇒無し（全て対応済みと判断）。 

 

【５：ロジスティクス能力】 

 ■メーカーとの連携能力を向上させる必要がある。 

 ■原子力災害医療における連携能力を向上させる必要がある。 

 ■複数の傷病者発生時における対応能力を向上させる必要がある。 

 ■他電力からの資機材等の融通について、連携能力を向上させる必要がある。 

 ■対策実施能力同様に、医療対応や退避誘導活動等についても、本部との連携能力の向上を図る必要がある。 

 ■広報活動において誤った情報発信をしてしまった場合の対応の能力等の向上を図る必要がある。 

 ■大規模な構外退避時の退避方法や安定ヨウ素剤の配付・服用方法等の実効性の確認する必要がある。 

 

 

以 上 
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別添資料 2 

 

 

■事故対応能力の継続的向上計画と年度展開（具体的な実施事項については訓練実施計画にて明確化する。） 

事故対応能力 至近で取り組む課題 
年度達成目標 

至近で取り組む課題に対する達成目標 
2023 年度 2024 年度 

①体制構築能力 

➢ 緊急時対策所への移動中におい
て，他社の良好事例を参考とし，
発電所と本店との通信手段を考
慮したより確実な情報連携体制
の構築を図る必要がある。 

➢ 初動対応時における，より効率的な情
報連携方法を構築し，有効性を検証す
る。 
（プロセス目標1） 

➢ 前年度構築した情報連携方法が定着して
いることを確認する。 
（パフォーマンス目標2） 

➢ 初動対応時においても，確実な情報連携体制
を構築することで，発電所内および発電所－
本店間の情報連携を強化し，より確実に運営
できる。 

②情報共有能力 

➢ 事象進展や対応戦略に関する
ERC への説明において，要員の効
率的な育成を実施するため，分か
り易い説明方法を構築する必要
がある。 

➢ 発電所と本店間の情報共有にお
いて，他社の良好事例を参考と
し，より効率的な共有方法を確立
する必要がある。 

➢ 情報共有ツール（COP 等）の充実を図
るとともに分かり易い説明方法を構築
し，有効性を検証する。 
（プロセス目標） 
 

➢ 電子ホワイトボードを活用した時系列
情報の共有等、社内における新たな情
報共有方法を確立し，有効性を検証す
る。 
（プロセス目標） 

➢ 前年度構築した課題を踏まえて改善し
た説明方法が定着し，ERC への説明方
法が定着していることを確認する。 
（パフォーマンス目標） 
 

➢ 前年度構築した情報共有方法が定着し
ていることを確認する。 
（パフォーマンス目標） 

➢ 事象進展や対応戦略に関する ERC への説明
において，分かり易い説明方法を構築するこ
とで，本店－ERC 間の情報共有が遅滞なく実施

できる。 
 

➢ 社内における情報共有について，新たな方法
を確立することで，より効率的な情報共有が
正確に実施できる。 

③事故状況判断 
能力 

➢ 事態の長期化を見据え，発電所外
からのサポートも考慮した幅広
い戦略を立案できる能力の向上
を図る必要がある。 

➢ 発電所外からのサポート（追加要員の
派遣，故障設備の復旧資機材等）も考慮
した戦略立案方法を構築し，有効性を
検証する。 
（プロセス目標） 

➢ 前年度構築した戦略立案方法が定着し
ていることを確認する。 
（パフォーマンス目標） 
 

➢ 発電所または本店において，発電所外からの
サポートも考慮した戦略を立案できる。 

④対策実施能力 

➢ 複数箇所での火災発生時におい
て，火災による影響やプラント状
況に応じた要員派遣等，対応能力
の向上を図る必要がある。 

➢ 複数箇所での火災発生時における手順
に従い，確実に現場で対応できる。 
（パフォーマンス目標） 

➢ 複数箇所での火災発生時において，不
測の事態が発生した場合でも，確実に
現場で対応できる。 
（パフォーマンス目標） 
 

➢ 複数箇所での火災発生時においても確実に対
応できる。 

⑤ロジスティクス 
能力 

➢ プラントへ直接影響しない発電
所内での対応（退避誘導および医
療対応）について，不測の事態が
発生した場合における対応能力
の向上を図る必要がある。 

➢ 広範囲な支援組織との連携に向
けて，実動訓練による対応能力の
向上を図る必要がある。 

➢ 退避誘導および医療対応に際し，不測
の事態が発生した場合においても確実
に対応できる。 
（パフォーマンス目標） 
 

➢ 原子力事業所災害対策支援拠点の運営
に際し，発電所への支援に関する自社
の活動を確実に実施するとともに訓練
により課題を抽出する。 
（パフォーマンス目標） 

➢ 退避誘導および医療対応に際し，不測
の事態が複数発生した場合においても
確実に対応できる。 
（パフォーマンス目標） 
 

➢ 前年度抽出した課題を踏まえて改善を
行い原子力事業所災害対策支援拠点に
おける発電所への支援に関する自社の
活動が定着している。 
（パフォーマンス目標） 

➢ プラントへ直接影響しない発電所内での対応
（退避誘導および医療対応）に際し，不測の
事態が発生した場合においても確実に対応で
きる。 

 
➢ 原子力事業所災害対策支援拠点の運営につい

て，社外組織との連携訓練に向けて課題を抽
出し，マニュアル等の充実を図ることができ
る。 

 
 

1 訓練による検証活動の実施状況および検証結果を踏まえた改善活動の実施状況により達成度を評価する。 
2 訓練評価時にプレイヤーのパフォーマンス評価結果から達成度を評価する。 
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2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

▽ ▽ ▽ ▽

訓練 訓練 訓練 訓練

訓練報告会

”新“中期計画
作成・運用要領
（案）

”新“中期計画
の活動項目毎作成

”新“中期計画
に基づく訓練実施
訓練結果の分析

”新“中期計画
の策定

中期計画
の策定・改訂
（従前通り）

“新”中期計画
の改訂
（2年目）

“新”中期計画の活動項目から5項目程度選定し、1項
目に1事業者が施⾏を実施。
試⾏では従来作成する中期計画とは別に、“新”中期計
画作成・運用要領に基づくフォーマットでの“新”中期計
画を作成し、実施した訓練の分析まで実施。

試⾏期間 準備期間 適⽤開始

“新”中期計画で網羅する全活
動項目について各社で訓練実
施計画を作成し、NRA殿にご
提示

策定した
“新”中期計画で
運用開始

訓練報告会 訓練報告会 訓練報告会

緊急時対応組織の“新”中期計画策定に向けたスケジュール（案）

中期計画
の策定・改訂
（従前通り）

”新“中期計画
作成・運用要領
FIX

資料５

NRA殿確認期間

▽
訓練実施

（試⾏事業者
︓5社程度） （全事業者）

以降、“新”中期計画の
フォーマットで運用していく

（関⻄電⼒ほか担当電⼒）

2025年度より、従前の
中期計画から、“新”中期
計画へ切り替える。

訓練は従前
の中期計画
に基づき実
施する。
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原子力防災訓練対応実績・スケジュール 

      実施事項 2022 年 2023 年 2024 年  

   10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月以降 備考 

訓練実施計画 要素訓練（本部設置訓練）および総合訓練の実施                  
  要素訓練：2023.11.8、12.20、2024.1.12 

総合訓練：2023.1.27、2024.1.26 

CHECK 訓練評価 〇2022年度訓練報告書提出（取りまとめ）                    提出日：5.16 

ACTION 改善実施 ○2022年度訓練評価を踏まえた改善対策の具体化                     

  ・原子力災害発生時に遅滞なく情報共有を行うために必要となる備

付け資料の充実（本店） 
                 

 
 

 

  
✓ 備付け資料の追加・見直し                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：10.6 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2023.12.20 

  
・分かりやすい全体的な戦略説明を行うために必要となる対応の見

直し（本店） 
                 

 
 

 

  ✓ 全体的な戦略説明方法の検討                     

  ✓ ＣＯＰ様式の見直し                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：10.6 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2023.11.8、12.20、2024.1.12 

  〇事業者防災業務計画見直し検討                     

    〇中期計画見直しに係る検討                    検討事項：2022 年度訓練結果を踏まえた見直し 

PLAN 訓練計画 〇2023～2024年度中期計画策定                    策定日：10.4 

  〇2023年度訓練年度計画策定                    策定日：10.5(発電所)、10.27(本店) 

    ○2023年度訓練実施計画策定                    策定日：12.19 

DO 訓練実施 〇2023年度訓練実施                    実施日：1.26 

CHECK 訓練評価 ○訓練評価                     

   ・社内自己評価                     

   ・対策の有効性評価（2022 年度訓練課題）                     

   ・2023 年度訓練課題の抽出、原因分析、対策検討、対策の方針決定                     

  ○2023年度訓練報告書提出（取りまとめ）                    訓練実施 7 週間後 

ACTION 改善実施 ○2023年度訓練評価を踏まえた改善対策の具体化                     

  〇事業者防災業務計画見直し検討                    2024 年度下期予定 

  〇中期計画見直しに係る検討                  
 

 
2023 年度訓練実績、他社訓練ベンチマーク等を踏

まえた中期計画の見直し・内容の検討 

PLAN 訓練計画 〇2023～2024年度中期計画改定                    2024 年度上期予定 

  〇2024年度訓練年度計画策定                    2024 年度上期予定 

  ○2024年度訓練実施計画策定                    2024 年度中 

DO 訓練実施 〇2024年度訓練実施                    2024 年度中 

    、 ：実績 

    、 ：予定 別紙１５ 
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原子力防災訓練対応実績・スケジュール 

      実施事項 2021 年 2022 年 2023 年  

   10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月以降 備考 

訓練実施計画 要素訓練（本部設置訓練）および総合訓練の実施                  
  要素訓練：2022.11.9、12.20、2023.1.12 

総合訓練：2021.11.26、2023.1.27 

CHECK 訓練評価 〇2021年度訓練報告書提出（取りまとめ）                    提出日：5.10 

ACTION 改善実施 ○2021年度訓練評価を踏まえた改善対策の具体化                     

  ・発話内容の明確化（本店・発電所）                     

  
✓ 発話ルールの見直し                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：11.1 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2022.11.9、12.20、2023.1.12 

  ・質問事項に対する伝達ルート・処理方法の見直し（本店）                     

  ✓ 質問伝達ルート・処理方法の見直し                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：11.1 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2022.11.9、12.20、2023.1.12 

  ・ＣＯＰ２の運用性向上（本店・発電所）                     

  ✓ ＣＯＰ２様式の改善                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：11.1 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2022.11.9、12.20、2023.1.12 

  ・他電力訓練から得られる知見を活用した説明性の向上（本店）                     

  ✓ 他電力ベンチマークによる情報収集                     

  ✓ 他電力訓練から得られる知見の反映                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：11.1 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：2022.11.9、12.20、2023.1.12 

  
・原災法第２５条報告における放射性物質の放出見通し等のタイミ

ングの見直し（発電所） 
                 

 
 

 

  ✓ 原災法第２５条報告記載マニュアルの見直し                     

  ✓ 関係者への周知                    実施日：11.7 

  ✓ 要素訓練での改善策の確認                    実施日：1.12 

  〇事業者防災業務計画見直し検討                  
 

 
届出日：2.22（オンサイトでの医療に係る活動内

容の反映等） 

    〇中期計画見直しに係る検討                    検討事項：2021 年度訓練結果を踏まえた見直し 

PLAN 訓練計画 〇2020～2022年度中期計画改定                    改定日：10.26 

  〇2022年度訓練年度計画策定                    策定日：5.23(発電所)、9.29(本店) 

    ○2022年度訓練実施計画策定                    策定日：12.6 

DO 訓練実施 〇2022年度訓練実施                    実施日：1.27 

CHECK 訓練評価 ○訓練評価                     

   ・社内自己評価                     

   ・対策の有効性評価（2021 年度訓練課題）                     

   ・パンチリスト対応                     

   ・2022 年度訓練課題の抽出、原因分析、対策検討、対策の方針決定                     

  ○2022年度訓練報告書提出（取りまとめ）                    訓練実施 7 週間後 

ACTION 改善実施 ○2022年度訓練評価を踏まえた改善対策の具体化                     

  
 ・原子力災害発生時に遅滞なく情報共有を行うために必要となる備

付け資料の充実（本店） 
                 

 
 

 

  
・分かりやすい全体的な戦略説明を行うために必要となる対応の見

直し（本店） 
                 

 
 

 

  〇事業者防災業務計画見直し検討                    2023 年度下期予定 

  〇中期計画見直しに係る検討                  
 

 
2022 年度訓練実績、他社訓練ベンチマーク等を踏

まえた中期計画の見直し・内容の検討 

PLAN 訓練計画 〇2023～2025年度中期計画策定                    2023 年度上期予定 

  〇2023年度訓練年度計画策定                    2023 年度上期予定 

  ○2023年度訓練実施計画策定                    2023 年度中 

DO 訓練実施 〇2023年度訓練実施                    2023 年度中 

    、 ：実績 

    、 ：予定 別紙１６ 

94949494



参考資料

抽出箇所 対応箇所 訓練における気付き事項等（良好事例含む） 改善状況 今年度訓練での検証状況
評価指標

との紐付け

総合訓練

【シビアアクシデ

ント対応訓練】

(2023.1.27)

発電所

【問題】

ＳＦＰの事象進展予測について、誤った予測が報告された。

【原因】

技術班がＥｘｃｅｌの計算シートを用いて予測を実施する際に、ＮＷ

Ｌからの水位低下量〔ｃｍ〕を入力すべき箇所に現在の水位〔Ｔ．

Ｐ．〔ｍ〕〕を入力してしまったため、誤った結果となってしまっ

た。また、本部への報告前に評価結果の妥当性について技術班内で確

認する運用となっていなかった。

基本的にＳＦＰ水位はＴ．Ｐ．〔ｍ〕単位で共有されているため、技

術班の計算シートにおいてもＴ．Ｐ．〔ｍ〕単位で入力するよう

フォーマットを修正するとともに、予測結果の妥当性について報告前

に技術班内で確認する運用とする。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、技術班からＳＦＰ水位の

単位に起因する誤った報告がされないことを

確認した。2024年1月に実施する訓練におい

ても、支障なく対応できることを確認する。
No.1

他電力ベンチマー

ク
発電所

【良好事例】

中央制御室から発電所対策本部への情報共有は、音声会議システムを

活用することでタイムリーに行われていた。

中央制御室からの重要情報（ＥＡＬ条件成立）を速やかに発電所対策

本部内で情報共有するため、音声会議システムを導入した。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、発電所対策本部－本店対

策本部間のTV会議システムも併用すること

で、緊急情報をタイムリーに情報共有できる

ことを確認した。2024年1月に実施する訓練

においても、支障なく対応できることを確認

する。

No.1

他電力ベンチマー

ク
発電所

【良好事例】

プラント状況を整理するために使用するホワイトボードは、電子ホワ

イトボードに変更することで発電所対策本部で記載したプラント状況

を社内ネットワークを活用し、タイムリーに情報共有されていた。

発電所対策本部で整理する3号機のプラント状況を社内ネットワークを

活用して情報共有することを試行するため、3号機のプラント状況整理

用ホワイトボードを電子ホワイトボードに変更した。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、発電所対策本部で整理し

た3号機のプラント状況をタイムリーに情報

共有できることを確認した。

2024年1月に実施する訓練においても、支障

なく対応できることを確認する。

No.1

総合訓練

【本店対策本部

設置訓練】

(2023.1.27)

即応センター

【問題】

３号機のＳＧ水位低下レートは、即応センター（本店対策本部および

ＥＲＣ対応ブース）で算出可能であったが、発電所からの情報を待っ

ていたため、ＥＲＣおよび本店対策本部への回答が遅くなった。

【原因】

事象進展予測は発電所にて実施しており、伝送されているプラントパ

ラメータから算出できたが、本店対策要員が確認すべきとの意識が不

足していた。

プラントパラメータから算出できるような簡素な事象進展予測は、本

店対策要員の役割分担を明確にし、タイムリーな情報提供ができる体

制とする。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、即応センターにおいて、

プラントパラメータから算出できるような簡

素な事象進展予測が実施され、タイムリーな

情報提供ができる体制であることを確認し

た。

本訓練では発電所からの情報共有が迅速に行

われていたため、2024年1月に実施する訓練

においても、有効性を確認する。

No.1

2022年度　原子力防災訓練における気付き事項等（良好事例含む）について

95959595



参考資料

抽出箇所 対応箇所 訓練における気付き事項等（良好事例含む） 改善状況 今年度訓練での検証状況
評価指標

との紐付け

2022年度　原子力防災訓練における気付き事項等（良好事例含む）について

総合訓練

【本店対策本部

設置訓練】

(2023.1.27)

即応センター

【問題】

即応センター（ＥＲＣ対応要員）からの情報提供は、速報として手書

きメモに記載している情報のみを伝達する場面があり、ＥＲＣからの

問合せを多く受ける結果となった。

【原因】

即応センター（ＥＲＣ対応要員）が収集する発電所からの情報にはタ

イムラグが発生するため、即応センター（ＥＲＣ対応要員）からＥＲ

Ｃに速報として提供する情報には不足があった。不足している情報に

は、ＥＲＣが必要とする情報もあったが、情報収集中であることを明

確に伝達していなかった。

即応センター（ＥＲＣ対応要員）からの情報提供は、事象発生時刻や

関連するＥＡＬ等、ＥＲＣが必要とする情報について、対応状況（収

集中であったり準備中であること）を明確に伝達する運用とする。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、ＥＲＣへの情報提供は、

事象発生時刻や関連するＥＡＬ等、ＥＲＣが

必要とする情報について、対応状況を明確に

報告し、情報不足によるＥＲＣからの問い合

わせが低減していることを確認した。2024年

1月に実施する訓練においても、支障なく対

応できることを確認する。

No.2

総合訓練

【本店対策本部

設置訓練】

(2023.1.27)

即応センター

【問題】

即応センター（ＥＲＣ対応ブース）から書画装置により共有した映像

は、伝送状況が悪く、映像が安定するまでに時間が掛かり、円滑な情

報共有ができなかった。

【原因】

今年度実施した要素訓練において、映像が安定するまでの時間遅れを

考慮した説明に取り組んでおり、支障なく対応できることを確認して

いたため、伝送状況が悪化することについて想定できなかった。

即応センター（ＥＲＣ対応ブース）から共有する書画装置による伝送

状況は、事前に機器の設定を含めた調整を行い、通信状況を確認す

る。

2023年10年12月に実施したＥＲＣとの通信確

認において、即応センター（ＥＲＣ対応ブー

ス）から共有する書画装置による伝送状況

は、良好であることを確認した。

2024年1月に実施する訓練においても、事前

に機器の設定を含めた調整を行い、伝送状況

が良好であることを確認する。

No.3

総合訓練

【原子力災害対策

本部設置訓練】

(2023.1.27)

泊発電所

【問題】

構内アクセスルートの確認状況に関する情報が十分共有されていな

かった。

【原因】

アクセスルートの情報については、時系列３連表へ入力する運用とし

ており、時系列３連表入力者は、主にホワイトボードに記載された事

項を入力していた。しかし、アクセスルートに関する発話はなされた

がホワイトボードには記載されず、また、３連表入力者は、発話を十

分に聞いている余裕がなく、聞き漏らしてしまっていた。

アクセスルートの情報については、ホワイトボードにも記載する運用

とし、時系列３連表への入力漏れがないよう今後の訓練を通じて習熟

を図っていく。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、アクセスルートの情報に

ついては、ホワイトボード、時系列３連表に

記載されていることを確認した。2024年1月

に実施する訓練においても、支障なく対応で

きることを確認する。
No.3

総合訓練

【原子力災害対策

本部設置訓練】

(2023.1.27)

泊発電所

【問題】

対応の準備完了想定時刻が修正された際に、ＣＯＰに正しく表示され

なかった。

【原因】

ＣＯＰ表示用のＥｘｃｅｌファイルの数式に一部誤りがあった。

Ｅｘｃｅｌファイルの数式を修正する。また、ＣＯＰのフォーマット

を修正した際などには、確実に挙動確認を行い、問題なく表示される

ことを確認する。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、ＣＯＰが問題なく表示さ

れることを確認した。2024年1月に実施する

訓練においても、ＣＯＰが問題なく表示され

ることを確認する。

No.3

96969696



参考資料

抽出箇所 対応箇所 訓練における気付き事項等（良好事例含む） 改善状況 今年度訓練での検証状況
評価指標

との紐付け

2022年度　原子力防災訓練における気付き事項等（良好事例含む）について

総合訓練

【原子力災害対策

本部設置訓練】

(2023.1.27)

泊発電所

【問題】

１号機のＳＥ５１の条件について、ＥＡＬ判断フロー（備付け資料）

と防災業務計画の記載に齟齬があった。

【原因】

防災業務計画ではＳＥ５１の３つの条件について（１）ならびに

（２）①および（２）②と付番しているが、ＥＡＬ判断フローにおい

ては条件を丸数字で付番することとしており、（２）①および（２）

②をそれぞれ②および③と置き換えた結果、防災業務計画の記載と齟

齬が生じてしまった。

ＥＡＬ判断フローにおける条件の付番を、防災業務計画における付番

と一致させるよう修正する。

ＥＡＬ判断フロー（備付け資料）における条

件の付番が、防災業務計画における付番と一

致するよう、修正されていることを確認し

た。

No.4

総合訓練

【原子力災害

医療訓練】

(2023.1.27)

泊発電所

【問題】

傷病者の汚染検査にあたって、検査実施前に創傷部の養生が開始さ

れ、測定のために手戻りが生じていた。

【原因】

創傷部の養生を行う業務支援班員と、汚染検査を行う放管班員の連携

が不十分であった。

創傷部の養生を行う際は、汚染検査が実施済みであることを業務支援

班員および放管班員が互いに確認するよう手順へ反映し、今後の訓練

を通じて習熟を図っていく。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、創傷部の養生を行う際

は、手順に従い業務支援班員および放管班員

が互いに汚染検査が実施済みであるか確認し

ていることを確認した。

2024年1月に実施する訓練においても、支障

なく対応できることを確認する。

No.７

総合訓練

【本店対策本部

設置訓練】

(2023.1.27)

即応センター

【問題】

地震発生に伴う情報提供は、通報連絡よりプレスリリースによる公表

が先行してしまった。

【原因】

地震発生時のプレスリリースは、今年度より提供内容について見直し

を図ったため、原子力班と広報班が互いに連携し、迅速な対応を行う

ことができたが、社外への情報提供という観点での確認が不十分で

あった。

プレスリリースによる公表時は、関係箇所への通報連絡が完了してい

ることを原子力班と広報班が互いに確認する手順とし、今後の訓練を

通じて習熟を図っていく。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、プレスリリースによる公

表時は、公表資料作成箇所に通報連絡文を共

有し、公表資料との確認行為を追加した。

2024年1月に実施する訓練においても、他室

部との連携を含め、支障なく対応できること

を確認する。

No.8

総合訓練

【本店対策本部

設置訓練】

(2023.1.27)

即応センター

【問題】

地震発生に伴う本店コントローラからの情報付与が適切ではなかっ

た。

【原因】

本店コントローラは、地震発生の２分後（１３時５７分）に限定した

プレイヤーへ紙により情報付与していたため、他プレイヤーが速やか

に地震情報を共有することができなかった。

本店コントローラからの情報付与は、リアリティを考慮した付与方法

に変更する。

2023年11月に実施した要素訓練において、左

記改善策を検証し、本店コントローラからの

情報付与は、安全行動を実施する動きも見ら

れ、リアリティを考慮したものになっている

ことを確認した。

2024年1月に実施する訓練においても、支障

なく対応できることを確認する。

備考

（訓練統制）

97979797
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